
施

に関連するネットワー

策

クを拡充することで、

の

身近な地域で相談がで

概

き必要なサービスの支

要

援を受けら
方　　　針

柱

れることにより、生活

立

の質が向上することを

て

目指します。

担当課名

8

福祉管理課（取りまと

【

め）

電話番号03-3

く

880-5871 E-

ら

mail f-kanr

し

i@city.ada

】

chi.tokyo.

い

jp

民生・児童委員は

つ

地域で支援を必要とす

ま

る人々と行政機関との

で

橋渡し役である。民生

も

・児童委員等との協働

健

・協創を

進め、地域の

康

中で相談できる、支え

で

合える地域づくりを進

住

める。

【庁内協働】足

み

立福祉事務所、社会福

続

祉協議会、福祉部各課

け

、災害対策課、絆づく

ら

り担当課、こころとか

れ

らだの健康

協働・協創

る

づくり課、各保健セン

安

ター、生活環境保全課

心

、子ども政策課、こど

な

も支援センターげんき

く

など

の取組み

17 パ

ら

ートナーシップで目標

し

を達成しよう【ターゲ

施

ット:17.17】

策

民生・児童委員をはじ

群

め、地域・関係機関と

名

協働・協創を進めてい

7

る。
ＳＤＧｓが
目指す

高

目標
（ターゲッ
ト）と

齢

の関
連及び評価

備　　

者

　考

、障がい者などの生活のサポート体制を充実する

施策名7.5民生・児童委員などとの連携強化等を通じ、地域で支え合う体制の充実

■  民生・児童委員等との協働・協創による地域の絆づくりを推進し、地域の中に相談できる人がいることを実感で
きる地域づくりを進めます。

■  障がい者支援において地域の身近な支え手を増やすことで、より多くの人が支え合う地域づくりを推進していき
施策の方向ます。

( 目 標 )

■  民生・児童委員は、住民からの相談・支援や高齢者・障がい者・生活保護受給世帯の訪問に加え、児童虐待や子
どもの貧困世帯の見守り、避難行動要支援者への災害対応等多岐に渡る活動を行っています。

■  町会・自治会、民生・児童委員による高齢者の見守りにより、孤立のおそれのある方を早期に発見し、必要な行
政サービスや地域活動につなげています。

現　　　状■  障がい者が必要とする支援は、障がい種別により異なりますが、身近な地域で障がい者が相談できる支援体制は
、充足しているとは言えない状況です。

■  民生・児童委員の経験年数は計画策定時の平成27年は平均10年でしたが、令和2年現在は7年と経験年数が減少し
ています。また、民生・児童委員の欠員は解消せず、現民生・児童委員の負担増にもなっています。

■  血縁・地縁・社縁など人と人とのつながりが薄れ、社会的な孤立に陥りやすい社会環境があるた

足

め、町会・自治

会をは

立

じめとした様々な地域

区

の主体と協働・協創し、地域コミュニティを

令

活性化する必要があり

和

ます。

■  地域共生社

４

会を実現するために、

年

身近な地域の方々の障

度

がいに対する理解を深

施

め、必要な支援につい

策

て共に考え
課　　　題

評

ていくことが必要です

価

。

■  経験年数の短い

調

民生・児童委員への実

書

践的な研修を厚く実施

(

することで活動しやす

令

くするとともに、各地

和

区会長

との情報共有を

３

図り、欠員解消への協

年

力を依頼します。

■  

度

町会・自治会等による

事

調査をきっかけに地域

業

で自主的な声かけや見

実

守り活動を行う団体を

施

増やし、互いに支え合

)

う絆のあんしんネット

1

ワークを強化していきます。

■  障がい福祉
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　値標
目　標　値 - - - - 50

(4)
実　績　値 - 46.6 46.6 46.6 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 93% 0% 93% 0% 93% -

指標名 ② ① - 1《主な活動指標－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数【活動指標 の再掲】

定義等民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

(5)
実　績　値 51,564 48,298 29,155 30,489 R6 56,000

達　成　率 86% 92% 80% 86% 49% 52% 51% 54% -

指標名 ②《主な活動指標－２》障がい関連ネットワークの開催回数

定義等障がい関連ネットワークの開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 31 31 31 45 45

(6)
実　績　値 23 26 17 47 R6 45

達　成　率 74% 51% 84% 58% 55% 38% 104% 104% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 771,439

人件費 157,589

総事業費 929,028

前年比(金額) △ 2, 227 , 300

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名 ①《成果指標》家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者の割合

定義等足立区高齢者等実態調査における何かあった時の相談相手（家族・友人・知人以外）の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 58.8 59.2

(1)
実　績　値 58.8 57.7 57.7 57.7 R6 60

達　成　率 0% 98% 0% 96% 0% 96% 98% 96% -

指標名 ①《主な活動指標－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数

定義等民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

(2)
実　績　値 51,564 48,298 29,155 30,489 R6 56,000

達　成　率 86% 92% 80% 86% 49% 52% 51% 54% -

指標名 ①《主な活動指標－２》「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

定義等高齢者実態調査等をきっかけに自主的な見守り活動を開始した町会・自治会等の数
指
単　位団体 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 94 98 102

(3)
実　績　値 - 94 95 96 R6 110

達　成　率 0% 0% 0% 85% 101% 86% 98% 87% -

指標名 ②《成果指標》家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

定義等家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標
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結

向性

　新型コロナウイ

果

ルス感染症の拡大等に

は

より、各種活動が制限

5

され、目標の達成に影

7

響が生じた。その中で

.

も、実施方法に工夫等

7

を重ねて目標の一部は

％

達成した。長引くコロ

と

ナ禍により、絆や人間

目

関係が希薄化し、社会

標

的な孤立に陥りやすい

値

無縁社会とも呼ば

れる

を

社会環境に拍車がかか

達

っている状況である。

成

　民生・児童委員や町

で

会・自治会をはじめ、

き

様々な地域の主体との

な

連携を強化し、見守り

か

活動等をさらに充実さ

っ

せることにより、

地域

た

に相談できる人がいる

。

ことを実感できる地域づくりを進める。また

現

、各種ネットワークの

在

強化や支援の充実を図

は

ることにより

、地域の

、

支え手を増やし、多く

民

の人が支え合う地域づ

生

くりを推進していく。

・児童委員の活動をはじめ、町会・自治会活動などが、新型コロナウ

4

イルス感染症により制限されている。それに

担

より、地域の中で相談

当

できる相手に出会う機

部

会が減っているため、

に

向上は厳しい状況であ

お

る。令和4年度に新た

け

に高齢者等実態調

査を

る

行うため、より連携を

評

強化し機会が増えるよ

価

うな地域づくりを進め

（

る。

【主な活動指標①

部

－１】

　30,489

長

件と目標を大きく下回

評

った。新型コロナウイ

価

ルス感染症の感染拡大

－

防止のため、対面相談

１

や訪問が制限された。

次

また各種

会議・研修の

評

中止等により目標を下

価

回ったものである。コ

）

ロナ禍でも実施できる

そ

ことに新たに取り組ん

の

でいるが、従来の活動

１

と比

較すると難しい。

1

活動の制限がなくなっ

)

た場合は目標値に近づ

施

くと考えられる。

【主

策

な活動指標①－２】

の

新規登録が2団体、登

達

録辞退が1団体あり、

成

前年度比較で1団体の

状

増となったものの目標

況

値を下回った。新型コ

と

ロナウイルス感染

症の

そ

影響で物品申請を見送

の

った団体が11団体あ

原

ったが、敬老祝い時の

因

見守りや見守りパトロ

の

ールなど、団体ごとに

分

できる活動の中

で地域

析

の見守りを実施してい

【

る。

　いまだ活動が制

成

限されている団体もあ

果

るが、今後、わがまち

指

の孤立ゼロプロジェク

標

トへの登録により、活

①

動再開のきっかけとな

】

るように働きかけていく。

【成果指標②】

3

障がい福祉計画策定の

年

ため、3年に1度実施

に

する実態調査結果に基

1

づく指標である。令和

度

元年度調査結果は46

実

.6％。

　次回調査は

施

令和4年度に実施予定

す

。　

【主な活動指標②

る

－１】

　30,489

高

件と目標を大きく下回

齢

った。新型コロナウイ

者

ルス感染症の感染拡大

等

防止のため、対面相談

実

や訪問が制限された。

態

また各種

会議・研修の

調

中止等により目標を下

査

回ったものである。コ

に

ロナ禍でも実施できる

基

ことに新たに取り組ん

づ

でいるが、従来の活動

く

と比

較すると難しい。

指

活動の制限がなくなっ

標

た場合は目標値に近づ

で

くと考えられる。

【主

あ

な活動指標②－２】

る

コロナ禍においても、

。

必要な連携を図るため

令

、Web会議やWeb

和

形式と集合形式の併用

元

による会議など、開催

年

方法を工夫しながら、

度

目標値を達成できた。

調

2)達成状況と原因分

査

析を踏まえた今後の方
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

福祉管理事務 福祉管理課3660 31,982 56,802 88,784現状維持 Ｂ

足立区社会福祉協議会への運営費助成事務 福祉管理課3661 555,551 12,253 567,804現状維持 Ａ

地域福祉振興基金積立金 福祉管理課3662 44,944 438 45,382現状維持 Ａ

福祉関係施設改修事業【経常】 福祉管理課3664 1,936 175 2,111現状維持 Ｂ

ボランティアセンターの管理運営委託事務 福祉管理課3665 25,295 1,400 26,695現状維持 Ａ
地域保健福祉推進協議会の運営及び地域保健福祉計画の策
定事務

福祉管理課3667 912 6,564 7,476現状維持 Ａ

民生委員推薦会運営事務 福祉管理課3670 319 1,199 1,518現状維持 Ａ

民生・児童委員活動支援事業 福祉管理課3671 69,193 33,639 102,832現状維持 Ａ

足立区保護観察協会への助成事務 福祉管理課3672 1,154 4,115 5,269現状維持 Ａ

苦情解決委員会運営事業 高・高齢福祉課3684 812 5,996 6,808現状維持 Ａ

社会福祉法人認可及び指導監査事務 福祉管理課17209 2,630 26,256 28,886現状維持 Ａ

福祉サービス第三者評価事業 高・介護保険課21748 36,711 8,752 45,463現状維持 Ａ

合計１２事業 771,439 157,589 929,028

3)施施策の手段として位置付け
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施

-mail kenko

策

u@city.ada

の

chi.tokyo.

概

jp

　協働・協創の視

要

点に基づくベジタベラ

柱

イフ協力店、民間企業

立

、ヘルスボランティア

て

等との事業展開で、自

8

ずと野菜

を摂取できる

【

環境整備に取組みます

く

。

　民間企業とがん対

ら

策に関する連携協定を

し

締結し、区民の方へ区

】

のがん検診の案内や申

い

し込みへの協力、がん

つ

講座の

協働・協創開催

ま

等により、区民のがん

で

に関する正しい知識の

も

啓発や、がん検診受診

健

率向上に取り組んでい

康

ます。

の取組み　また

で

、10月の乳がん月間

住

では、がん経験者（が

み

んサバイバー）や民間

続

企業と連携し、乳がん

け

検診の啓発を行ってい

ら

ます（令和2～3年度

れ

は、新型コロナウイル

る

ス感染拡大により講演

安

会等のイベントは中止

心

したが、ポスター･チ

な

ラシに

よる啓発等を実

く

施）。

３すべての人に

ら

健康と福祉を

「野菜を

し

食べやすい環境づくり

施

」を進めることで、区

策

民が意識しなくても自

群

然と野菜を摂取するこ

名

とができ、健康寿
ＳＤ

8

Ｇｓが
命の延伸・健康

健

格差の縮小につながり

康

ます。
目指す目標

　が

寿

ん罹患率が増加する年

命

代より若い年齢層に対

の

する受診勧奨を強化し

延

、受診率向上を図るこ

伸

とで、がんの早期
（タ

を

ーゲッ
発見・早期治療

実

につながり、区民の健

現

康維持・健康寿命の延

す

伸に寄与します。
ト）

る

との関
連及び評価

備　

施

　　考

策名8.1住んでいると自ずと健康になれる仕組みの構築

　健康寿命の延伸に向け、糖尿病対策に重点を置き、区民が野菜を食べやすい環境づくりを進め、野菜摂取量の増加

を図ります。また、区民のがん検診の受診状況を把握し、効果的な受診勧奨を進めます。

施策の方向
( 目 標 )

　平成27年の健康寿命は、平成22年に比べ男女ともに１歳以上延伸し、東京都平均との差は男性1.53歳、女性1.14歳

まで縮小しました。

　ベジタべライフ協力店は、624店舗（平成27年）から815店舗（令和元年）に増加しました。

　「がん検診の制度が分かりにくい」と答えた人の割合は、平成26年度28.2%（衛生部調査）から令和元年度
現　　　状

12.3%(世論調査）に改善されています。

　区のがん検診受診率は減少傾向にありますが、会社や個人で検診を受けている場合など、区民全体の受診状況が把

握できていませんでした。

　野菜から食べている区民割合は増加しましたが、推定平均野菜摂取量は横ばいであるため、学校保健、地域保健で

の啓発に加え、事業所などの職場領域における産業保健への啓発を進めていく必要があります。

　世論調査によって、今まで見えなかったがん検診の受診状況を把握し、受診率の低い世代に重点的に受診勧奨を進

めていく必要があります。

　区のがん検診だけでなく、区民全体の受診向上を

足

図るための啓発が必要

立

です。
課　　　題

　ベ

区

ジタベライフ協力店を増やす等の環境整備に

令

加え、働き世代を対象

和

にした元気な職場づく

４

り応援事業(健康

経営

年

）を通じて、野菜摂取

度

量の増加をはじめとし

施

た生活習慣の改善につ

策

なげていきます。

　世

評

論調査の質問を見直し

価

て区民全体のがん検診

調

の受診状況を把握し、

書

受診率が低い年代や性

(

別などにターゲットを

令

絞った啓発や受診勧奨

和

を実施します。

　早期

３

発見・早期治療による

年

治療費の負担軽減など

度

、がん検診を受診する

事

ことのメリットを広く

業

周知し、受診意欲の
方

実

　　　針
向上に努めて

施

いきます。

担当課名こ

)

ころからだ課（取りま

1

とめ）

電話番号03-3880-5433 E
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診を受診した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 50 50 50

(5)
実　績　値 - - 38.3 38.1 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 77% 77% 76% 76% -

指標名【活動1-5】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合【施策3-3の再掲】

定義等世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツを行う区民の割合【施策3-3の再掲】
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 45

(6)
実　績　値 - - - - R6 49

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 726,140

人件費 372,376

総事業費 1,098,516

前年比(金額) 66,270

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】区民の健康寿命（男性）

定義等厚生労働省健康寿命算定プログラム、平均自立期間の年齢
指
単　位 歳 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 77.49 - - -

(1)
実　績　値 - 77.49 - - R6 78.9

達　成　率 0% 0% 100% 98% 0% 0% 0% 0% -

指標名【活動1-1】あだちベジタベライフ協力店登録数

定義等あだちベジタベライフ協力店登録数
指
単　位店舗 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 700 800 900 900 900

(2)
実　績　値 728 815 910 875 R6 900

達　成　率 104% 81% 102% 91% 101% 101% 97% 97% -

指標名【活動1-2】元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

定義等元気な職場づくり応援事業支援事業所数（令和元年度からの累計）
指
単　位事業所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 1 5 10 15

(3)
実　績　値 - - 5 5 R6 25

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 20% 50% 20% -

指標名【活動1-3】区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量

定義等区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量
指
単　位 ｇ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 260 270 280 290 300

(4)
実　績　値 233 221 229 219 R6 320

達　成　率 90% 73% 82% 69% 82% 72% 76% 68% -

指標名【活動1-4】この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

定義等世論調査で何らかのがん検
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る

スーパーや弁当販売店

こ

等の店舗にも新規開拓

と

を行い、ベジタベライ

に

フ協力店の増加を

図る

よ

。また、ステッカーや

り

のぼり旗等のメンテナ

、

ンスを実施し、さらに

H

は新メニュー開発や栄

2

養成分表示等を行うこ

2

とで、区民が

野菜を摂

年

取しやすい環境を整え

に

、区民の健康づくりを

比

支援する。

指標(3)

べ

【活動1-2】《新規

男

》コロナの感染状況や

女

既存5事業所への支援

と

状況、これまでの2年

も

間の健診結果等の経年

に

変化の分析によ

る評価

１

等を考慮しながら、7

歳

月以降にあだち広報や

以

ワークライフバランス

上

推進認定企業等に声掛

延

けを行い、新規5事業

伸

所の募集を行

う。

　ま

し

た、来年度以降、コロ

た

ナの感染状況には留意

が

しつつも、目標達成の

、

ために10事業所（5

目

保健センター等×2事

標

業所）の新規募集

の可

値

能性を検討していく。

に

指標(4)【活動1-

は

3】特に野菜摂取量が

達

少ない男性に重点を置

し

き、健康経営に取組む

な

企業や40歳前の健康

か

づくり健診、食育月間

っ

等の

イベントでは図書

た

館や大学と連携しベジ

。

チェック（推定野菜摂

※

取量を測定できる機器

指

）を活用した啓発を行

標

ない、野菜摂取量アッ

(

プにつなげる。さらに

1

、食育月間にはおいし

)

い給食事業と連携し、

に

子どもとその保護者を

つ

中心とした若い世代へ

い

のアプローチを進

める

て

。

指標(5)【活動1

の

-4】世論調査の結果

女

を分析すると、区民の

性

何らかのがん検診を受

数

診したと答えた年代が

値

高い傾向にあるが、が

は

んの

早期発見・早期治

下

療には、がん罹患率が

記

増加する年代より若い

の

年齢から受診する事が

4

通

重要である。若年層を

り

中心とした重点ターゲ

で

ットを定め、受診勧奨

あ

を強化し、受診率の向

る

上を図っていく。

　若

。

年層へのアプローチと

平

して、リーフレット型

成

女性がん検診受診券の

3

送付や、ＳＮＳ等を活

1

用したオンライン申請

年

での申し込み

方法の周知と受診勧奨を強化し

実

ていく。

指標(6)【

績

活動1-5】スポーツ

値

振興課より施策3-3【新規】身近な場所で

8

運動・スポーツに取り

2

組んでもらう割合が上

.

がることで、

家族や地

3

域の方への波及効果が

担

1

期待される。無理なく

歳

生活の中で運動・スポ

（

ーツを取り組むために

R

は、スポーツを入口と

6

しない「

ちょいスポ」

目

の考え方を取り入れた

標

事業に力を入れ、運動

値

・スポーツを実施する

8

区民の裾野を広げてい

3

く。

当

.3歳に対して達成率

部

99%）　

指標(2)

に

【活動1-1】《新規

お

》12店舗の新規登録

け

があったが、47店舗

る

が減り、全体で減少と

評

なった。コロナ禍で職

価

員による新規開拓

も充

（

分に行えない中、閉店

部

等で脱退となる店舗が

長

増えてしまった。　　

評

指標(3)【活動1

価

-2】《新規》支援を

－

担う保健師等が感染症

１

対策業務に従事せざる

次

を得ず、支援の中断が

評

断続的にあったことか

価

ら、

既存5事業所への

）

支援維持に注力し、新

そ

規5事業所の募集を中

の

止したため、目標値を

１

下回った。

指標(4)

1

【活動1-3】コロナ

)

禍で区民まつり等のイ

施

ベントや栄養教室が中

策

止となり、対面での啓

の

発ができなかった。

そ

達

の代わりに食育月間や

成

糖尿病月間を中心にホ

状

ームページやSNSを

況

通じて、野菜レシピ等

と

の情報発信を行ったが

そ

、目標値を下回っ

た。

の

野菜摂取量の年次推移

原

を国と比較すると、国

因

は微減に対し区は横ば

の

いであるため、国との

分

差は縮小傾向にあり、

析

特に女性は国

とほぼ差

指

がない状況となってい

標

る。

指標(5)【活動

(

1-4】令和2年度か

1

ら世論調査の設問を新

)

設し、がん検診の受診

【

状況を指標とした。令

成

和3年度「何らかのが

果

ん検診を

受けた」と回

1

答した割合は38.1

】

％で、令和2年度とほ

《

ぼ変わらない結果であ

新

った。令和2年度に引

規

き続き新型コロナウイ

》

ルス感染拡

大による受

平

診控えなどが考えられ

成

、目標は達成出来なか

2

った。性別の受診割合

5

では男性は60歳代・

年

70歳代が約4割と高

に

く、女性は3

0歳代か

開

ら50歳代が5割を超

始

えて高かった。

指標(

さ

6)【活動1-5】ス

れ

ポーツ振興課より施策

た

3-3【新規】令和4

「

年度の世論調査から調

糖

査項目となるため、今

尿

年度の実績数値は算出

病

されていない。

2)達

ア

成状況と原因分析を踏

ク

まえた今後の方向性

指

シ

標(1)【成果1】《

ョ

新規》糖尿病対策に重

ン

点を置き、活動指標１

プ

から３に掲げた内容を

ラ

達成させ、糖尿病を重

ン

症化させない取組や

健

」

診の受診勧奨を強化し

を

、区民の健康寿命の延

推

伸を実現する。

指標(

進

2)【活動1-1】《

す

新規》飲食店に加え、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

栄養指導推進事業 足立保健所中央本町
保総課3844 245 23,917 24,162現状維持 Ａ

食育推進事業 こころからだ課3845 3,198 32,349 35,547現状維持 Ａ

歯科保健活動事業 データヘルス課3847 3,879 49,890 53,769 拡充 Ａ

歯周病予防事業 データヘルス課3848 35,891 19,778 55,669現状維持 Ａ

健康あだち２１推進事業 こころからだ課3849 4,286 62,931 67,217現状維持 Ａ

がん検診事業 データヘルス課3853 434,844 43,432 478,276改善・変更 Ａ

上乗せ項目健康診査事業 データヘルス課3856 154,963 2,626 157,589現状維持 Ａ

健康増進健康診査事業 データヘルス課5190 15,283 2,950 18,233現状維持 Ｂ

こころといのちの相談支援事業 こころからだ課15447 10,125 20,744 30,869現状維持 Ａ

若年者の健康づくり事業 データヘルス課19809 32,741 40,253 72,994現状維持 Ａ

糖尿病予防健診事業 データヘルス課21354 23,192 3,501 26,693改善・変更 Ａ

糖尿病対策事業 こころからだ課21364 7,278 61,253 68,531現状維持 Ａ

データヘルス推進事業 データヘルス課21712 215 8,752 8,967現状維持 Ａ

合計１３事業 726,140 372,376 1,098,516

3)施施策の手段として位置付け
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施

当課名衛生管理課（取

策

りまとめ）

電話番号0

の

3-3880-589

概

1 E-mail e-k

要

anri@city.

柱

adachi.tok

立

yo.jp

　足立区医

て

師会、東京都足立区歯

8

科医師会、足立区薬剤

【

師会、東京都柔道整復

く

師会足立支部等と協働

ら

することにより

医療提

し

供体制の安定的な確保

】

に取り組んでいる。

協

い

働・協創
の取組み

　令

つ

和４年１月に開院した

ま

大学病院や、今後、医

で

療・介護・健康の拠点

も

として整備する（仮称

健

）江北健康づくりセン

康

ターにより、区民が安

で

心する地域医療の充実

住

、健康的な生活の確保

み

に寄与するものと考え

続

る。
ＳＤＧｓが

【SD

け

G'sﾀーｹ゙ｯﾄ】

ら

3.1、3.2、3.

れ

6、3.8
目指す目標

る

（ターゲッ
ト）との関

安

連及び評価

備　　　考

心なくらし

施策群名8 健康寿命の延伸を実現する

施策名8.2地域における保健・医療体制の充実

　休日・夜間における医療体制の確保や、東京女子医科大学附属足立医療センターの連携を通じて、安心して暮らせ

る医療体制の充実を図る。

　さらなる区民サービス向上のために、地域保健活動の拠点となる保健所・保健センターの適正な管理運営を推進す

施策の方向る。

( 目 標 ) 　新しい生活様式に対応するため、ＩＣＴを活用した健康保持・増進事業を推進する。

　区民の医療不安をなくすため、年間100％の休日応急診療事業等の開設を実施しているほか、一般の歯科診療所に

おいて治療が困難な年間370名程度の障がい児が継続的に診療できる場を提供している。

　東京女子医科大学附属足立医療センターの開設に向け、関係者等を交えた調整を行い、安心できる医療体制の充実

を図っている。
現　　　状

　保健所の適正な管理運営と保健衛生事業の円滑な推進を確保するため、東部を除く保健センター等の窓口業務を委

託している。

　いつでも安心して受診できる医療体制を維持するためには、医療従事者の安定確保が課題となっている。また、高

度かつ専門的な医療の機能を有する東京女子医科大学附属足立医療センターと体制整備を進め、医療機関同士の連携

の強化を図る必要がある。

　保健センター等窓口の委託により、業務の可視化・標準化を促進しているが、区民が求める待合時

足

間の短縮など引

き続き

立

業務水準のレベルアッ

区

プが必要である。
課　　　題

　新しい生活様

令

式に見合ったサービス

和

の提供として、保健セ

４

ンター等業務のＩＣＴ

年

化を検討し、区民の課

度

題解決と負

担軽減を図

施

るための業務革新を推

策

進する必要がある。

評

引き続き区民が安心し

価

て利用できる医療体制

調

づくりのため、医療従

書

事者の安定した確保に

(

向け、各師会等関係機

令

関

との連携を強化し、

和

安定した開設を目指す

３

ほか、移転予定の東京

年

女子医科大学附属足立

度

医療センターとの連携

事

を推進

する。

　区民の

業

利便性を一層高めるた

実

め、受託事業者と調整

施

し、保健センター業務

)

のさらなる効率化、業

1

務水準の向上を推

進していく。
方　　　針

担
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　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 5,753,231

人件費 369,279

総事業費 6,122,510

前年比(金額) 4,107,328

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名「安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

定義等世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 68 68 68 68 68

(1)
実　績　値 66.7 65.4 66.8 66 R6 70

達　成　率 98% 95% 96% 93% 98% 95% 97% 94% 70

指標名休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた日数の割合

定義等全ての診療予定日で診療しているかにより、地域の医療基盤の充実を測る
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 100 100 100 100 100

(2)
実　績　値 100 100 90 100 R6 100

達　成　率 100% 100% 100% 100% 90% 90% 100% 100% 100

指標名窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合

定義等窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 91

(3)
実　績　値 90.1 86.7 88.9 89.8 R6 93

達　成　率 0% 97% 0% 93% 0% 96% 0% 97% -

指標名委託従事者の業務習熟度

定義等委託従事者の業務習熟度
指
単　位 点 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 3.1

(4)
実　績　値 2.9 3.05 2.75 3 R6 3

達　成　率 0% 97% 0% 102% 0% 92% 0% 100% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目
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サ

熟度について平均3点

ー

以上が維持できるよう

ビ

、委託業者と情報共有

ス

を適宜行い、より満足

の

度の高い窓

口対応にな

充

るように連携していく

実

。

を図っている。令和

２年度に比べて0.8ポイント下がったが、同水準を維持している。実績値については、過去の傾

4

向から年度によって多少上下する

ため、今後

担

も注視していく。

【指

当

標2】新型コロナウイ

部

ルス感染予防策を講じ

に

ながら目標日数を開設

お

することができた。ま

け

た、患者の急増した際

る

も、医師会・

薬剤師会

評

と協議のうえ、スタッ

価

フを増員することで混

（

乱なく診療を実施した

部

。

【指標3】要件終了

長

までの時間が早いと感

評

じている割合は89.

価

8％で、令和2年度か

－

ら0.9ポイント上が

１

った。お客様の要望に

次

応じた

案内や詳細な説

評

明を丁寧に行いながら

価

も、迅速な対応心掛け

）

るようスタッフ同士の

そ

声かけや互いのフォロ

の

ーを意識するようにし

１

た

ことが要因と考えら

1

れる。

【指標4】委託

)

従事者の業務習熟度は

施

平均3点で、令和2年

策

度から0.25点上が

の

った。各センター従事

達

者は原則３年間で入れ

成

替わるた

め、退職者の

状

補充が充分でなく、一

況

時的に落ち込んでしま

と

うことが見受けられる

そ

こともあるが、採用計

の

画を十分精査し、業務

原

に支

障をきたすことの

因

ない体制を維持できる

の

よう、業務統括責任者

分

が適正に管理・実施し

析

たことが要因であると

【

考えられる。

2)

指

達成状況と原因分析を

標

踏まえた今後の方向性

1

　区民の医療不安解消

】

を図るため、引き続き

休

各師会と密に連携・情

日

報共有を行いながら、

応

休日応急診療や平日夜

急

間小児初期救急診

療を

診

着実に開設し、「安心

療

して受診できる医療機

事

関が身近にある」と感

業

じている区民割合の向

や

上を図って行く。

　地

平

域医療を充実させ、区

日

民が安心できる医療基

夜

盤の整備を推進するた

間

めに、関係機関との密

小

な連携、調整により交

児

付審査会を開

催し、厳

初

正な審査を経たうえで

期

、東京女子医科大学附

救

属足立医療センターへ

急

高度かつ専門的な医療

診

の機能を有する先進高

療

額医療機

器の導入経費

事

を補助する。また、関

業

係医療機関、地元住民

等

代表等が参加する運営

の

等協議会等において情

実

報共有、意見交換を適

施

宜行

い、地域医療との

、

連携を図っていく。

各

令和6年度開設予定の

医

（仮称）江北健康づく

療

りセンターについて、

機

工事着工に向けた庁内

関

連携と、施設愛称名決

等

めなど竣工に向け

た諸

の

手続きを遅滞なく確実

案

に行っていく。

　また

内

、委託従事者の業務習
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

保健衛生一般管理事務 衛生管理課3815 14,498 43,192 57,690現状維持 Ｂ

衛生統計事務 衛生管理課3817 798 10,275 11,073現状維持 Ｂ

衛生関係施設改修事務 衛生管理課3821 115,006 8,314 123,320現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【経常】 衛生管理課3822 421,872 187,788 609,660現状維持 Ｂ

足立保健所施設維持補修事務 衛生管理課3823 13,093 14,498 27,591現状維持 Ｂ

大気汚染健康障害医療費助成事務 衛生管理課3824 868 17,504 18,372現状維持 Ａ

公害認定・補償給付等事務 衛生管理課3825 30,010 26,256 56,266現状維持 Ａ

公害補償給付費支払事務 衛生管理課3826 898,799 8,752 907,551現状維持 Ａ

公害保健福祉・予防事業 衛生管理課3827 2,504 12,450 14,954現状維持 Ａ

難病対策事業 保健予防課3843 708 26,247 26,955現状維持 Ａ

休日応急診療事業 衛生管理課3857 96,940 5,251 102,191現状維持 Ａ

障がい児歯科診療事業 衛生管理課3858 35,281 2,626 37,907現状維持 Ａ

平日夜間小児初期救急診療事業 衛生管理課3859 35,701 1,750 37,451現状維持 Ａ

大学病院施設等整備基金積立金 衛生管理課21493 4,103 875 4,978現状維持 Ａ

大学病院整備事業 衛生管理課21999 4,083,050 3,501 4,086,55

3

1現状維持 Ａ

合計１５

)

事業 5,753,23

施

1 369,279 6,

施

122,510

策の手段として位置付け
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施

「2030年までに、

策

非感染性疾患による若

の

年死亡率を、予防や治

概

療を通じて3分の1減

要

少させ、精神
ＳＤＧｓ

柱

が
保健及び福祉を促進

立

する。」　3.8「す

て

べての人々に対する財

8

政リスクからの保護、

【

質の高い基礎的な保健

く

サービス
目指す目標

へ

ら

のアクセス及び安全で

し

効果的かつ質が高く安

】

価な必須医薬品とワク

い

チンへのアクセスを含

つ

む、ユニバーサル・ヘ

ま

ル
（ターゲッ

ス・カバ

で

レッジ（UHC）を達

も

成する。」
ト）との関

健

【関連する理由】国民

康

皆保険制度の根幹をな

で

す国民健康保険制度、

住

後期高齢者医療制度を

み

持続的・安定的に運営

続

する
連及び評価

ことは

け

、全ての人がいつでも

ら

安全で質の高い医療を

れ

利用できることに繋が

る

るため。【評価】保険

安

料の収納率向上やジ

ェ

心

ネリック医薬品の普及

な

率向上を通じ、制度を

く

持続的・安定的に運営

ら

することができた。

備

し

　　　考

施策群名8 健康寿命の延伸を実現する

施策名8.3持続可能な医療保険制度の運営

■  国民健康保険・後期高齢者医療制度の保険給付の適正化や保険料収納率の向上により、持続可能な運営を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■  少子・超高齢社会の進展により、国民健康保険の被保険者と保険給付は減少傾向にある。
■  後期高齢者医療制度の被保険者と保険給付は、75歳到達に伴う後期高齢者医療制度への移行により増加傾向にあ
　る。

■  医療技術の高度化等により区民一人あたりの保険給付は国民健康保険・後期高齢者医療制度ともに増加傾向にあ
現　　　状

　る。

■  様々な滞納整理の取組みにより、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の収納率が向上し、いずれも23区順位
  が上昇した。

■  保険給付の負担が重くなり過ぎないために、適正な医療給付が必要である。
■  保険給付の抑制のため、適正受診に向けての区民への丁寧な説明が必要である。
■  国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫や取組
　みが必要である。

課　　　題

■  健診部門である部署と連携し、生活習慣病の予防のため、特定健診や後期高齢者医療健診のさらなる受診率向上
　による生活習慣改善と保険給付の抑制を図る。

■  ジェネリック医薬品のさらなる利用促進、重複服薬、薬のもらい過ぎなどいわゆるポリファーマシーの防止等

足

、

　保険給付の適正化

立

に向けての対策とわか

区

りやすいＰＲを行っていく。

■  国民健康保

令

険料、後期高齢者医療

和

保険料の適正賦課及び

４

厳正な滞納整理や納期

年

内納付の推進により収

度

納率の向上
方　　　針

施

　を図る。

担当課名国

策

民健康保険課（取りま

評

とめ）

電話番号03-

価

3880-5851 E

調

-mail kokuh

書

o@city.ada

(

chi.tokyo.

令

jp

　所得情報は課税

和

課、特定健診・特定保

３

健指導の計画策定及び

年

実施はデータヘルス推

度

進課、国保加入喪失手

事

続き及び

保険料の収納

業

は各区民事務所等、そ

実

れぞれ連携して取り組

施

んでいる。

協働・協創

)

の取組み

【目標】すべ

1

ての人に健康と福祉を

【ターゲット】3.4
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の足立区後期高齢者医療の一人あたりの療養諸費
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 101.2 101 100.8 100.6 100.4

(4)
実　績　値 103.6 103.8 104.7 105.4 R6 100

達　成　率 98% 97% 97% 96% 96% 96% 95% 95% -

指標名【活動2-1】後期高齢者医療健診の受診率

定義等後期高齢者医療健診対象者のうち、後期高齢者医療健診を受診した者の割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 59 60 61 55 55

(5)
実　績　値 52.8 52.6 49.8 50.6 R6 70

達　成　率 89% 75% 88% 75% 82% 71% 92% 72% -

指標名【活動2-2】ジェネリック医薬品の使用率（後期高齢者医療制度）

定義等後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(6)
実　績　値 72.6 76.8 78 78.1 R6 82

達　成　率 0% 89% 0% 94% 0% 95% 0% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 100,004,449

人件費 286,633

総事業費 100,291,082

前年比(金額) 1,920,451

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】 国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等都内区市町村国民健康保険の一人あたり療養諸費を100としたときの足立区国民健康保険の一人あたりの療養諸費
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 104 103.9 103.9 103.4 103

(1)
実　績　値 104 103.1 102.7 103.9 R6 102.1

達　成　率 100% 98% 101% 99% 101% 99% 100% 98% -

指標名【活動1-1】特定健診の受診率

定義等 ※特定健診対象者のうち、特定健診を受診した者の割合　令和3年度は暫定値（法定報告値未発表のため）
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 47 50 53 55 57

(2)
実　績　値 43.1 42.6 39.1 37.4 R6 60

達　成　率 92% 72% 85% 71% 74% 65% 68% 62% -

指標名【活動1-2】ジェネリック医薬品の使用率（国民健康保険）

定義等後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - -

(3)
実　績　値 74.2 77.2 78.3 78.6 R6 82

達　成　率 0% 90% 0% 94% 0% 95% 0% 96% -

指標名【成果2】 後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等都内後期高齢者医療制度の一人あたり療養諸費を100としたとき
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高

発医薬品との価格差が

い

小さいジェネリック医

。

薬

品の新規流通・発売

前

があったことから、目

回

標を達成することは出

も

来なかったが、78.

1

1％（前年度比0.1

8

ポイント増）となった

位

。

2)達成状況と原因

だ

分析を踏まえた今後の

っ

方向性

　被保険者の高

た

齢化、医療の高度化等

。

により、国民健康保険

）

、後期高齢者医療制度

、

の一人あたり医療費は

東

年々増加の一途を辿っ

京

て

おり、それに伴う保

都

険料の上昇による被保

は

険者への負担および保

3

険給付費の増による保

3

険者への負担は年々大

1

きくなっている。こ

の

,

ような状況の中で、国

2

民皆保険制度を持続的

0

、安定的に運営してい

0

くために、さらなる負

円

担の公平化や医療費の

だ

適正化に取り組

んでい

っ

く。

　また、制度に対

た

する区民の理解と協力

。

が必要不可欠であり、

被

引き続き「国保のてび

保

き」や「国保だより」

険

、「あだち長寿医療だ

者

より」や「東京いきい

の

き通信」による周知等

高

、区民への丁寧な説明

齢

を行っていく。

化などにより、区の一人あたり実績額では前年度

4

比で3.98％（13,164円）の増とな

担

った。23区の状況を

当

見

ると、65歳以上の

部

被保険者の割合が高い

に

区ほど、一人あたりの

お

療養諸費が高い傾向に

け

あり、足立区はその割

る

合が5割を超えている

評

。なお、東京都の一人

価

あたり実績額は、前年

（

度比で2.72％（8

部

,778円）の増とな

長

った。

【指標２】特定

評

健診受診率は、新型コ

価

ロナウイルス感染症拡

－

大の影響が継続し、目

１

標達成には至らなかっ

次

た。最も受診者数が増

評

加

する１月に新型コロ

価

ナウイルス感染症が拡

）

大するなど、感染症が

そ

拡大した際に受診控え

の

が発生していることが

１

要因と考える（1月

受

1

診者：令和元年度から

)

1,371人減）。

【

施

指標３】ジェネリック

策

医薬品の使用率につい

の

ては、これまで着実に

達

伸びてきていたが、数

成

量ベースの使用率で7

状

8.6%で前年度比0

況

.3ポイント増となっ

と

た。コロナ禍による原

そ

材料の供給不足及び一

の

部の後発医薬品製造販

原

売企業の製造管理等に

因

不備があったことを

発

の

端として、医療機関及

分

び薬局において必要な

析

量の医薬品を入手する

【

ことが困難な状況もあ

指

り、伸び率が鈍化した

標

と考えられる。

【指標

１

４】一人あたりの療養

】

諸費は、足立区は89

一

4,986円（23区

人

中11位／13番目に

あ

高い。前回は8位だっ

た

た。）、東京都848

り

,746円

だった。医

の

療の高度化などにより

療

、区の一人あたり実績

養

額では前年度比で5.

諸

07％（43,186

費

円）の増、東京都は4

は

.31％（35,06

、

1円）

の増となった。

足

【指標５】後期高齢者

立

医療健診受診率は、新

区

型コロナウイルス感染

は

症拡大の影響を大きく

3

受けた前年度から回復

4

傾向にあるが、目

標達

4

成には至らなかった。

,

最も受診者数が増加す

1

る１月に新型コロナウ

6

イルス感染症が拡大す

2

るなど、感染症が拡大

円

した際に受診

控えが発

（

生していることが要因

2

と考える（1月受診者

3

：令和元年度から44

区

8人減）。

【指標６】

中

令和３年度当初からジ

1

ェネリック医薬品業者

8

の不祥事が続き、ジェ

位

ネリック医薬品の供給

/

停止や出荷調整が頻発

6

し、代

替のジェネリッ

番

ク医薬品を入手するこ

目

とが困難な状況であっ

に

た。しかしながら、先
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

国民健康保険保険基盤安定制度 国民健康保険課3593 3,531,792 3,501 3,535,293現状維持 Ａ

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険課3594 3,037,585 875 3,038,460 縮小 Ａ

後期高齢者医療特別会計繰出金 高齢医療年金課3597 8,807,592 875 8,808,467現状維持 Ａ

広域連合負担金支出事務 高齢医療年金課10458 14,350,705 12,25314,362,958現状維持 Ａ

国民健康保険資格・賦課事務 国民健康保険課10460 353,716 35,446 389,162改善・変更 Ａ

国民健康保険保健事業 国民健康保険課10500 559,285 32,995 592,280現状維持 Ａ

国民健康保険給付事務 国民健康保険課10519 60,902,306 52,95060,955,256改善・変更 Ａ

国民健康保険庶務事務 国民健康保険課10520 7,347,515 51,462 7,398,977現状維持 Ａ

後期高齢者医療給付事務 高齢医療年金課21156 837,033 53,214 890,247現状維持 Ｂ

後期高齢者医療管理運営事務 高齢医療年金課21157 276,920 43,062 319,982現状維持 Ａ

合計１０事業 100,004,449 286,633100,291,082

3)施施策の手段として位置付け
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施

度の見直しの検討を行

策

うとともに、情報発信

の

や啓発活動等の強化に

概

より助成制度の利用促

要

進を図　

　り、令和７

柱

年度までに住宅の耐震

立

化率95％を目指す。

て

担当課名建・建築防災

9

課（取りまとめ）

電話

【

番号03-3880-

ま

5463 E-mail

ち

kenchiku-b

】

ousai@city

地

.adachi.to

域

kyo.jp

　密集市

の

街地整備事業では、庁

個

内関係部署をはじめ、

性

地域の理解が得られる

を

ようまちづくり協議会

活

と連携して円滑な

事業

か

の推進に努めている。

し

不燃化促進事業では、

た

都第六建設事務所など

都

街路事業施行者と連携

市

して、道路整備の進捗

基

に合わせた事業実施に

盤

努めている。

協働・協

が

創　耐震化促進事業で

整

は、東京都や区内建築

備

関係団体と協働し、普

さ

及啓発に取組んでいる

れ

。また、空家対策や耐

た

震補強

の取組みなどの

ま

防災対策をセットで行

ち

うため、関連部署が連

施

携を図り取り組みを進

策

めていく。

【目標】1

群

1 住み続けられるま

名

ちづくりを　【ターゲ

9

ット】11.5　20

災

30年までに、貧困層

害

及び脆弱な立場にある

に

人々

の保護に焦点をあ

強

てながら、水関連災害

い

などの災害による死者

ま

や被災者数を大幅に削

ち

減し、世界の国内総生

を

産比で直
ＳＤＧｓが

接

つ

的経済損失を大幅に減

く

らす。
目指す目標

【関

る

連する理由】震災や火

施

災などに強いまちづく

策

りの事業進捗や効果を

名

客観的な視点で行政評

9

価することで、災害に

.

（ターゲッ
よる死者や

1

被災者数を低減させる

震

。
ト）との関

【評価】

災

事業進捗や効果を指標

や

化し、可視化すること

火

で行政評価が行いやす

災

くなった。令和3年度

な

まで別の課で推進
連及

ど

び評価
していた事務を

に

、令和4年度より同じ

強

課に一元化することで

い

、区民や業者等が利用

ま

しやすい行政サービス

ち

を目指す。

備　　　

づ

考

くりの推進

■ 道路拡幅による避難路の確保や公園の整備・老朽建築物の建替えなどを着実に進めることで、密集市街地の不燃

　領域率の向上に努める。

■ 耐震化促進事業の推進により、建築物の耐震化や老朽危険家屋等の解消を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■ 地震時に危険度の高い地域を指定した不燃化特区制度を活用し、老朽建築物の解体が平成29年度68件から令和元

　年度331件と大幅に増加している。

■ まちの防災性を向上させるため、密集市街地で地権者の協力を得ながら計画的に道路拡幅や公園（プチテラス）

　整備を行う事業を進めている。
現　　　状

■ 平成18年度から旧耐震基準建築物の耐震化の助成制度を開始し、近年では年間約300件の改修工事や除却工事への

　助成を行っている。

■ 準耐火以上の建築物への建替えが進まず、不燃領域率の上昇は年１％程度にとどまっているため、燃えにくい建

　物への建替えを促進する必要がある。

■ 密集市街地で広い道路や公園等の空地が少ないことも不燃領域率の上昇を阻む原因となっており、幅６ｍ以上の

　道路を増やす、老朽化した空家がある土地を公園に整備する等、延焼を防ぐための空地の確保がより一層求められ

　ている。
課　　　題

■ 多額の費用負担と複雑な権利関係を抱える困難事例の残存が耐震化を阻害する

足

要因として考えられ、

立

これらを解

　決してい

区

く必要がある。

■ 引き続き不燃化特区制度

令

の周知を図り、老朽建

和

築物の除却や燃えにく

４

い建物への建替えを促

年

進し、令和６年度ま

度

でに不燃領域率67％

施

を達成、さらに市街地

策

の焼失がほぼゼロにな

評

る不燃領域率70％を

価

目指していく。

■ 不

調

燃領域率の低い地区に

書

おける密集市街地整備

(

事業の延伸や新規導入

令

を推進し、道路・公園

和

等の整備計画を継続

３

して進めることで市街

年

地の安全を確保する。

度

■ 困難事例は、区内

事

事業者との協働で実施

業

する出張相談会、区民

実

まつりなど各イベント

施

での個別相談会を通じ

)

て、
方　　　針

　区民

1

法律相談につないでいく。

■ 耐震化助成制
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)
実　績　値 85.5 86.3 91.4 92.6 R6 94

達　成　率 92% 91% 92% 92% 96% 97% 100% 99% -

指標名【活動2-1】個別相談会開催回数　

定義等個別相談会の開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 44 44 20 20 20

(5)
実　績　値 44 44 20 26 R6 44

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 45% 130% 59% -

指標名【活動2-2】耐震改修工事助成申請件数

定義等耐震改修工事（改修工事及び解体工事含む）助成申請件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 370 310 310 300 305

(6)
実　績　値 295 305 257 236 R6 310

達　成　率 80% 95% 98% 98% 83% 83% 79% 76% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,877,738

人件費 834,221

総事業費 2,711,959

前年比(金額) △ 865 , 285

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

定義等不燃化特区内の建物の不燃化や道路、公園などの空地の状況から算出した「まちの燃えにくさ」を表す指標
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 65.2 67.6 70 64 65

(1)
実　績　値 60.2 61.2 62.2 63.2 R6 67

達　成　率 92% 90% 91% 91% 89% 93% 99% 94% -

指標名【活動1-1】不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

定義等密集市街地整備事業や不燃化特区制度により不燃化特区内で除却した老朽建築物の棟数
指
単　位 棟 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 164 217 344 369 324

(2)
実　績　値 195 340 366 256 R6 340

達　成　率 119% 57% 157% 100% 106% 108% 69% 75% -

指標名【活動1-2】密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千住西の3地区内）（累計）

定義等西新井駅西口周辺地区、千住仲町地区、千住西地区で行っている密集市街地整備事業で整備した公園の数
指
単　位か所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - 10 10 10 10

(3)
実　績　値 - 10 10 10 R6 14

達　成　率 0% 0% 100% 71% 100% 71% 100% 71% -

指標名【成果2】住宅の耐震化率

定義等区内の住宅総戸数のうち、耐震性がある住宅戸数の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 93 94 95 93 94

(4
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画

期）令和7年度の目標

の

達成に向けて助成制度

改

を推進する。

【耐震化

定

促進事業】（短期）説

に

明会・相談会や各種イ

よ

ベントでのＰＲを継続

り

していくとともに、令

、

和4年度からは地域危

令

険度の高

い地域におい

和

て、木造住宅等の所有

7

者へ戸別訪問を行い、

年

住宅の耐震化率向上に

度

繋げていく。また、特

ま

定地域及び緊急輸送道

で

路沿

道の耐震診断・耐

に

震改修等を重点的かつ

6

積極的に働きかけてい

8

く。

％

を目指すこととなり、現実的な目標値となった。例年は約1.1ポイント上昇しており、コ

4

ロナ禍の中であったが、今年度も同様に

約1

担

ポイント上昇した。

【

当

指標(2)】目標を大

部

幅に下回った。特に不

に

燃化特区制度による除

お

却が、昨年度の360

け

棟から253棟と大幅

る

な減となってしまった

評

。

原因は、コロナ禍に

価

おける多方面の影響が

（

考えられるが、正確な

部

分析は難しい。

【指標

長

(3)】令和5年度に

評

2ヶ所、令和6年度に

価

2ヶ所開園予定である

－

。現在、基本計画、実

１

施設計の策定を順次進

次

めている。

【指標(4

評

)】足立区耐震改修促

価

進計画の改定に伴い、

）

住宅の耐震化率95％

そ

の目標達成年度を令和

の

7年度に改めた。今年

１

度は約1ポイ

ントの上

1

昇となった。

【指標(

)

5)】新型コロナウイ

施

ルス感染症拡大防止の

策

ため、年度当初から個

の

別相談会の回数を20

達

回に縮小したが、イベ

成

ント等での相

談会の中

状

止もあったことから方

況

針を改め、最終的に2

と

6回の開催回数を確保

そ

し、29組48人が参

の

加した。令和4年度は

原

、戸別訪問によ

る啓発

因

活動を開始し、説明会

の

・相談会の開催回数を

分

20回とする。

【指標

析

(6)】説明会・相談

【

会では助成金拡充のＰ

指

Ｒにも努めたが、目標

標

値に届かなかった。コ

(

ロナ禍において人との

1

接触や工事発

注が控え

)

られるとともに、所有

】

者の高齢化の進展に伴

ほ

い、耐震改修への意欲

ぼ

が低下していると考え

目

る。

2)達成状況と原

標

因分析を踏まえた今後

を

の方向性

【密集事業】

達

（短期）西新井駅西口

成

周辺地区においては、

し

令和2年度から令和7

た

年度まで事業期間を延

。

伸した。千住仲町地区

令

におい

ては、令和4年

和

度末で事業終了する。

3

これらの情報をまちづ

年

くり新聞やＨＰ等を用

度

いて関係権利者や事業

か

者等へ周知徹底し、事

ら

業

の積極的な活用を働

の

きかけていく。 （中

目

長期）コロナ禍の中、

標

協議会の運営について

は

は感染症対策に配慮し

、

た書面開催などに努

め

東

ることで、関係権利者

京

の協力を得ながら道路

都

及び公園の整備を行い

防

、不燃領域率の改善に

災

繋げる。

【不燃化特区

都

制度】（短期）令和2

市

年度から令和7年度ま

づ

で事業期間を延伸した

く

。この情報を全戸配布

り

チラシ、相談会により

推

関係権

利者や事業者へ

進

周知するとともに事業

計

ＰＲを行う。 （中長
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

火災防止対策事業 防・災害対策課3538 43,293 12,022 55,315現状維持 Ａ

防災センター管理運営事業 防・災害対策課3542 106,493 35,110 141,603現状維持 Ａ

住宅等対策資金積立基金積立金 建・建築防災課3968 5 875 880 縮小 Ａ

密集地域整備管理事務 建・建築防災課3980 37,142 30,632 67,774現状維持 Ａ

都市防災不燃化促進事業 建・建築防災課3981 36,962 17,416 54,378 拡充 Ａ

密集市街地整備事業 建・建築防災課3983 722,918 104,149 827,067現状維持 Ａ

建築指導事務 建・開発指導課3990 1,804 117,500 119,304現状維持 Ａ

建築確認審査・検査事務 建・建築審査課3992 7,902 216,192 224,094現状維持 Ａ

細街路整備事業 建・建築防災課3994 346,606 64,504 411,110現状維持 Ａ

指定道路調書作成事務 建・建築防災課3996 24,410 50,240 74,650現状維持 Ａ

建築審査会運営事務 建・開発指導課3998 1,396 23,500 24,896現状維持 Ａ

建築安全事務 建・建築防災課3999 17,099 44,728 61,827統合・終了 Ａ

建築物耐震化促進事業 建・建築防災課4010 207,250 60,128 267,378現状維持 Ａ

防災センター設備更新事業 防・災害対策課4919 129,976 13,566 143,542 拡充 Ａ

老朽家屋対策事業 建・開発指導課13975 0 20,7

3

44 20,744現状

)

維持 Ａ

災害備蓄の管理

施

運営事業 防・災害対策

施

課17329 194,

策

482 22,915 2

の

17,397現状維持

手

Ａ

合計１６事業 1,8

段

77,738 834,

と

221 2,711,9

し

59

て位置付け
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施

行動要支援者への支援

策

を適切に行うことので

の

きる実効的な仕組みを

概

整備していく。

担当課

要

名防・災害対策課（と

柱

りまとめ）

電話番号0

立

3-3880-583

て

6 E-mail sai

9

tai@city.a

【

dachi.toky

ま

o.jp

　総合防災訓

ち

練などにおいて、災害

】

時の協定を締結してい

地

る民間事業者等ととも

域

に災害に備えた訓練を

の

行っている。

災害協定

個

の締結及び災害協定締

性

結先との連携強化を目

を

指し、区民生活の安全

活

に努めている。その他

か

には、商業施設と

連携

し

し、防災フェアを開催

た

するなど普及啓発に努

都

めた。また、災害協定

市

を締結している関係機

基

関にも総合防災訓練な

盤

協働・協創どに参加を

が

呼びかけ連携して実施

整

することで災害対応力

備

を高めている。

の取組

さ

み

【目標】11住み続

れ

けられるまちづくりを

た

【ターゲット】11.

ま

5 2030年までに

ち

、貧困層及び脆弱な立

施

場にある人々の保

護に

策

焦点をあてながら、災

群

害による死者や被災者

名

数を大幅に削減し、世

9

界の国内総生産比で直

災

接的経済損失を大幅に

害

ＳＤＧｓが
減らす。【

に

関連する理由】震災に

強

対する意識の向上や地

い

域防災力を高めること

ま

は、震災時の被害の軽

ち

減につながる。
目指す

を

目標
【評価】行政が行

つ

う「公助」だけでなく

く

、「自助」や「公助」

る

の力を高めるために広

施

く意識の向上や行動計

策

画の策定
（ターゲッ

支

名

援を行ってきた。引き

9

続き、震災時に適切な

.

対応がとれる体制づく

2

りを推進していく。
ト

震

）との関
連及び評価

備

災

　　　考

に備えた区民意識の向上と地域防災力の強化

■  自らの命を守る避難行動ができる区民を増やすため、啓発活動を促進する。
■  地域防災の担い手である「防災区民組織」の活動を支援することにより、地域住民が地域の実状にあわせたきめ
細かな災害対応を行うことができるようにするとともに、行動の指針となる地区防災計画の普及を進める。

施策の方向■  災害に対する区民の自助意識と地域における共助意識を高めることで、「地域における総合的な防災力」の強化
( 目 標 ) を図る。

■  令和元年度の世論調査では、66.4％の区民が「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」
と回答している。

■  初期消火能力及び救出救助能力の向上のため、町会・自治会に配備した消火資機材や救出救助用資機材の個別点
検に伴う訪問確認を定期的に行うとともに、地域での防災訓練の実施について働きかけている。

現　　　状■  大地震による大規模被害が想定されるため、対策が急がれる地域から優先的に地区防災計画の策定を進めており
、令和元年度末までに40団体が計画を策定した。

■  防災訓練等への参加が少ない、町会・自治会に加入していない住民や、若年世代に対して、自らの命を守る「自
助」の意識の啓発を強化する必要がある。

■  地区防災計画については、危険度の高い地域に属する町会・

足

自治会に働きかけを行

立

っているが、それ以外

区

の地域

についても自主的な計画の策定を促す

令

必要がある。

課　　　

和

題

■  集客力のある地

４

震体験車を活用した啓

年

発イベントや防災講演

度

会により、町会・自治

施

会の加入にかかわらず

策

様々な

年代に対して「

評

自助」の意識の普及を

価

促進する。

■ 「自分た

調

ちのまちは自分たちで

書

守る」という「共助」

(

の意識の浸透と「令和

令

6年度末までに100

和

団体で地区防災計画

を

３

策定」の目標に向け、

年

引き続き区内に402

度

ある「防災区民組織」

事

に対して配備している

業

資機材の点検や訓練の

実

実施

などの支援をして

施

いる。
方　　　針■  

)

高齢者、要介護認定者

1

、重度の障がい者など、災害時における避難
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体数（累計）

定義等地区防災計画策定団体の数
指
単　位団体 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 29 40 45 65 78

(5)
実　績　値 29 40 46 64 R6 100

達　成　率 100% 29% 100% 40% 102% 46% 98% 64% -

指標名【活動2】防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行った回数（累計）

定義等防災区民組織に対し、貸与している可搬消防ポンプや救出救助用資機材の点検や訓練等の個別支援を行った回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 100 100

(6)
実　績　値 - - 88 35 R6 600

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 15% 35% 6% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 167,642

人件費 126,576

総事業費 294,218

前年比(金額) △ 252 , 922

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1-1】水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

定義等世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 68 68 71 75 75

(1)
実　績　値 67.1 66.4 73.3 73 R6 74

達　成　率 99% 91% 98% 90% 103% 99% 97% 99% 0

指標名【成果1-2】自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

定義等世論調査で「避難場所と意味」各項目について「知っている」等と答えた区民の割合の平均値
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 63

(2)
実　績　値 - - 60.9 61.4 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 81% 0% 82% -

指標名【活動1-1】地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

定義等地震体験車を活用した訓練や各種啓発イベントの実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 100

(3)
実　績　値 155 133 27 42 R6 150

達　成　率 0% 103% 0% 89% 0% 18% 0% 28% -

指標名【活動1-2】防災講演会等の開催回数

定義等防災講演会等の実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 66 66

(4)
実　績　値 28 68 40 15 R6 80

達　成　率 0% 35% 0% 85% 0% 50% 23% 19% -

指標名【成果2】地区防災計画策定団
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に

アプリ（災害情報シス

商

テム）

や区で推し進め

業

ている分散避難の考え

施

等を効果的に周知する

設

ことができるため、少

で

人数の開催であっても

の

積極的に実施していく

防

。

また、民間企業や保

災

育園保護者会、学校P

フ

TAなど世論調査で防

ェ

災意識が高くない２０

ア

代が多く集まる対象に

を

対して、こちらから実

実

施を呼びかけるなど参

施

加者を増やす取り組み

し

を行っていく。

【活動

て

-5】地域の実情に合

き

わせた災害対応の指針

た

となる地区防災計画に

。

ついて、令和6年度ま

【

でに100地区の新規

指

策定目標を掲げて

おり

標

、新型コロナウイルス

-

感染症の感染対策をと

2

りながら書面開催など

】

様々な方法を活用して

新

地域への策定支援を進

規

めていく。

【活動-6

指

】町会、自治会に配備

標

した消火資機材（可搬

の

消防ポンプ、スタンド

た

パイプ、ポータブル型

め

簡易水道消火器具等）

達

や救出救

助用資機材の

成

個別点検に伴う訪問確

状

認を定期的に行い、訓

況

練の実施についても働

の

きかける。

成果分析なし。あだち防災マップ＆ガイドを全戸

4

配布（令和2年度末）することなどの周知

を

担

進めた結果、令和3年

当

度は61.41％（令

部

和2年度は60.91

に

％）と若干上がってい

お

る。このことから、確

け

実に区民の防災意識は

る

高まっ

ているといえる

評

。

【指標-3】新規指

価

標のため達成状況の成

（

果分析なし。緊急事態

部

宣言が長期間に及び、

長

イベントを行えず運行

評

回数および体験人数を

価

縮小して開催回数は減

－

少した。

【指標-4】

１

目標を下回った。緊急

次

事態宣言が長期間に及

評

び、積極的に人を集め

価

ての防災講演会（出前

）

講座）が実施できず開

そ

催数も

大幅に減り、令

の

和3年度の防災講演会

１

開催数は15回（令和

1

2年度は40回）にと

)

どまった。

【指標-5

施

】目標を下回った。令

策

和2年度からの継続支

の

援も含め20地区の新

達

計画策定を予定し、そ

成

のうち18地区の策定

状

が終了した。

また、緊

況

急事態宣言が長期間に

と

及び積極的に人を集め

そ

ることができない中、

の

書面開催による策定支

原

援も行った。（計24

因

回のワーク

ショップ、

の

計9回の書面開催）

【

分

指標-6】目標を下回

析

った。緊急事態宣言が

【

長期間に及び、訓練が

指

実施できず消火資機材

標

（可搬消防ポンプ、ス

-

タンドパイプ、ポ

ータ

1

ブル型簡易水道消火器

】

具等）や救出救助用資

目

機材の個別点検に伴う

標

訪問確認を実施出来な

を

かった。

2)達成状況

下

と原因分析を踏まえた

回

今後の方向性

【活動-

っ

1】令和4年度になり

た

、新型コロナウイルス

。

感染症の状況を注視し

緊

つつ訓練やイベントな

急

どによる普及啓発を進

事

めていく。

また、SN

態

Sなどでも発信するこ

宣

とで人が集まらなくて

言

も出来る普及啓発を強

が

化していく。

【活動-

長

2】新型コロナウイル

期

ス感染症の状況を注視

間

しつつ、防災講演会（

に

出前講座）は感染症対

及

策を踏まえ回数を分け

び

るなどして

参加者を増

普

やす取り組みを行って

及

いく。

【活動-3】１

活

回あたり２名までの乗

動

車人数の制限や、体験

が

前後の車両内消毒、参

実

加者の事前検温と体験

施

時の手指消毒など、新

で

型コ

ロナウイルス感染

き

症対策を講じながらイ

な

ベントなどでも運行し

い

ていく。

【活動-4】

中

防災講演会（出前講座

、

）は地域や属性に合わ

新

せた内容を説明するこ

た

とができ、新しい防災
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災管理事務 防・災害対策課3528 49,458 21,329 70,787現状維持 Ａ

防災会議運営事務 防・災害対策課3530 16,530 15,623 32,153現状維持 Ａ

災害救助事務 防・災害対策課3532 0 7,877 7,877現状維持 Ｂ

消防団運営助成事業 防・災害対策課3533 17,824 6,126 23,950現状維持 Ａ

自衛官募集事務 防・災害対策課3536 30 1,750 1,780現状維持 Ｂ

防災行政無線の管理運営事業 防・災害対策課3537 36,167 12,253 48,420現状維持 Ａ

防災訓練実施事業 防・災害対策課17268 18,779 28,783 47,562現状維持 Ａ

区民防災力向上推進事業 防・災害対策課17298 27,926 19,707 47,633現状維持 Ａ

避難行動要支援者対策推進事業 福祉管理課22891 928 13,128 14,056 拡充 Ａ

合計９事業 167,642 126,576 294,218

3)施施策の手段として位置付け
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施

ンダーパス等、集中豪

策

雨時等に冠水のおそれ

の

がある箇所の安全設備

概

の維持管理や設備更新

要

を進めていく。

■  区

柱

民に対し、地域の浸水

立

リスクを啓発するとと

て

もに、避難所における

9

新型コロナウイルス感

【

染症対策のカギとな

る

ま

「分散避難」について

ち

も広く区民に周知し、

】

意識変容につなげてい

地

く。
方　　　針■  水

域

害時に避難所を迅速に

の

開設できるよう、避難

個

施設ごとの開設手順書

性

の作成を進めていく。

を

■  浸水リスクが高く

活

、対策が急がれる地域

か

のコミュニティタイム

し

ライン策定を支援して

た

いく。

■  民生委員に

都

よる避難行動要支援者

市

の支援活動は、これま

基

では主として震災発生

盤

時の安否確認を想定し

が

てきたため

、今後、水

整

害時における自ら避難

備

することが困難な方の

さ

円滑な避難を行うこと

れ

のできる仕組みづくり

た

を早急に整備し

ていく

ま

。

担当課名防・災害対

ち

策課（とりまとめ）

電

施

話番号03-3880

策

-5836 E-mai

群

l saitai@ci

名

ty.adachi.

9

tokyo.jp

　コ

災

ミュニティタイムライ

害

ンの策定（事前防災行

に

動計画）を区民、自治

強

会や町会と共同で策定

い

していくことにより、

ま

水害発生時に適切な行

ち

動が取れるよう協働を

を

していく。また、水害

つ

発生時に自力で避難す

く

ることが難しい避難行

る

動要

支援者に向けた「

施

個別避難計画」を福祉

策

管理課主導で策定して

名

いく。

協働・協創　春

9

の水防訓練や秋の防災

.

訓練においては、都市

3

建設部都市建設課や災

水

害時の協定を締結して

害

いる民間事業者等とと

の

の取組みもに、災害に

防

備えた訓練を行ってい

止

る。また、台風等の大

と

雨時には、都市建設部

水

全所属で水防活動を行

害

い、危機管理

部災害対

に

策課も連携して区民生

備

活の安全に努めている

え

。

【目標】11住み続

た

けられるまちづくりを

区

【ターゲット】11.

民

5 2030年までに

意

、貧困層及び脆弱な立

識

場にある人々の保

護に

の

焦点をあてながら、水

向

関連災害などの災害に

上

よる死者や被災者数を

■

大幅に削減し、世界の国内総生産比で直接的

災

ＳＤＧｓが
経済損失を

害

大幅に減らす。【関連

級

する理由】事前に準備

の

し適切な避難行動をと

記

ること。また、閉開庁

録

に関わらず、気
目指す

的

目標
象の動向やタイム

降

ラインに基づく河川管

雨

理者からの情報に注視

に

するとともに河川巡視

よ

や水位観測を行うこと

る

で水害に
（ターゲッ

よ

河

る被害を軽減すること

川

につながる。【評価】

氾

令和元年度台風１９号

濫

の課題を踏まえ、順次

を

避難所運営手順書を整

防

備
ト）との関

した。ま

止

た、新型コロナウイル

す

ス感染症が流行する中

る

、避難所に派遣する職

た

員と避難所運営会議役

め

員との顔合わせや
連及

、

び評価
連絡訓練などで

国

きる訓練を行ってきた

や

。水害防止については

東

、荒川架橋付近で実践

京

を想定した水防訓練を

都

実施した。

備　　　考

と連携して、堤防の強化や一時貯留施設の整備

、排水設備の機能向上等のハード整備を推進していく。

■  水害の発生に備えて適切な避難行動をとることができるように、自助の意識の啓発強化を図る。
施策の方向■  避難所開設にかかる「手順書」の作成を進めるとともに、避難所を適切に開設・運営することができるよう、手
( 目 標 ) 順書に基づいた訓練を実施する。

■  近隣への避難の呼びかけなど地域を核とした避難行動が広がるように、コミュニティタイムライン（事前防災行
動計画）の策定を促進していく。

■  区では、道路冠水によって自動車が水没する危険性のあるアンダーパスなどについて、排水ポンプや路面冠水自
動検知装置、通行止め電光掲示板等を設置して、集中豪雨による都市型水害に備えている。

■  区民の水害に対する理解を深め円滑な避難行動につなげるため、洪水ハザードマップの配布や解説動画の配信に
より、家庭内でのタイムライン作成や地域におけるコミュニティタイムライン策定の必要性について啓発活動を行っ

現　　　状
ている。

■  避難所ごとに「手順書」の整備を進め、それに基づいた訓練を実施している。

■  令和元年台風第19号を経験し、ハード・ソフトともにさらなる安全

足

対策が求められている

立

がが、大規模なハード

区

整備には時間が掛かること。

■  令和元年度

令

の世論調査では、洪水

和

ハザードマップを見た

４

ことがない区民が約2

年

0％、自宅周辺の状況

度

を理解してい

ない区民

施

が約60％いるなど、

策

区民の水害意識を早急

評

に高める必要がある。

価

■  新型コロナウイル

調

ス感染症の影響を踏ま

書

えた「３密」対策のた

(

め、避難所における受

令

入可能人員が不足する

和

こと
課　　　題

から、

３

リスクや被害状況に応

年

じた分散避難の考え方

度

を区民に周知する必要

事

がある。

■  堤防の強

業

化や一時貯留施設の早

実

期整備、下水道の排水

施

能力向上などについて

)

、河川や下水道の管理

1

者である国、

東京都へ要望していく。

■  ア
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達　成　率 0% 0% 0% 0% 69% 69% 85% 86% -

指標名コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

定義等コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）に基づいた訓練実施地区数
指
単　位地区数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 4 4

(5)
実　績　値 - - 1 1 R6 11

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 9% 25% 9% -

指標名コミュニティタイムライン策定地区数

定義等コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）策定地区数
指
単　位地区数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 4 4

(6)
実　績　値 - - 1 1 R6 11

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 9% 25% 9% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 359,732

人件費 203,406

総事業費 563,138

前年比(金額) 68,501

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決めている区民の割合

定義等世論調査で「河川がはん濫する恐れがある場合、避難する場所を事前に決めている」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 65

(1)
実　績　値 - - 62.2 61 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 83% 0% 81% 0

指標名「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と回答した区民の割合

定義等世論調査で「足立区洪水ハザードマップを見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 30

(2)
実　績　値 - - - 28.7 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 57% -

指標名避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

定義等「水害時避難所運営手順書」に基づいた水害時避難所の開設訓練を実施した避難所の数
指
単　位避難所数平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 76 80

(3)
実　績　値 - - 34 14 R6 164

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 21% 18% 9% -

指標名避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

定義等施設ごとの「水害時避難所運営手順書」を作成した避難所の数
指
単　位避難所数平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 164 165 162

(4)
実　績　値 - - 113 141 R6 164
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接

の状況を注視しつつ、

区

ワークショップの参加

民

者を縮小することやオ

に

ンラインを活用しての

訴

開

催などの手法を取り

え

入れながら策定支援を

か

進めていく。

ける機会も減少し割合

が低下した。

【活動-2】新規指標のため達成状況の成果分析なし。緊急事態宣言等が長期化す

4

る中で、防災講演会などの開催数が減少し、

担

ハザ

ードマップの周知

当

や自宅周辺の確認など

部

を直接行う機会が限ら

に

れた。

【活動-3】目

お

標を下回った。緊急事

け

態宣言等が長期化する

る

中で、手順書の作成は

評

多くの避難所で行えた

価

が、人が集まる訓練の

（

実施

までには至らなか

部

った。

【活動-4】目

長

標を下回った。東京都

評

や民間施設等と協議し

価

ていたが、開設条件が

－

まとまらず協定締結に

１

至らなかった施設や開

次

設時

の運用方法に見直

評

しが必要となった施設

価

があった。これに伴い

）

、当該施設は避難所を

そ

開設する条件が整わな

の

かった。

【指標-5】

１

目標を下回った。コミ

1

ュニティタイムライン

)

は複数の町会・自治会

施

にまたがっており緊急

策

事態宣言等が長期化す

の

る中で

、人が集まる訓

達

練の実施ができなかっ

成

た。

【活動-6】目標

状

を下回った。緊急事態

況

宣言等が長期化し、人

と

を集めるワークショッ

そ

プなどが行えず当初予

の

定していたコミュニテ

原

ィ

タイムラインの策定

因

に至らなかった。

2)

の

達成状況と原因分析を

分

踏まえた今後の方向性

析

【活動-1】新型コロ

【

ナウイルス感染症の状

指

況を注視しつつ、避難

標

所訓練などにおいて普

-

及啓発を進めていく。

1

また、区で進める「

分

】

散避難」について広報

新

誌で特集を組んだり商

規

業施設でイベントを実

指

施し、水害時の避難先

標

について理解を深めて

の

もらう。

【活動-2】

た

区内全域で電柱への浸

め

水深の設置を計７００

達

本行った。改訂したハ

成

ザードマップの全戸配

状

布も予定されており、

況

防災講

演会やＳＮＳな

の

どでハザードマップの

成

周知や自宅周辺の電柱

果

の浸水深の確認などに

分

より自宅周辺の水害リ

析

スクの理解を進める。

な

【活動-3】新たな協

し

定を締結し、避難所と

。

して開設する避難所に

緊

ついて手順書を策定し

急

ていく。

【活動-4】

事

手順書の作成だけでな

態

く、手順書に基づいた

宣

避難所運営訓練を通し

言

、より実践に即した手

等

順書にブラッシュアッ

が

プする

とともに、避難

長

所運営従事者及び区職

期

員の意識の向上を図る

化

。

【活動-5】新型コ

す

ロナウイルス感染症の

る

状況を注視しつつ、通

中

信訓練や人数を絞った

で

訓練などを実施してい

、

く。

【活動-6】新型

直

コロナウイルス感染症
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

水害対策事業 都市建設課3896 39,401 51,551 90,952改善・変更 Ａ

土木事務一般管理事務 都市建設課3897 13,506 55,840 69,346現状維持 Ｂ

災害抑制工事事業 都市建設課3901 0 4,376 4,376現状維持 Ａ

排水場の維持管理事業 道・安全設備課3954 61,418 39,510 100,928現状維持 Ｂ

排水場・樋管の撤去事業 道・安全設備課3955 0 10,469 10,469現状維持 Ｂ

河川の整備事業 道・道路整備課4514 219,723 24,506 244,229現状維持 Ｂ

河川の整備事業 都市建設課5660 2,600 14,003 16,603現状維持 Ａ

排水場・水門の整備事業 道・安全設備課21873 12,309 875 13,184現状維持 Ｂ

東部地区河川の維持事業 道・東部道公維持課23084 10,775 2,276 13,051現状維持 Ｂ

合計９事業 359,732 203,406 563,138

3)施施策の手段として位置付け
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施

に々、安全かつ安価で

策

容易に利用できる
目指

の

す目標
、持続可能な輸

概

送システムへのアクセ

要

スを提供する。
（ター

柱

ゲッ
【関連する理由】

立

交通不便地域の解消に

て

向け、新たな交通手段

9

を導入することや交通

【

ネットワークの向上に

ま

寄与する
ト）との関

路

ち

線を優先して用地取得

】

を進めることは、SD

地

Gsターゲット11.

域

2に寄与する。
連及び

の

評価
【評価】花畑周辺

個

地域において、区内初

性

の社会実験バスを令和

を

3年10月から運行開

活

始することができた。

か

備　　　考

した都市基盤が整備されたまち

施策群名10便利で快適な道路・交通網をつくる

施策名10.1スムーズに移動できる交通環境の整備

■　便利で快適な交通環境の実現を目指し、まちづくりと連携し、鉄道やバス路線網の充実を図る。
■　快適な交通環境の実現を目指し、都市計画道路等の用地取得を進め、都市計画道路等の整備を推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■　これまで交通空白地帯の解消に取組み、９４.３％まで達成していたが、交通空白地域に住む区民の「移動に関
する不便感」は、必ずしも非交通空白地域に住む区民よりも高い状況でないことが平成２９年に実施した「交通に関

する区民意識調査」で判明した。

■　令和３年度末現在、都市計画道路の事業完了整備率は７８％である。
現　　　状

■　交通不便地域の解消に向け、地域のニーズに沿った交通手段導入に向けた検討が必要になっている。
■　都市計画道路は、災害時の避難経路及び延焼遮断帯としての機能を有しているため、特に木造住宅密集地域での
整備を進めていく必要がある。

課　　　題

■　交通不便地域を解消するバスやバス以外の多様な交通手段の導入を順次進めていく。
■　都市計画道路の整備は、震災時に危険度が高い地域を含む路線と交通ネットワークの向上に寄与する路線を優先
して用地取得を進めていく。

方　　　針

担当課名都市建設部・交通対策課（取りまとめ）

電話番号03-3880-5912 E-mail kout

足

uu@city.ad

立

achi.tokyo

区

.jp

　地域ニーズを反映した交通サービス

令

を検討するため、地域

和

の代表者や関係団体等

４

で構成する地域公共交

年

通検討会を

実施した。

度

　都市計画道路の整備

施

は、地域住民や地権者

策

への事業に対する理解

評

と協力が不可欠であり

価

、地元説明会やまちづ

調

くり

協働・協創協議会

書

等を通して今後も事業

(

説明や情報提供を行っ

令

ていく。

の取組み

【目

和

標】住み続けられるま

３

ちづくりを

【ターゲッ

年

ト】11.2　203

度

0年までに、脆弱な立

事

場にある人々、女性、

業

子ども、障害者及び高

実

齢者のニーズに特に配

施

慮
ＳＤＧｓが

し、公共

)

交通機関の拡大などを

1

通じた交通の安全性改善により、すべての人
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平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値
(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,187,665

人件費 170,405

総事業費 1,358,070

前年比(金額) △ 210 , 574

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

定義等交通不便地域への新規交通手段導入数（社会実験バス含む）
指
単　位 数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 1 0

(1)
実　績　値 - - - 1 R6 1

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 100% -

指標名交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

定義等地域公共交通検討会及び足立区地域公共交通会議の開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 5 9

(2)
実　績　値 - 1 3 7 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 5% 0% 15% 140% 35% -

指標名区内の都市計画道路整備延長の割合

定義等都市計画道路の事業完了整備割合　（区内総延長161ｋｍ）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 76 76 81 81 81

(3)
実　績　値 76 77 78 78 R6 82

達　成　率 100% 93% 101% 94% 96% 95% 96% 95% -

指標名優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の累計取得率

定義等用地取得面積を100とした場合の累計取得面積率
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 46 46 47 49 51

(4)
実　績　値 46 46 47 48 R6 59

達　成　率 100% 78% 100% 78% 100% 80% 98% 81% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度
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会実験バスの試験運行を開始した。

指標２　花畑周辺地域公共交通検討会（２回）及び足立区地域公共交通会議（２回）を書面にて開

4

催した。

指標３　目標値の大部分を占める都

担

施工の補助第２６１号

当

線及び補助第１４０号

部

線等や、車両の交通開

に

放をすることができた

お

が、

継続して事業を実

け

施している補助第１３

る

６号線関原・梅田地区

評

の遅れにより目標を達

価

成することができなか

（

った。

指標４　コロナ

部

禍のため、地権者との

長

交渉機会が設けられず

評

面談回数が目標を達成

価

できなかったが、電話

－

や郵送などの交渉に切

１

り

替えたため、用地取

次

得面積の目標は９割以

評

上達成した。

2)達成

価

状況と原因分析を踏ま

）

えた今後の方向性

　花

そ

畑周辺地域のバス導入

の

に向け、地域公共交通

１

会議等を開催し検証運

1

行を開始した。今後は

)

バスの本格運行が実現

施

できるよう、

地域公共

策

交通会議等を開催し、

の

利用促進等を協議して

達

いく。

　都市計画道路

成

は、災害時の避難路、

状

延焼遮断帯として機能

況

する。地域住民の関心

と

や期待は非常に高く事

そ

業の貢献度も高い。都

の

と

連携し早期整備を進

原

める。

　区が施行する

因

補助第138号線は、

の

旧日光街道から補助第

分

100号線間のうち、

析

延長280ｍ残すのみ

指

で、電線共同溝工事に

標

着手する。

補助第25

１

6号線は用地買収済個所を暫定歩道として整

交

備した。コロナ禍にお

通

いても、対面以外のコ

不

ミュニケーションを密

便

に図り、

着実に用地取

地

得を推進する。

域の解消に向けて、令和３年１０月に花畑桑袋団地・六町駅間において社
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

交通施策推進事務 交通対策課3905 23,310 35,008 58,318現状維持 Ａ

交通施設の整備・改善事業 交通対策課3908 53,145 9,015 62,160現状維持 Ａ

道路の新設事業 道・道路整備課3934 816,703 44,635 861,338 拡充 Ａ

新設道路整備の事務 道・道路整備課3935 3,897 18,379 22,276現状維持 Ｂ

都市計画道路用地取得事務 道・道路整備課15263 85,867 45,864 131,731現状維持 Ａ

鉄道駅ホームドア等整備事業 都市建設課22144 90,298 8,752 99,050現状維持 Ａ

コミュニティバスはるかぜ車両等購入費補助金交付事業 交通対策課22786 114,445 8,752 123,197現状維持 Ａ

合計７事業 1,187,665 170,405 1,358,070

3)施施策の手段として位置付け

146



施

った各種啓発活動を継

策

続的に行い、

　特に自

の

転車・歩行者が関与す

概

る交通事故死傷者数の

要

減少にさらに取組んで

柱

いく。

担当課名道・東

立

部道公維持課（取りま

て

とめ）

電話番号03-

9

3880-5008 E

【

-mail t-iji

ま

@city.adac

ち

hi.tokyo.j

】

p

　道路の施設管理に

地

ついては、違反広告物

域

除却協力員制度により

の

、住民と協働した参加

個

型の維持管理を行って

性

いる。

また、交通安全

を

の普及啓発事業につい

活

ては、保育園・幼稚園

か

等、小・中学校、都立

し

高校、住区センター等

た

で、区内四

警察署とと

都

もに、幅広い年齢層に

市

対して、各種啓発活動

基

を継続的に実施する。

盤

小学校での自転車教室

が

では、ＰＴＡと

協働・

整

協創も連携して実施す

備

ることで、家庭におい

さ

ても交通安全意識の啓

れ

発ができるよう促して

た

いく。

の取組み

【目標

ま

】3すべての人に健康

ち

と福祉を【ターゲット

施

】3.6　2020年

策

までに、世界の道路交

群

通事故による死傷者を

名

半減さ

せる。【関連す

1

る理由】幅広い年齢層

0

に対し、交通安全意識

便

の普及啓発活動を推進

利

していくことで、区内

で

の交通事故
ＳＤＧｓが

快

発生件数の減少につな

適

がる。【評価】小学校

な

での自転車教室ではリ

道

モート講義やＤＶＤを

路

活用するなどし、コロ

・

ナ禍
目指す目標

におい

交

ても全校で実施するこ

通

とができた。引き続き

網

、新しい生活様式に合

を

った交通安全意識の普

つ

及啓発活動を推進し
（

く

ターゲッ
ていく。【目

る

標】11住み続けられ

施

るまちづくりを【ター

策

ゲット】11.5　2

名

030年までに、貧困

1

層及び脆弱な立場にあ

0

る
ト）との関

人々の保

.

護に焦点をあてながら

2

、水関連災害などの災

安

害による死者や被災者

全

数を大幅に削減し、世

に

界の国内総生産比
連及

利

び評価
で直接的経済損

用

失を大幅に減らす。【

で

関連する理由】無電柱

き

化を進めることにより

る

防災力強化につながる

道

。【評価】

無電柱化を

路

実施する密集地域での

環

都市計画道路において

境

予備設計に新規着手し

の

た。

備　　　考

整備

■　安全で良好な道路環境を形成し、道路の機能に起因した事故発生件数の減少を図ります。
■　交通安全意識の普及啓発活動を推進し、交通事故発生件数の減少を図ります。

施策の方向
( 目 標 )

■　５年に１度実施する橋りょう等の定期点検のほか、道路パトロール、路面下空洞調査、路面性状調査を実施して
　道路の状態を把握し計画的に補修を行っている。

■　ユニバーサルデザインに基づく歩行空間のバリアフリー化を進めている。
■　防災機能の強化、安全な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を図るため、無電柱化事業を進めている。

現　　　状■　区内交通事故死傷者数は、過去10年間平均で3.63％の減少傾向にあるものの、平成30年度から横ばい傾向にあ　
　る。

■　経年劣化により老朽化が進んだガードパイプ等の道路付属物を計画的に改修していく必要がある。
■　まちづくりと連携してバリアフリー化を進めており、これまで比較的点的な整備を行ってきたことから、現状達
　成度が低くなっている。

■　エリアデザインの推進に伴い、防災機能の強化や安全な歩行空間の確保が求められ、無電柱化計画路線を追加し
　たため、さらなる整備の推進が必要である。

課　　　題■　高齢者や自転車が関与する事故が多いこと、就労世代に対する交通安全意識の普

足

及啓発活動の機会が少

立

ないこと

　などの課題

区

があり、対応が求められている。

■　道路の

令

劣化や損傷等を未然に

和

防ぐ計画的な道路維持

４

管理を行っていくため

年

に、引き続き定期点検

度

、道路調査を実

　施し

施

ていくとともに、老朽

策

化した道路付属物の更

評

新を効率的に進める。

価

■　令和３年度から着

調

手する竹ノ塚駅周辺の

書

まちづくりに伴う面的

(

な整備を行うことで、

令

バリアフリー化を大き

和

く進

　めていく。

■

３

利用しやすい安全な道

年

路を整備するため、「

度

足立区無電柱化推進計

事

画」  に基づき、引

業

き続き道路の無電柱化

実

を
方　　　針

　推進し

施

ていく。

■　自転車保

)

険加入義務化やながら

1

スマホの禁止について周知、ターゲットを絞
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5% 78% 61% -

指標名スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

定義等各種交通安全教室の参加人数の合計
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 23,000 23,000

(5)
実　績　値 - 21,904 - 17,610 R6 25,000

達　成　率 0% 0% 0% 88% 0% 0% 77% 70% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 4,233,451

人件費 901,154

総事業費 5,134,605

前年比(金額) △ 40 , 033

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名道路損傷等による事故発生件数（区道）

定義等 ※道路損傷等による事故発生件数の減少は、道路が安全な状態であることを表すため。　低減目標
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 0 0 0 0 0

(1)
実　績　値 4 4 1 2 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等安全に利用できる道路環境整備の状況を測ることができるため。
指
単　位 m 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 440 935 1,800 2,350 2,900

(2)
実　績　値 440 916 1,610 2,430 R6 4,000

達　成　率 100% 11% 98% 23% 89% 40% 103% 61% -

指標名足立区無電柱化計画路線における整備着手率

定義等防災力強化と良好な都市景観に寄与する道路の整備状況を測ることができるため。
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 11.6 11.6 18.3 19.7 21.1

(3)
実　績　値 11.6 11.4 16.7 18.2 R6 23.8

達　成　率 100% 49% 98% 48% 91% 70% 92% 76% -

指標名交通事故死傷者数

定義等 ※負傷者数・死亡者数の合計　低減目標
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 1,900 1,700 1,500 1,400 1,300

(4)
実　績　値 1,778 1,978 1,686 1,803 R6 1,100

達　成　率 107% 62% 86% 56% 89% 6
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の転倒事故の２件が発生した。何れ

　　　も街路樹関連によるもので、早急に落ち込み部の復旧及び段差解消を行った。

指標２　おし

4

べ通り道路改良工事が完了し、また梅島駅周

担

辺及び新田二丁目の歩

当

道改修工事を実施し、

部

目標値に達することが

に

でき

　　　た。

指標３

お

　目標値をわずかに下

け

回ったが、補助第13

る

8号線の興野地区と江

評

北地区で事業認可取得

価

のための予備設計に着

（

手し、整備は

　　　着

部

実に進めている。

指標

長

４　交通事故死傷者数

評

は、目標値に達するこ

価

とはできず、令和２年

－

度よりは増加したが、

１

10年単位では減少傾

次

向にある。

指標５　コ

評

ロナ禍でも、小学生向

価

け自転車教室はリモー

）

ト講義やＤＶＤの活用

そ

など新しい生活様式に

の

合わせることで全69

１

校で開催

　　　するこ

1

とができた一方で、地

)

域住民向けのスタント

施

マン教室の中止や保育

策

園等交通安全教室はま

の

ん延防止措置期間と重

達

複し

　　　たことや感

成

染による休園等の影響

状

で参加人数が減少した

況

。

2)達成状況と原因

と

分析を踏まえた今後の

そ

方向性

　まず、道路機

の

能の保全及び改善に関

原

する施策として、街路

因

樹関連の事故が発生し

の

たこともあり、現在作

分

成中の街路樹維持管理

析

指

針では歩行者が安全

指

に道路を利用できるよ

標

う具体的な対策をとり

１

入れた管理方針を策定していく。また、引き

植

続き道路のバリアフ

リ

樹

ー化、無電柱化による

桝

防災力強化を進め、安

内

全・安心に利用できる

の

道路環境を形成してい

落

く。 

　次に、交通安

ち

全普及啓発活動に関す

込

る施策として、交通事

み

故死傷者数が減少傾向

に

にあり、各種交通安全

よ

教室の実施は効果が期

る

待

される。今後は自転

歩

車教室におけるＰＴＡ

行

との連携を強化し、保

者

育園等交通安全教室で

の

は送迎時に実施するな

転

どの工夫をして保護

者

倒

にも啓発を促す。また

事

地域住民向けのスタン

故

トマン教室の実施によ

と

り、家庭や地域におい

街

ても交通安全意識の啓

路

発ができるよう

促して

樹

いく。

の根上りによる段差での歩行者
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

道路台帳整備事業 道・道路公園管理課3911 113,788 279,728 393,516現状維持 Ｂ

道路・水路の占用事務 道・道路公園管理課3912 6,481 64,504 70,985現状維持 Ａ

屋外広告物事務 道・道路公園管理課3913 2,975 23,984 26,959現状維持 Ｂ

道路の不正使用等に対する指導事業 道・道路公園管理課3915 7,807 53,480 61,287現状維持 Ｂ

東部地区道路の維持事業 道・東部道公維持課3946 1,528,958 170,377 1,699,335現状維持 Ｂ

東部道路公園一般管理事務 道・東部道公維持課3947 11,336 39,738 51,074現状維持 Ｂ

道路の改良事業 道・道路整備課3949 1,049,108 69,107 1,118,215現状維持 Ａ

東部地区交通安全施設の維持事業 道・東部道公維持課3951 128,617 11,765 140,382現状維持 Ｂ

舗装の改修事業 道・道路整備課3952 273,966 22,528 296,494現状維持 Ｂ

私道整備助成事業 道・道路公園管理課3953 81,975 14,748 96,723現状維持 Ｂ

交通安全の普及啓発事業 交通対策課18647 16,964 50,240 67,204現状維持 Ａ

街路灯の維持事業 道・安全設備課20762 327,197 30,632 357,829現状維持 Ａ

街路灯の新設及び改修事業 道・安全設備課20770 606,213 47,261 653,474現状維持 Ａ

防犯灯助成事業 道・道路公園管理課2077

3

6 46,389 14,

)

748 61,137現

施

状維持 Ｂ

交差点改良事

施

業 都市建設課2262

策

8 6,783 6,56

の

4 13,347現状維

手

持 Ａ

道路の設備維持事

段

業 道・安全設備課23

と

162 24,894 1

し

,750 26,644

て

現状維持 Ｂ

合計１６事

位

業 4,233,451

置

901,154 5,1

付

34,605

け
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施

活かしたまちのルール

策

を策定し規制・誘導を

の

行うことで、良好
方　

概

　　針
　な市街地を形

要

成し、快適なまちづく

柱

りを推進します。

担当

立

課名都市建設課（取り

て

まとめ）

電話番号03

9

-3880-5280

【

E-mail tosi

ま

keikaku@ci

ち

ty.adachi.

】

tokyo.jp

 エ

地

リアデザイン計画の推

域

進など、庁内及び地元

の

まちづくり協議会やま

個

ちづくり推進委員会と

性

連携しながら、まちづ

を

くりを進めている。さ

活

らに区民・地域・各種

か

団体などが一体となっ

し

て地域課題解決に向け

た

た取り組みができるよ

都

う都

市計画マスタープ

市

ランに基づく、協働・

基

協創によるまちづくり

盤

に取り組んでいく。

協

が

働・協創
の取組み

【目

整

標】11　住み続けら

備

れるまちづくりを【タ

さ

ーゲット】11.3　

れ

2030年までに、包

た

摂的かつ持続可能な都

ま

市化を促進

し、すべて

ち

の国々の参加型、包摂

施

的かつ持続可能な人間

策

居住計画・管理の能力

群

を強化する。【関連す

名

る理由】都市計
ＳＤＧ

1

ｓが
画ﾏｽﾀーﾌ゚ﾗ

1

ﾝに掲げる３つの柱は

地

、安心して住み続けら

域

れるまちづくりにつな

の

がる。【評価】庁内、

特

区民、事業者など
目指

性

す目標
と連携し、まち

を

づくりを進めることが

活

できた。引き続き安全

か

で活力と魅力あふれる

し

まちの実現に取組んで

た

いく。
（ターゲッ

【目

ま

標】17　ﾊ゚ーﾄﾅ

ち

ｼーｯﾌ゚で目標を達

づ

成しよう【ターゲット

く

】17.17　様々な

り

ﾊ゚ーﾄﾅーｼｯﾌ゚

を

の経験や資源戦略を基

進

にした
ト）との関

、効

め

果的な公的、官民、市

る

民社会のﾊ゚ーﾄﾅー

施

ｼｯﾌ゚を奨励・推進

策

する。【関連する理由

名

】都市計画ﾏｽﾀーﾌ

1

ﾟﾗﾝに掲げている
連

1

及び評価
「協働・協創

.

によるまちづくり」は

1

区民・地域・各種団体

良

などとのﾊ゚ーﾄﾅー

好

ｼｯﾌ゚の推進につな

な

がる。【評価】まちづ

景

く

り協議会やまちづく

観

り推進委員と連携して

の

、まちづくりを進める

形

ことができた。

備　　

成

　考

と快適なまちづくりの推進

■　良好な景観を形成するため、景観法による届出を通じて、建築物等や屋外広告物の規制・誘導を行うとともに、
　地域住民の景観形成の機運を高める活動を推進します。

■　区民及び事業者との協働・協創により、地域の特性を活かしたまちのルールを策定することで、良好な景観の形
施策の方向　成と快適なまちづくりを推進します。

( 目 標 )

■　個々の建築物の形態意匠、色彩等の質を高め、周辺とのつながりやまとまりに配慮した良好な景観の形成を図る
　ため、届出や事前協議を通じた建築物や屋外広告物等の規制・誘導を行っています。

■　西新井大師周辺地区では、景観ルールづくりについて地域住民と連携して検討を重ねた結果、平成31年４月に　
　「足立区景観計画」の一部を改正し、西新井大師を区内５か所目となる特別景観形成地区に指定しました。

現　　　状■　「足立区都市計画マスタープラン」に基づく、用途地域や地区計画等の規制・誘導による土地利用施策、木造住
　宅密集市街地における新たな防火規制の指定、市街地開発事業等を区民及び事業者など様々な主体との協働・協創

　により着実に進めています。

■　様々な主体が日常の身近な景観に関心を持ち、良好な景観を維持・創造していくための働きかけが必要です。ま
　た、景観

足

形成地区と特別景観形

立

成地区の良好なまち並

区

み保全のための景観誘導に取組む必要があり

令

ます。

■　引き続き用

和

途地域や地区計画等に

４

基づく規制・誘導を実

年

施することで、良好な

度

市街地を形成していく

施

必要があり

　ます。

課

策

　　　題

■　景観法に

評

基づく届出を通じて、

価

建築物や屋外広告物の

調

規制・誘導を行うこと

書

に加えて、その履行状

(

況を完了届出

　により

令

確認することで、良好

和

な景観を形成していき

３

ます。

■　景観形成地

年

区の地域住民の良好な

度

景観形成に関する機運

事

を醸成するため、ワー

業

クショップなど、具体

実

的な景観　

　ルールづ

施

くりに向けた取組みを

)

推進します。

■　様々

1

な主体との協働・協創により、地域の特性を

151



標　値
(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 207,003

人件費 159,993

総事業費 366,996

前年比(金額) △ 1, 590 , 020

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

定義等世論調査で「景観・街並みが良好である」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 42 48 48 48 49

(1)
実　績　値 46.6 44.7 51.8 53.1 R6 50

達　成　率 111% 93% 93% 89% 108% 104% 111% 106% -

指標名景観の届出の内容が反映された完了届出割合

定義等各年度における景観法届出件数に対する完了届出の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 64 68

(2)
実　績　値 - - - 78.1 R6 75

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 122% 104% -

指標名まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

定義等景観資源の発掘や景観重要建造物の指定等に向けた、まち歩きやワークショップの開催回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 1 2

(3)
実　績　値 - - - 0 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割合

定義等市街化区域に対する地区計画等の策定面積割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 29.7 31.9 32.4 32.8 33.2

(4)
実　績　値 30.5 31.9 32.4 32.4 R6 34

達　成　率 103% 90% 100% 94% 100% 95% 99% 95% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　
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、景観審議会区民委員の募集チラシの配布

を行ったことにより、区民の景観に対する意識が向上し、身近な景観の魅力に気付くきっか

4

けとなったと考える。

（2）指標2は、届出

担

に関する問い合わせが

当

あった際や届出を受理

部

した際に、足立区景観

に

条例を改正して完了届

お

出を義務化した旨を

周

け

知していることから、

る

目標を達成したと考え

評

る。

（3）指標3は、

価

区民が魅力ある景観資

（

源を探す機会としてま

部

ち歩きを開催する予定

長

であったが、新型コロ

評

ナウイルスの影響によ

価

り

中止した。

（4）指

－

標4は、新規地区の地

１

区計画決定には至らな

次

かったが、北綾瀬駅周

評

辺地区及び辰沼一丁目

価

地区の２地区において

）

、令和４年

度の上半期

そ

の決定告示を目指し、

の

地区計画策定する準備

１

を関係所管と連携して

1

進めた。また、島根四

)

丁目地区及び舎人・古

施

千谷本

町地区地区計画

策

の２地区で地区計画の

の

変更を行った。

2)達

達

成状況と原因分析を踏

成

まえた今後の方向性

（

状

1）区民の景観への関

況

心をさらに高めて、区

と

民とともに魅力ある景

そ

観資源を発掘していく

の

ため、これまでの取組

原

みに加え、まち

歩きや

因

ワークショップ等の開

の

催、特定地区に関する

分

情報発信などを行い、

析

景観形成に関する普及

（

啓発の取組みを一層進

1

めていく。

（2）区民

）

や事業者に完了届出の

指

義務がある旨を引き続

標

き周知していく。また

1

、届出を通じて建築計

は

画における景観の質を

、

高める

規制誘導を行う

景

とともに、その内容が

観

着実に実行されている

形

ことを完了届出により

成

確認・把握していく。

に

（3）専門家の指導・

関

監修・参加のもとでま

す

ち歩きを開催し、参加

る

した区民に身近にある

啓

景観資源に対する認識

発

を高めてもらうと

とも

リ

に、歴史や文化を感じ

ー

られる景観資源を保全

フ

していく重要性につい

レ

て理解を深めるきっか

ッ

けとしてもらう。

（4

ト

）エリアデザイン計画

の

エリア、都市計画道路

発

沿道の延焼遮断帯の形

行

成、防災まちづくりの

、

推進地区、都営住宅建

毎

替え事業地区

等におい

月

て、地元まちづくり協

の

議会等を通じて、意向把握や東京都の協力の

S

もと地区計画を策定し

N

、協働・協創によるま

S

ちづくり

を推進してい

に

く。

よる情報発信
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

土地取引適正化事務 資産管理課3549 146 875 1,021現状維持 Ｂ

土地区画整理事業 道・道路整備課3937 164,137 63,722 227,859 縮小 Ａ

都市計画管理運営事務 都市建設課3960 952 10,502 11,454統合・終了 Ｂ

用途地域見直し事務 都市建設課3962 33,100 40,259 73,359現状維持 Ａ

景観形成の推進事業 都市建設課3964 1,286 35,008 36,294改善・変更 Ａ

公共事業に伴う融資あっせん・利子補給事業 道・道路整備課12392 297 875 1,172 縮小 Ｂ

サインの整備事業 都市建設課22759 7,085 8,752 15,837現状維持 Ａ

合計７事業 207,003 159,993 366,996

3)施施策の手段として位置付け

154



施

していきます。

方　　

策

　針

担当課名まちづく

の

り課（取りまとめ）

電

概

話番号03-3880

要

-5933 E-mai

柱

l machi@cit

立

y.adachi.t

て

okyo.jp

 各地

9

区における駅前広場等

【

の拠点整備は地域のま

ま

ちづくり協議会等とと

ち

もに協働によるまちづ

】

くりを進めています

。

地

竹の塚エリアでは、Ｕ

域

Ｒ都市機構主導による

の

エリアマネジメントな

個

ど、協創のプラットフ

性

ォームづくりに取り組

を

ん

でいます。

協働・協

活

創
の取組み

【目標】1

か

1住み続けられるまち

し

づくりを

【ﾀーｹ゙ｯ

た

ﾄ】11.7 203

都

0年までに、女性、子

市

ども、高齢者及び障害

基

者を含め、人々に安全

盤

で包摂的かつ利用が容

が

易な緑
ＳＤＧｓが

地や

整

公共スペースへの普遍

備

的アクセスを提供する

さ

目指す目標
【関連する

れ

理由】本施策では、緑

た

や公共スペースの創出

ま

とともに、まちへのア

ち

クセス性向上に寄与す

施

る事業に取り組
（ター

策

ゲッ
んでいるため。

ト

群

）との関
【評価（進捗

名

状況）】駅前広場や公

1

園等の整備に取り組ん

1

でおり、順調に進捗し

地

ている。
連及び評価

備

域

　　　考

の特性を活かしたまちづくりを進める

施策名11.2エリアデザイン計画の推進による拠点開発の展開

■エリアデザイン計画に基づき大学や病院などの拠点及び周辺環境を整備することにより、各エリアの魅力を高める
ことでイメージアップを図り、区内外から住みたくなる、訪れたくなるまちづくりを推進します。

施策の方向
( 目 標 )

■エリアデザインにより、江北エリアの東京女子医科大学附属足立医療センター建設及び周辺の施設・基盤の整備、
花畑エリアの文教大学東京あだちキャンパスの建設及び人道橋（花瀬橋）や親水拠点等の周辺環境整備、竹の塚エリ

アの鉄道高架化、六町エリアの駅前区有地の利活用及び安全安心ステーションなど、地域をリードするプロジェクト

が完了しました。
現　　　状■その他のエリアでは、西新井エリアの駅前広場・西新井公園及び都営梅田八丁目アパート創出用地に新しいコンセ

プトの図書館整備、北千住エリアの駅東口の市街地開発、綾瀬・北綾瀬エリアの駅前の交通広場及び民間開発の誘導

、竹ノ塚駅周辺の高架化後のまちづくりなど、まちの魅力を高める事業に取り組んでいます。

■その他の地域では、土地利用転換や都市計画事業の進捗に伴い、安心・安全なまちづくりに取組んでいます。
■拠点開発を進める場合、区による開発に頼ることなく、地域活性化の起爆剤となる民間企業を誘導する手法の検討
が必要です。

足

■エリアデザインを計

立

画的かつ着実に進める

区

ため、各事業の調整やスケジュール整理など

令

、遅滞なくプロジェク

和

トを

進める必要があり

４

ます。

■各地区の事業

年

化にあたっては区民等

度

の意見も十分に考慮し

施

て進める必要がありま

策

す。
課　　　題■区内

評

の開発状況に目配りを

価

利かせ、地区の状況に

調

応じた手法でまちづく

書

りを行う必要がありま

(

す。

■エリアデザイン

令

計画を策定する中で、

和

進めるべき拠点開発方

３

針を定め、それに伴う

年

周辺環境整備の方向性

度

を決定し

ます。

■拠点

事

開発を進めるにあたっ

業

ては、各エリアの特徴

実

やそのエリアに必要な

施

機能を担うことができ

)

る民間企業の誘導、

区

1

と民間が協働して開発手法などを検討し整備
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% 27% 0% 36% 100% 45% -

指標名拠点開発に伴う駅前広場等整備面積

定義等駅前広場が新たに整備された面積
指
単　位 ha 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 3.2 3.2 3.7 3.7 3.7

(5)
実　績　値 3.2 3.2 3.2 3.2 R6 3.9

達　成　率 100% 82% 100% 82% 86% 82% 86% 82% -

指標名拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

定義等拠点開発に伴う道路・公園整備に着手した数（累計）
指
単　位カ所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 11 13

(6)
実　績　値 - 3 10 11 R6 18

達　成　率 0% 0% 0% 17% 0% 56% 100% 61% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 7,247,018

人件費 228,490

総事業費 7,475,508

前年比(金額) 1,852,357

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

定義等世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「暮らしやすい」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 85.7 87.1

(1)
実　績　値 - 83.8 86 87.6 R6 90

達　成　率 0% 0% 0% 93% 0% 96% 102% 97% -

指標名エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の割合

定義等世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区に誇りを持っている」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 57.22 59.28

(2)
実　績　値 - 53.1 55.1 45.6 R6 63.4

達　成　率 0% 0% 0% 84% 0% 87% 80% 72% -

指標名エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割合

定義等世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区を人に勧めたい」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 56.38 58.52

(3)
実　績　値 - 52.1 52.9 44.7 R6 62.8

達　成　率 0% 0% 0% 83% 0% 84% 79% 71% -

指標名拠点開発着手数

定義等拠点開発に着手した施設又はエリアの数（累計）
指
単　位カ所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 5 6

(4)
実　績　値 - 3 4 5 R6 11

達　成　率 0% 0% 0
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は目標値を１.９ポイント上回ったが「区に誇りを

　　　持っている」は１１．６ポイント、「区を人に勧めたい」は１１．７ポイン

4

ト下回った。

　　　目標を下回った原因とし

担

ては、新型コロナウイ

当

ルス感染症の感染拡大

部

防止の対策としてステ

に

イホームの時間が多く

お

、ま

　　　ちの変化を

け

感じる機会が減少した

る

ため、数値に反映され

評

なかったと考えられる

価

。

指標（４）、（６）

（

　　　コロナ禍でも手

部

法を工夫し、スケジュ

長

ールを調整することで

評

当初の予定どおり着手

価

につなぐことができた

－

。

指標（５）

　　　令

１

和３年度は駅前広場等

次

の整備はなかったが、

評

今後の駅前広場等の整

価

備に向け、用地取得や

）

事業認可申請等の関連

そ

事業

　　　を進めるこ

の

とができた。

2)達成

１

状況と原因分析を踏ま

1

えた今後の方向性

指標

)

（１）～（３）

施

駅前広場や民間開発の

策

誘導、拠点開発の着手

の

等、エリアデザインを

達

計画的かつ着実に進め

成

ることで、住民が「暮

状

らし

　　　やすい」「

況

区に誇りを持っている

と

」「区を人に勧めたい

そ

」と感じられるまちづ

の

くりを進めていく。

指

原

標（４）、（６）

因

　拠点開発を予定して

の

いる年度に確実に着手

分

できるよう、準備して

析

いく。

指標（５）

指

　西新井駅西口の駅前

標

広場、綾瀬・北綾瀬駅

（

前交通広場の整備や竹

１

ノ塚駅西口の補助２６

）

１号線の進捗に合わせ

～

た駅前

　　　広場の段

（

階的整備を行い、目標

３

達成を目指す。

）

　　　エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地区まちづくり計画及び地区計画推進事業 まちづくり課3970 109,201 111,765 220,966現状維持 Ａ

北千住駅東口周辺まちづくり事業 まちづくり課3986 3,685 21,880 25,565現状維持 Ａ

鉄道立体化の促進事業 鉄・鉄道関連事業課3987 7,074,722 53,387 7,128,109現状維持 Ａ
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画事業資金積立基金積立
金

鉄・鉄道関連事業課3989 4,115 4,376 8,491現状維持 Ａ

鉄道立体推進事務 鉄・鉄道関連事業課4694 1,636 17,504 19,140現状維持 Ａ

住宅市街地総合整備事業 まちづくり課21956 2,310 13,128 15,438現状維持 Ａ

西部地区公衆便所の維持管理事業 道・西部道公維持課23147 51,349 6,450 57,799現状維持 Ｂ

合計７事業 7,247,018 228,490 7,475,508

3)施施策の手段として位置付け
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施

建築士やマンション管

策

理士等と連携して、相

の

談できる窓口体制の充

概

実を図る。

　令和２年

要

１２月より居住支援協

柱

議会を設置し、不動産

立

関係団体、学識経験者

て

、居住支援団体等の協

9

力を得ながら、

課題解

【

決に向けて関係機関へ

ま

つないでいく等、住宅

ち

確保要配慮者に寄り添

】

った居住支援を促進し

地

ていく。
方　　　針

担

域

当課名建・住宅課（取

の

りまとめ）

電話番号0

個

3-3880-596

性

3 E-mail juu

を

taku@city.

活

adachi.tok

か

yo.jp

　建築防災

し

課、開発指導課と連携

た

し、住宅の耐震工事、

都

住戸面積の確保等を誘

市

導し、住宅環境の改善

基

及び良質な住宅

の供給

盤

につながるよう取り組

が

みに努めている。

　地

整

域包括ケア推進課及び

備

区内不動産団体と連携

さ

して、住宅確保要配慮

れ

者の居住支援に取り組

た

んでいる。

協働・協創

ま

の取組み

【目標】11

ち

　住み続けられるまち

施

づくりを　【ターゲッ

策

ト】11.1　203

群

0年までに、すべての

名

人々に対し、適切、安

1

全

かつ安価な住宅及び

1

基本的サービスへのア

地

クセスを確保し、スラ

域

ムを改善する。
ＳＤＧ

の

ｓが
【関連する理由】

特

　公営住宅の管理運営

性

および整備を行い、良

を

質で安価な住宅を供給

活

していく。また、住宅

か

確保要配
目指す目標

慮

し

者の住宅確保について

た

、事業展開し行政評価

ま

することで、寄り添っ

ち

た支援体制を構築する

づ

。
（ターゲッ

【評価】

く

令和３年度から開始し

り

たお部屋さがしサポー

を

ト事業を指標に追加し

進

たことで、行政評価を

め

可視化することが
ト）

る

との関
できた。当事業

施

は、住宅セーフティネ

策

ットとしての役割を担

名

い、高齢者をはじめと

1

する住宅の確保が困難

1

な方々への
連及び評価

.

スムースな住居提供を

3

目指して強化していく

安

。

備　　　考

心して住み続けられる住宅環境の整備

　区民のライフスタイルに対応した豊かな住生活を形成するために、開発や修繕等の機会を捉え、良質な住宅供給を

誘導していく。

　「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育する者その他住宅の確保に特に配

施策の方向慮を要する者）に対して、地域の関係団体等と連携した支援を講じていくことで、民間賃貸住宅への入居を促進して

( 目 標 ) いく。

　集合住宅の建築及び管理に関する条例や環境整備基準に基づき、ファミリー世帯をはじめ、若年層や単身高齢者に

配慮した良質な住まいがバランスよく供給されるよう取組んでいる。

　ライフステージの変化にも対応して快適に暮らすことができるよう、公営住宅のバリアフリーやユニバーサルデザ

インを推進している。
現　　　状

　不動産団体との連携強化により、住み慣れた足立区で住み替えを希望している高齢者や子育て世帯等に民間賃貸住

宅のあっせん等を行っている。

　区営住宅の集約建替えおよび長寿命化を行い、長期に安全かつ快適で良質な住宅提供を行っている。

　さらなる少子超高齢社会の進展は、地域を支える活力の低下をもたらすため、魅力的な住宅施策を推進し、若い世

代の定住・定着につなげていくことが重要。

　多様なライフスタイルの居住ニーズに対応するた

足

めに、新たに供給され

立

る良質な住宅や既存住

区

宅のストック活用を

適切に誘導していく必要

令

がある。

　住宅確保要

和

配慮者は、保証人を確

４

保できないことをはじ

年

め、複数の課題を抱え

度

ているため、住宅のあ

施

っせんに加え
課　　　

策

題
て、相談者が抱える

評

個々の課題を紐解き、

価

寄り添った支援体制を

調

構築していく必要があ

書

る。

　小規模住棟の区

(

営住宅が分散しており

令

、修繕時期の集中およ

和

び管理効率が悪いため

３

、集約管理を進めてい

年

く必要が

ある。

　長期

度

にわたり良好な状態で

事

使用できる優良な住宅

業

の建設を誘導する。

実

居住環境の向上や多世

施

代居住につながる既存

)

ストック住宅の改良を

1

推進する。

　住まいに関する課題について、
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定義等お部屋さがしサポート事業のお部屋紹介によって民間賃貸住宅に成約した割合
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 65

(5)
実　績　値 - - - 61.5 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 123% 123% -

指標名あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

定義等お部屋さがしサポート事業の窓口相談を利用された延べ相談者数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 150 250

(6)
実　績　値 - - - 243 R6 150

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 162% 162% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 420,519

人件費 197,821

総事業費 618,340

前年比(金額) 36,940

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割合（低減目標）

定義等世論調査で、特に暮らしにくいと感じることとして「家の広さなどの居住環境が悪いこと」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 11 10

(1)
実　績　値 - 13.1 10.8 16.2 R6 9

達　成　率 0% 0% 0% 69% 0% 83% 68% 56% -

指標名着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

定義等新規に着工される戸建住宅のうち、長期優良住宅と認定された住宅の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 17 17 18 18 19

(2)
実　績　値 14.64 13.81 13.42 13.27 R6 20

達　成　率 86% 73% 81% 69% 75% 67% 74% 66% -

指標名住宅改良助成事業の助成件数

定義等助成申請件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 70 80

(3)
実　績　値 - 17 48 77 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 85% 0% 240% 110% 385% -

指標名戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣件数

定義等住まいに関する相談・アドバイザー派遣実績件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 120 130

(4)
実　績　値 - 101 72 65 R6 150

達　成　率 0% 0% 0% 67% 0% 48% 54% 43% -

指標名あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合
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が

果的な周知を図ること

長

で、さらなる契約率の

く

向上に取り組んでいく

な

。

ったことで、家の広さなど

の居住環境を改めて見直すきっかけが増えた結果と思われる。

　指標２は、目標値を大きく下回っ

4

た。長期優良住宅に適合させるにあたり、工

担

事費が高くなることか

当

ら、昨今の不動産価格

部

の高

騰や新型コロナウ

に

イルスによる将来不安

お

などが影響していると

け

思われる。

　指標３は

る

、目標値を大きく上回

評

った。令和２年度から

価

住宅改良助成の対象メ

（

ニューを拡充して利用

部

促進を図ってきたが、

長

令和３

年度は周知が十

評

分に図られたことに伴

価

い、制度利用が高まる

－

結果となった。

　指標

１

４は、目標値を大きく

次

下回った。緊急事態宣

評

言等に伴い、例年１０

価

月に開催している総合

）

住宅相談会が開催でき

そ

なかったこ

とやアドバ

の

イザー派遣を中止した

１

こと等が大きく影響し

1

ている。

　指標５及び

)

指標６は、目標値を大

施

きく上回った。令和３

策

年度から新たに開始し

の

た事業ではあるが、立

達

ち退きを迫られている

成

高齢

者からの相談や新

状

型コロナウイルスの影

況

響により給料が減額さ

と

れて生活が逼迫してい

そ

る方からの相談などが

の

多かった。事業開始に

原

合わせて、区役所窓口

因

へ新たに専任職員を配

の

置し、福祉部や区内不

分

動産団体と連携を図り

析

ながら、相談者に寄り添った対応を図る

こと

指

で、住宅確保の成約率

標

に繋がった。また、事

１

業開始に先立ち、プレ

は

スリリースの実施や地

、

域包括支援センター等

目

への頻繁な連

絡も良好

標

な結果に繋がっている

値

。

2)達成状況と原因

を

分析を踏まえた今後の

大

方向性

　長期優良住宅

き

の普及や住宅改良助成

く

事業、住まいに関する

下

相談等の利用を促進さ

回

せることで、暮らしや

っ

すい居住環境を推進し

た

て

いく。

　長期優良住

。

宅の普及及び住宅改良

コ

助成の利用促進にあた

ロ

っては、事業者との窓

ナ

口となる関係部署と連

禍

携して、パンフレット

に

等に

よる周知を図ると

お

ともに、区民や関係団

け

体と接する機会を捉え

る

て、内容やメリット等

テ

についてPRを行って

レ

いく。

　住まいに関す

ワ

る相談やアドバイザー

ー

派遣の利用促進に向け

ク

ては、利用者のアンケ

な

ート結果等をもとに、

ど

効果的な周知の方法を

、

検

討し実績値の改善に

自

取り組んでいく。

　あ

宅

だちお部屋さがしサポ

で

ート事業の利用促進に

過

あたっては、足立区居

ご

住支援協議会において

す

事業検証を行い、頂い

時

た意見を踏ま

え、相談

間

者及び家主の双方に効
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

開発指導事務 建・開発指導課3995 327 41,488 41,815現状維持 Ａ

区営住宅管理事務 建・住宅課4004 149,749 43,693 193,442現状維持 Ａ

一般区営住宅改修整備資金積立基金積立金 建・住宅課4006 151,537 875 152,412現状維持 Ｂ

区営住宅更新事業 建・住宅課4007 102,552 17,504 120,056現状維持 Ａ

住宅施策推進事務 建・住宅課4008 7,125 55,752 62,877 拡充 Ａ

住宅改良助成事業 建・建築防災課4009 9,229 12,253 21,482改善・変更 Ａ

公共住宅再編事務 建・住宅課12042 0 26,256 26,256現状維持 Ａ

合計７事業 420,519 197,821 618,340

3)施施策の手段として位置付け
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施

ークイノベ課（取りま

策

とめ）

電話番号03-

の

3880-5423 E

概

-mail midor

要

i@city.ada

柱

chi.tokyo.

立

jp

　放課後子ども教

て

室やサロン豆の木など

9

における緑の普及啓発

【

事業、エリアデザイン

ま

やユニバーサルデザイ

ち

ン担当、

まちづくり部

】

署との連携による公園

地

整備、町会等による公

域

園の自主管理、民有地

の

の保存樹木・樹林の管

個

理支援など

協働・協創

性

の取組み

【目標】11

を

 住み続けられるまち

活

づくりを　【ターゲッ

か

ト】11.7 203

し

0年までに、女性、子

た

ども、高齢者及び障害

都

者を

含め、人々に安全

市

で包摂的かつ利用が容

基

易な緑地や公共スペー

盤

スへの普遍的アクセス

が

を提供する。　【関連

整

する理由
ＳＤＧｓが

】

備

民有地の緑化推進や目

さ

的に合わせて選べる公

れ

園整備を行うことで、

た

身近な生活空間に緑を

ま

増やすとともに、誰も

ち

が
目指す目標

利用でき

施

る公園を提供する。　

策

【評価】緑化活動に取

群

り組む「ひとづくり」

名

、緑化や公園整備によ

1

る「まちづくり」
（タ

1

ーゲッ
の指標設定によ

地

り、花や緑が体感でき

域

る緑地や公共スペース

の

づくりを行っている。

特

ト）との関
【目標】1

性

7 パートナーシップ

を

で目標を達成しよう　

活

【ターゲット】17.

か

17 様々なパートナ

し

ーシップの経験や資源

た

戦
連及び評価

略を基に

ま

した、効果的な公的、

ち

官民、市民社会のパー

づ

トナーシップを奨励・

く

推進する。　【関連す

り

る理由】公園等に

つい

を

て地域による自主管理

進

を推進している。　【

め

評価】美化や緑化の活

る

動の促進を図っている

施

。

達成状況により令和

策

4年度目標値から上方

名

②修正【成果指標、活

1

②動指標－２】

備　　

1

　考

.4緑のある空間の創出や自然環境の保全

　区民が、個人でも、楽しく、気軽に緑や自然に触れ合える機会を創出するとともに、区民や事業者との協創体制を

推進することで、自ら緑や公園、自然を守り育むひとを増やします。

　計画的かつ効率的な公園改修を実現するとともに、貴重な民有樹林や農地を保全することで、魅力のある緑を実感

施策の方向できるまちづくりを推進していきます。

( 目 標 )

　公園の自主管理や保存樹木制度、緑化・自然の普及啓発事業を通じて、区民とともに緑や公園を守っています。

　まちづくりの進展やパークイノベーションの推進を背景に魅力のある公園の整備が進み、１人あたりの公園面積は

約4.7㎡となり、「足立区立公園条例」で定める５㎡以上に近づいています。

　防災・減災、環境・景観の向上等、民有地を含めた緑や空地が持つ機能の必要性が見直されている一方で、都市化
現　　　状

の進展に伴い、民有地の緑が減少しています。

　公園や緑に関わる活動団体の構成員は高齢化が進んでいるため、子育て、観光、福祉等の自主活動団体や学校、民

間企業などとの連携により様々な世代の参画を働きかけていく必要があります。

　公園の老朽化が進む中、限られた財源で改修していくため、既存施設の再生・延命化を図り安全性を維持する必要

があります。

　感染症等の流行

足

により、暮らしや働き

立

方だけではなく、公園

区

の利用の仕方も大きく変化しており、新しい

令

生活様式
課　　　題

に

和

対応していく必要があ

４

ります。

　区民が緑の

年

効果を実感できるよう

度

、身近な生活空間に緑

施

を増やしていく必要が

策

あります。

　緑や公園

評

を守り育むために自ら

価

行動し活動する人を増

調

やすとともに、その活

書

動を広げつなぐ仕組み

(

を作ります。

　地域の

令

意見を聞きながら計画

和

的に公園を改修し、安

３

全かつ地域の特性を活

年

かした魅力ある公園づ

度

くりを進めます。

　ま

事

とまりのある貴重な樹

業

林を保存樹林に指定す

実

ることや、「特定生産

施

緑地制度」の活用等に

)

より、民有地の緑の保

1

全を推進します。

方　　　針

担当課名道・パ
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% 0% 0% 43% 0% 42% 215% 98% -

指標名【成果2-1】パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

定義等パークイノベーションの考え方に基づき、改修・新設した公園の数
指
単　位か所 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 59 69

(5)
実　績　値 - 39 51 55 R6 89

達　成　率 0% 0% 0% 44% 0% 57% 93% 62% -

指標名【成果2-2】特定生産緑地面積（累計）

定義等特定生産緑地の指定面積（累計）
指
単　位 ha 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 12.7 21.1

(6)
実　績　値 - 9.87 14.24 20.69 R6 21.8

達　成　率 0% 0% 0% 45% 0% 65% 163% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 3,596,211

人件費 626,745

総事業費 4,222,956

前年比(金額) △ 84 , 710

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】緑化活動に参加した区民の割合

定義等世論調査で「この１年間に緑を増やしたり、育てる取り組みに参加した」と回答した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 16.5 16.8

(1)
実　績　値 - 15.9 13.5 17.3 R6 17.4

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 78% 105% 99% -

指標名【活動1-1】緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

定義等緑の普及啓発講座や公園で行う自然に親しむ講座等の実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 444 455

(2)
実　績　値 - 423 412 616 R6 476

達　成　率 0% 0% 0% 89% 0% 87% 139% 129% -

指標名【活動1-2】みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

定義等公園等の管理、花壇や緑地・大木の管理、緑によるまちの美化、農業支援に取り組む区民・団体数
指
単　位人、団体平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 1,219 1,250

(3)
実　績　値 - 1,163 1,169 1,218 R6 1,312

達　成　率 0% 0% 0% 89% 0% 89% 100% 93% -

指標名【成果2】まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

定義等世論調査で「まちなかの花や緑が多い」と回答した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 29.3 63.4

(4)
実　績　値 - 27.8 27.2 62.9 R6 64.4

達　成　率 0
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材の育成により、目標値を上回った

。

【活動1-1】　緑の普及啓発事業は、コロナ禍に伴う制約があり、開催予定数に至らなかっ

4

たが、都市農業公園や生物園における

屋外プ

担

ログラムを精力的に実

当

施した結果、目標値を

部

大幅に上回った。

【活

に

動1-2】　公園等の

お

新規の自主管理団体数

け

は増えなかったが、花

る

のあるまちかど事業や

評

花いっぱいコンクール

価

の参加団体が増

えたこ

（

とにより、概ね目標を

部

達成した。

【成果2】

長

　世論調査における「

評

まち中の花や緑」の設

価

問について、増減につ

－

いて問うのではなく、

１

現在の体感を問う内容

次

に変更

した結果、目標

評

値を大幅に上回った。

価

【活動2-1】　ボー

）

ル遊びコーナーのある

そ

公園や幼児が安心して

の

遊べる広場など、それ

１

ぞれの公園にテーマを

1

設け、公園整備を行

っ

)

た。一部、改修時期の

施

見直しを行った結果、

策

目標達成には至らなか

の

った。

【活動2-2】

達

　生産緑地の指定を受

成

けた農業者を対象に、

状

特定生産緑地の指定の

況

働き掛けを行った結果

と

、目標値を大きく上回

そ

った

。

2)達成状況と

の

原因分析を踏まえた今

原

後の方向性

【成果1、

因

活動1-1、活動1-

の

2】

　緑の普及啓発を

分

進めるために、WEB

析

の活用や開催方法を工

【

夫しながら企画を実施

成

していく。また、緑化

果

を推進する緑の協力員

1

の

スキルアップ講座の

】

実施や、個人活動が中心の緑のサポーターの

花

緑の協力員へのステッ

や

プアップを働きかけて

緑

いく。さらに、民有

地

に

の優良緑化を表彰し、

興

普及啓発を行っていく

味

。

　自主管理団体を増

を

やすよう、公園の新設

持

時に地域へ働きかけを

っ

行う。また、花のある

て

まちかど事業や花いっ

も

ぱいコンクールにつ

い

ら

ては、日常的な活動や

う

個人での活動を促進す

企

ることで、参加団体増

画

を目指していく。

【成

の

果2、活動2-1、活

実

動2-2】

　パークイ

施

ノベーションによる公

や

園改修については、エ

、

リアデザイン計画地域

花

やバリアフリー地区別

や

計画と連動させながら

緑

、計画

を推進していく

の

。

　特定生産緑地の指

育

定については、生産緑

成

地の指定から３０年を

・

経過する前に、引き続

保

き農業を継続していた

全

だくよう現行の農業

者

を

に指定の働きかけを継

リ

続する。

ードする人
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

拠点公園の運営管理委託事業 道・パークイノベ課3930 539,669 45,885 585,554現状維持 Ａ

水路の維持事業 道・東部道公維持課20729 5,199 0 5,199

水路の整備事業 道・道路整備課20752 56,949 4,376 61,325現状維持 Ｂ

緑と公園推進事務 道・パークイノベ課20779 18,260 65,379 83,639現状維持 Ｂ

公園等の整備事業 道・パークイノベ課20788 817,000 108,242 925,242現状維持 Ａ

緑の普及啓発事業 道・パークイノベ課20799 7,782 58,992 66,774現状維持 Ｂ

民間緑化推進助成事業 道・パークイノベ課20823 17,891 25,280 43,171改善・変更 Ａ

緑の基金積立金 道・パークイノベ課20832 2,670 2,626 5,296現状維持 Ａ

西部地区公園・親水施設等の維持管理事業 道・西部道公維持課23176 2,130,791 315,965 2,446,756現状維持 Ａ

合計９事業 3,596,211 626,745 4,222,956

3)施施策の手段として位置付け
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施

活用を強化し区内企業

策

のデジタル化を支援。

の

また、

　コロナ禍で実

概

施できなかった海外販

要

路拡大を支援していく

柱

。

■   創業相談や融

立

資、セミナーなどの創

て

業の段階に応じた様々

1

なメニューを組み合わ

0

せ、事業規模や売上を

【

拡大させ
方　　　針

ま

ていく企業の育成、ネ

ち

ットワーク化を図って

】

いく。

■   創業支援

活

施設に限定せず、空き

力

店舗等を活用し、まち

と

の賑わいやビジネスの

に

創出に寄与する事業を

ぎ

進めていく。

担当課名

わ

産業振興課（取りまと

い

め）

電話番号03-3

の

880-5869 E-

あ

mail sangyo

る

@city.adac

ま

hi.tokyo.j

ち

p

１）商店街装飾灯補

施

修:安全設備課　２）

策

商店街ｲﾍ゙ﾝﾄ:観

群

光交流協会、道路公園

名

管理課　３）小売市場

1

管理:資産管理

部、住

2

宅課　４）大型小売店

地

舗出店調整：都市建設

域

部、環境部　５）製造

経

業者の事業展開：産業

済

政策課、企業経営支

援

の

課、ｼﾃｨﾌ゚ﾛﾓー

活

ｼｮﾝ課　６）生産緑

性

地地区追加指定：都市

化

建設課　７）農業体験

を

学習事業：教育委員会

進

協働・協創
の取組み

【

め

目標】8働きがいも経

る

済成長も、9産業と技

施

術革新の基盤をつくろ

策

う【ﾀーｹ゙ｯﾄ】8

名

.3生産活動や適切な

1

雇用創出、起

業、創造

2

性及びイノベーション

.

を支援する開発重視型

1

の政策を促進するとと

デ

もに、金融サービスへ

ジ

のアクセス改善な
ＳＤ

タ

Ｇｓが
どを通じて中小

ル

零細企業の設立や成長

シ

を奨励する。9.2包

フ

摂的かつ持続可能な産

ト

業化を促進し、203

に

0年までに各国の
目指

挑

す目標
状況に応じて雇

み

用及びGDPに占める

、

産業セクターの割合を

区

大幅に増加させる。【

内

関連する理由】区内事

産

業者の支援を
（ターゲ

業

ッ
行い、地域の活力を

の

育むことで、経済成長

成

や産業の基盤をつくる

長

ことにつながる。【評

を

価】ｺﾛﾅ禍でも感染

支

状況を把
ト）との関

握

え

しながら、ｵﾝﾗｲﾝ

、

等を活用した支援を実

地

施できた。引き続き区

域

内事業者の販路拡大等

の

の支援を実施していく

活

。
連及び評価

備　　　

力

考

を高める

■　全国の専門家が持つノウハウや販路を活用した事業展開や、区内企業に対するデジタル化を進め、国内外に向け
　た販路拡大を支援していく。

■　セミナー等を通じたネットワーク化や、伴走支援を通じて、区内産業の魅力を高める起業・創業者を集積し、地
施策の方向　域の活力を育んでいく。

( 目 標 )

■   産業団体や個々の企業が見本市に出展する際の助成や足立ブランドＨＰ、冊子での現認定企業の取組み紹介、　
　大型見本市に出展する際の効果を高めるための研修等を実施。また、コロナ禍における新たな取り組みとしてオ　

　ンライン商談会を開催するなど、販路拡大に向けた支援を行っている。 

■　企業間のネットワーク化を図るため、事業者向け連続セミナーやマッチング企画を実施し、令和3年度は延べ
現　　　状

　80社が参加した。

■   区内での創業を促進するため、創業相談、創業セミナー、オフィスの提供、創業プランコンテスト等のステージ
　にあわせた切れ間のないサポートを各関係団体と行い、令和3年は888件の起業につなげた。

■　社会が絶えず変化するなか、個々の事業者が販路を拡大していくうえで、有効な知識や技術、人脈を蓄積してい
　く必要がある。 

■   新型コロナウイルス感染症拡大により既存の販路を失う企業が多く

足

ある一方、今後増加す

立

る見込みのオンライン

区

　見本市等を効果的に活用できる企業を増や

令

す支援が必要がある。

和

■   区内企業や事業

４

者が事業の質の向上を

年

図れるよう、マッチン

度

グクリエイターによる

施

ネットワークづくりや

策

制度等
課　　　題

　の

評

活用等を進め支援する

価

必要がある。 

■   

調

社会状況の変化ととも

書

に多様化する創業ニー

(

ズに対応するため、創

令

業支援施設のあり方等

和

について検討する必要

３

　がある。

■   事業

年

者の規模や業種にかか

度

わらず、商品やサービ

事

スの質の向上に資する

業

ノウハウの習得のため

実

のアドバイスや助

　成

施

を行い支援していく。

)

■   販路拡大の支援

1

として、オンライン見本市やＥＣサイト等の
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数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 125 131 137

(5)
実　績　値 - 118 42 73 R6 150

達　成　率 0% 0% 0% 79% 34% 28% 56% 49% -

指標名中小企業診断士による開業相談数

定義等中小企業診断士による開業相談数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 492 502 513

(6)
実　績　値 - 482 459 471 R6 535

達　成　率 0% 0% 0% 90% 93% 86% 94% 88% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,951,538

人件費 396,682

総事業費 2,348,220

前年比(金額) 1,122,495

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のある割合

定義等販路拡大支援事業、足立ブランド事業の商談会参加者で商談につながる企業の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 70 70 75

(1)
実　績　値 - 64 61 77 R6 80

達　成　率 0% 0% 0% 80% 87% 76% 110% 96% -

指標名販路拡大事業等に参画した専門家の人数

定義等販路拡大事業等に参画した専門家の人数の累計
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 15 20

(2)
実　績　値 - - - 13 R6 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 87% 43% -

指標名デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市に出展した件数 

定義等オンライン見本市出展助成の申請件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 45 45

(3)
実　績　値 - - - 12 R6 45

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 27% 27% -

指標名空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

定義等空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 5 7 7

(4)
実　績　値 - 2 5 5 R6 12

達　成　率 0% 0% 0% 17% 100% 42% 71% 42% -

指標名 ※ )区、関係団体が実施した特定創業支援等事業( 認定セミナー参加者数

定義等 ※ )区、関係団体が実施した特定創業支援等事業( 認定セミナー参加者
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て

について、製造業に限

い

定されていた対象を製

る

造業以外の小売や卸業

が

等も活用できるよう対

、

象

を拡大し。区内事業

そ

者が広く活用できる事

の

を区ホームページやフ

反

ェイスブック等SNS

面

を活用して積極的に周

営

知していく。

【指標4

業

】「空き店舗マッチン

バ

グ支援事業」は補助金

イ

額を令和４年度から増

ヤ

額した。この事業は足

ー

立成和信用金庫との協

と

創事業で

あり、情報共

じ

有が不可欠である。今

っ

後も協力しながら事業

く

を進めていく。

【指標

り

5】年間を通じて区や

商

関係団体のセミナーが

談

開催されるように、ス

で

ケジュールを調整し、

き

創業希望者が経営に関

る

することを

学べる機会

と

を増やしていく。

【指

の

標6】現在実施してい

声

る創業融資後の中小企

も

業相談員のアフターフ

あ

ォローに加え、マッチ

っ

ングクリエイターや令

た

和４年度から

新設した

。

事業者なんでも相談員

ま

とウェブ活用アドバイ

た

ザーの活用により悩め

、

る事業者が相談しやす

コ

い環境を整え、事業規

ロ

模や売上

を拡大させて

ナ

いく区内企業の育成を

禍

図っていく。

でもできる販路拡大支援としてオンライン商

4

談会も実施し、足立ブランド認

定企業の商材

担

に対して適切なバイヤ

当

ーを招聘してマッチン

部

グも行ったことで販路

に

拡大に繋がる割合は前

お

年度を上回った。

【指

け

標2】区内事業者の国

る

内および海外での販路

評

拡大を、バイヤー等の

価

専門家参画のもと支援

（

したが、コロナ禍にあ

部

って海外との

行き来が

長

できず、参画数が減っ

評

た結果、目標値を達成

価

できなかった。

【指標

－

3】新型コロナウイル

１

ス感染症拡大の影響に

次

より、令和３年度は多

評

くの見本市がリアルか

価

らオンラインに切り替

）

えられると

の想定だっ

そ

たが、実際にはリアル

の

とオンラインが併用さ

１

れており、オンライン

1

見本市の開催が想定よ

)

り少なかった。

【指標

施

4】令和３年度から「

策

空き店舗マッチング支

の

援事業」を開始したが

達

、実績を作ることがで

成

きず家賃補助５件にと

状

どまった。

コロナ禍で

況

協力金が出ていること

と

から廃業まで至らない

そ

ためと推測される。ま

の

た、創業者もコロナ禍

原

で特に飲食業開業はリ

因

スクが

高く、希望者が

の

少なかった。

【指標5

分

】新型コロナウイルス

析

感染症拡大の影響でセ

【

ミナーの定員を減らし

指

たり、中止する信用金

標

庫があり、実績は伸び

1

なかった

が、令和３年

】

度から認定セミナーを

新

１ヵ所増やすことがで

型

きた。

【指標6】開業

コ

相談数はコロナ禍によ

ロ

る経済不安が著しかっ

ナ

た令和２年度と比べる

ウ

と回復しつつあり、起

イ

業に対するマインドも

ル

徐

に々ではあるが、高

ス

まりつつあると推測す

感

る。

2)達成状況と原

染

因分析を踏まえた今後

症

の方向性

【指標1】令

拡

和３年度（令和４年３

大

月開催）に出展した機

の

械要素技術展は令和４

影

年度は６月に開催され

響

、出展の効果が見込め

に

ない

ため出展は見送る

よ

予定。引き続き新型コ

り

ロナウイルスの感染状

、

況を注視しながら、オ

機

ンライン商談会など機

械

械要素技術展に替わる

要

効果的な商談会等の実

素

施について検討してい

技

く。

【指標2】海外展

術

示会等への出展や、展

展

示販売イベント出展体

で

制整備支援を目的とし

は

た伴走支援等で、専門

来

家の参画数増を予定し

場

ており、国内外の感染

者

症拡大状況に合わせて

は

、オンラインを活用し

減

ながら事業を展開して

少

いく。

【指標3】オン

し

ライン見本市出展助成
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２５事業 1,951,538 396,682 2,348,220

3)施施策の手段として位置付け
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産業 産

務

10,722 5,25

企

1 15,973現状維

業

持 Ａ

イノベーション推

経

進事業 企業経営支援課

営

21927 14,87

支

8 11,992 26,

援

870改善・変更 Ａ

合

課

計２５事業 1,951

3

,538 396,68

6

2 2,348,220

業

06 35,190

別紙

3)施策

1

の手段として位置付け

,

られる事務事業の評価

政

7

結果
事務事業 施策への

5

事務事業名 事業費 人件

0

費総事業費課長評価 担

3

当課コ ー ド 貢献度

6,940現

策

状維持 Ａ

勤労福祉会館

課

運営事業 企業経営支援

3

課3608 61,47

6

7 12,770 74,

0

247改善・変更 Ｂ

産

1

業振興一般管理事務 産

1

業振興課3623 3,

政 ,

324 10,372 1

3

3,696現状維持 Ｂ

4

商店街環境整備支援事

5

業 産業振興課3624

3

17,220 22,5

5

28 39,748現状

,

維持 Ａ

商店街活動支援

0

事業 産業振興課362

0

5 412,934 27

8

,228 440,16

策 3

2現状維持 Ｂ

ものづく

6

り支援事業 産業振興課

,

3630 181,70

3

1 42,326 224

5

,027 拡充 Ａ

足立ブ

3

ランド認定推進事業 産

現

業振興課3633 32

状

,501 12,122

維

44,623改善・変

持

更 Ａ

農地の維持・整備

一 Ｂ

事業 産業振興課363

地

6 28,724 18,

域

118 46,842現

経

状維持 Ａ

農業委員会運

済

営事務 産業振興課36

活

37 7,862 14,

性

942 22,804現

化

状維持 Ａ

地場農産品普

計

及促進事業 産業振興課

画

3640 296 6,9

般

の

68 7,264現状維

推

持 Ａ

農業者団体活動支

進

援事業 産業振興課36

事

41 980 3,501

業

4,481現状維持 Ａ

産

国有農地管理事務 産業

業

振興課3643 214

政

4,700 4,914

策

現状維持 Ｃ

中小企業支

課

援事業 企業経営支援課

管

3

3647 2,014 2

6

3,816 25,83

0

0 拡充 Ｂ

中小企業融資

3

事業 企業経営支援課3

5

648 871,862

4

43,592 915,

,

454現状維持 Ａ

産業

1

振興ホールの利用促進

5

事業 企業経営支援課3

4

651 104,673

理

1

7,002 111,6

7

75現状維持 Ｂ

起業家

,

育成事業 企業経営支援

5

課3655 12,34

0

1 16,368 28,

4

709現状維持 Ｂ

創業

7

支援施設の管理運営事

1

業 企業経営支援課36

,

56 43,089 16

6

,368 59,457

事

5

現状維持 Ｂ

ビジネス機

8

会創出支援事業 企業経

拡

営支援課3657 78

充

2 21,451 22,

Ａ

233現状維持 Ａ

公衆

勤

浴場の活性化等事業助

労

成事務 衛生管理課38

福

20 17,457 7,

祉

002 24,459現

サ

状維持 Ａ

あだち産業セ

務

ー

ンターの管理運営事業

ビ

企業経営支援課565

ス

4 35,798 5,2

セ

51 41,049現状

ン

維持 Ｂ

産業展示会事業

タ

産業振興課12313

ー

0 8,752 8,75

助

2改善・変更 Ｂ

農業人

成

材育成・経営支援事業

事

産業振興課21085

171



紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

選
方　　　針

　択肢を

策

広げることにつながる

の

提案や情報提供の機会

概

を増加させます。

■　

要

コロナ禍において、企

柱

業への訪問や集合研修

立

が制限されるなか、リ

て

モートでの面接やWe

1

b会議システムを活用

0

し

　た研修への切り替

【

えを図り支援を継続し

ま

ていきます。

■　介護

ち

職員の確保・定着を進

】

めるため、介護職員向

活

けに資格取得の支援を

力

実施していきます。

担

と

当課名企業経営支援課

に

（取りまとめ）

電話番

ぎ

号03-3880-5

わ

495 5496 5

い

486 E-mail k

の

igyo-shien

あ

@city.adac

る

hi.tokyo.j

ま

p

ハローワークや東京

ち

しごとセンター等の専

施

門機関との共催により

策

マンスリー就職面接会

群

を開催している。 

私

名

立保育園課や高齢福祉

1

課では、保育や介護人

2

材確保を目的に面接会

地

の実施や研修費用の助

域

成をしている。

協働

経

・協創
の取組み

目標（

済

ターゲット）：８.５

の

雇用と働きがいのある

活

仕事、同一労働同一賃

性

金を達成する。

ＳＤＧ

化

ｓが
目指す目標
（ター

を

ゲッ
ト）との関
連及び

進

評価

現状・方針につい

め

ては政策経営課と協議

る

し一部変更。

備　　　

施

考

策名12.2就労・雇用支援の充実

■　求職者に対し幅広い仕事の選択機会を提供し、企業とのマッチングにより、就労決定につなげていきます。

■　企業向けの助成や研修実施に加え、人材不足に悩む業界へのサポートにより、企業が抱える人材確保や育成、

　定着時の課題解決を支援します。

施策の方向
( 目 標 )

■　毎月、雇用形態や業種等のテーマを設定し、ハロワーク足立や荒川区等と協働して、合同就職面接会を開催して

　います。

■　保育・介護等人材不足業界の人材確保を目的とした面接会や研修を実施しています。

■　社会貢献意識が強いシニア人材と、シニアの豊富な経験を必要とする企業をマッチングによりつないでいます。
現　　　状

■　経営者、指導担当、若手社員を対象とした集合研修を実施し、研修をとおして、企業間の交流や情報交換も行っ

　ています。

■　企業向けに社員の研修参加費用や就業規則作成費用を助成しています。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、雇い止め等により早急な支援が必要な求職者が増加しています。

■　新型コロナウイルス感染症の影響により、企業の雇用形態や採用方法、要望にも変化がみられ、今後の社会の動

　きを注視していく必要があります。

■　企業向け支援における訪問や集合研修、求職者向けの面接会やマッチング等いずれの支援事業においても、感染

　防止のため実施方法の見直し

足

が必要です。
課　　　

立

題
■　保育人材につい

区

ては、確保・定着が進みつつある一方、介護

令

人材については、有効

和

求人倍率・離職率とも

４

に高い

　状況にありま

年

す。

■　新型コロナウ

度

イルス感染症の影響下

施

で仕事を探す方に向け

策

、ハローワーク足立等

評

と連携し、面接会の実

価

施により

　企業とのマ

調

ッチング機会を設け、

書

就労決定につなげてい

(

きます。

■　経験や能

令

力をもつシニアや求職

和

者と区内企業をマッチ

３

ングさせ、シニア人材

年

の利活用等企業が求め

度

る適切なスキ

　ルを持

事

つ人材を必要な時に確

業

保していきます。

■　

実

勤務形態等、働き方自

施

体が変化していく中で

)

、企業向けにテレワー

1

クやWeb面接の導入促進等、採用・雇用の
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% 124% -

指標名企業向け集合研修実施後アンケートにおいて「満足」、「おおむね満足」の回答の割合

定義等セミナー等に参加した企業のうちアンケートの回答を「満足」「おおむね満足」とした企業割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 80 80 80

(5)
実　績　値 - 79.3 - 85 R6 80

達　成　率 0% 0% 0% 99% 0% 0% 106% 106% -

指標名介護職員資格取得支援者数

定義等初任者研修と実務者研修に参加した人数
指
単　位 社 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 100 100 100

(6)
実　績　値 - 34 94 132 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 34% 94% 94% 132% 132% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 159,298

人件費 14,975

総事業費 174,273

前年比(金額) △1,610,142

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会）

定義等シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会参加者のうち採用につながった人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 25 25 25

(1)
実　績　値 - 21.4 41.6 23.9 R6 25

達　成　率 0% 0% 0% 86% 166% 166% 96% 96% -

指標名求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

定義等マンスリー就職面接会参加者が企業と面接をした回数
指
単　位件数 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 1,000 1,000 1,000

(2)
実　績　値 - 906 0 151 R6 1,000

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 0% 15% 15% -

指標名シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

定義等区内中小企業人材確保支援事業でセカンドキャリアワーカー人材登録に登録をした企業数
指
単　位 社 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 50 50 50

(3)
実　績　値 - - 9 86 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 0% 18% 18% 172% 172% -

指標名支援対象企業数

定義等従業員の研修費用助成、就業規則作成助成を活用した企業数及び企業向け研修に参加した企業数の合計
指
単　位 社 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 100 100 100

(4)
実　績　値 - 88 76 124 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 88% 76% 76% 124
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、

業人材確保支援事業に

マ

ついては、令和４年度

ン

からは、単なるマッチ

ス

ングだけでなく、人材

リ

育成等の課題のある企

ー

業の

業務の一部をシニ

就

アのもつ経験や能力と

職

マッチさせ、シニア人

面

材の利活用が高まる仕

接

掛けを検討していく。

会

また、求人企業の魅力

参

を紹介する動画配信や

加

企業が求める人材をオ

者

ンラインでアピールし

１

、求職者の区内企業に

３

対する関心を高めてい

７

く。

　従業員のスキル

名

アップや企業の雇用職

の

場環境改善につながる

う

助成事業については、

ち

ＨＰやＳＮＳ等を活用

４

し周知していく。産業

５

技術・経営研修会助成

名

事業については、アス

が

ベスト含有建材の有無

採

の事前調査を行うため

用

、区内の元請業者や自

に

主施行者が本事業

を活

つ

用できるよう、アスベ

な

スト関連の担当所管で

が

ある生活環境保全課と

っ

情報共有しながら、よ

た

り多くの従業員のスキ

。

ルアップにつ

なげてい

マ

く。

　また、介護職員

ン

の確保・定着を図るた

ス

め、今後も介護事業に

リ

従事する職員のスキル

ー

アップや定着支援につ

就

ながるよう、介護事業

職

者に積極的な利用を働

面

きかけていく。

接会においては、２年度はコロナの影響

4

により開催を中止していたが、

３年度は、参

担

加方法を当日フリーか

当

ら事前予約制としたこ

部

とにより、就職意欲の

に

高い方の参加が増え採

お

用率が高まった（フリ

け

ー時

２０ポイントが予

る

約制にしたことで３１

評

ポイント）。

指標２は

価

、目標値には至らなか

（

ったが、事前予約制に

部

よりマンスリー就職面

長

接会を３回開催するこ

評

とが出来た。各回の参

価

加企業８

社と１３９名

－

の方が面接の機会を得

１

た。

指標３は、目標値

次

を達成した。専用ホー

評

ムページやチラシ等で

価

シニア人材募集の事業

）

周知を行うほか、ライ

そ

ブ配信による企業向け

の

セミナーの中でシニア

１

人材の有効活用を提案

1

し、シニアの経験や能

)

力を活かす企業を開拓

施

した。

指標４は、目標

策

値を達成した。研修費

の

用助成は６３社、就業

達

規則作成助成は３９社

成

の企業が活用し、従業

状

員のスキルアップや企

況

業

の労働環境の改善の

と

支援につながった。ま

そ

た、企業向け研修には

の

２２社の企業が参加し

原

、研修をとおして企業

因

間の交流や情報交換

を

の

行った。

指標５は、目

分

標値を達成した。参加

析

した企業の多くが仕事

指

との関連性や仕事に役

標

立つ部分があったと回

１

答している。

指標６は

は

、目標値を達成した。

、

「介護職員初任者・実

目

務者研修」における従

標

事者の研修費を負担し

値

た介護事業者に対する

に

助成を行

う事業だが、

は

介護事業者への通知や

至

会議等の際のPRを重

ら

ねた結果、本事業が認

な

知されてきたことによ

か

り、支援者数は大幅に

っ

増えた

。

2)達成状況

た

と原因分析を踏まえた

が

今後の方向性

　コロナ

、

禍でも、マンスリー就

シ

職面接会を３回実施し

ニ

２４名採用につながっ

ア

た。今後も感染防止を

人

徹底し実施方法を工夫

材

しながら

毎月開催出来

マ

るよう支援していく。

ッ

また、就労困難層（育

チ

児や介護との両立が必

ン

要な方、家庭と両立し

グ

て働くことを希望して

事

いる

女性等）を対象と

業

したセミナー（オンラ

参

インセミナー）や個別

加

相談の実施により、再

者

就職等に役立つ機会を

６

提供していく。企業向

１

けにもセミナーや個別

名

相談の開催により、Ｗ

の

ＥＢ面接の導入や多様

う

な働き方への対応につ

ち

いて理解を深めてもら

２

うことで採用活動

継続

２

、雇用の継続につなが

名

ていく。

　区内中小企
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

就労・雇用支援事業 企業経営支援課3615 30,696 10,599 41,295改善・変更 Ａ

シルバー人材センター事業 企業経営支援課17166 128,602 4,376 132,978改善・変更 Ａ

合計２事業 159,298 14,975 174,273

3)施施策の手段として位置付け
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施

の区民に協創を分かり

策

や

すく伝えるよう努め

の

るとともに、職員ワー

概

クショップ等を行い、

要

職員の意識啓発を図っ

柱

ていく。

協働・協創
の

立

取組み

【目標】17パ

て

ートナーシップで目標

1

を達成しよう【ターゲ

1

ット】17.17効果

【

的な公的・官民・市民

行

社会のパートナー

シッ

財

プを推進する【関連す

政

る理由】区民、ＮＰＯ

】

団体、企業、大学等と

区

連携し協創を推進する

民

ことは、様々な主体と

の

ＳＤＧｓが
のパートナ

活

ーシップによる区政運

躍

営につながる。【評価

と

】子どもの未来プラッ

ま

トフォームを中心に、

ち

多様な主体と連
目指す

の

目標
携し地域課題の解

活

決等に取り組むことが

力

できた。今後も、協創

を

の視点で行動すること

支

のできる職員を育成し

え

、協創プ
（ターゲッ

ラ

る

ットフォームの展開を

行

進めてていく。
ト）と

財

の関
連及び評価

備　　

政

　考

施策群名13多様な主体による協働・協創を進める

施策名13.1協創推進体制の構築

■　協創の仕組みや取組みを発信することで、協創の理念を浸透させていく。
■　協創に関する研修等を通じて、職員一人ひとりが協創を推進できるよう職員の育成を行っていく。
■　協創プラットフォームへの区民参画を高め、協創による地域課題の解決や新たな魅力の創出に向けた取組みを推

施策の方向進していく。

( 目 標 )

■　協創について知っている区民の割合は少しずつ増加していますが、依然として低い割合となっている。
■　職員が協創の理解を深め、コーディネート力を高めるため、ワークショップ等の研修を行っている。
■　「子どもの未来」等のプラットフォームを展開し、各団体、企業が交流する場や機会の提供を行っている。

現　　　状

■　区民が協創の理念を理解し浸透を図っていくためには、具体的でわかりやすい事例を数多く示していく必要があ
る。

■　協創を推進するためには、庁内連携や様々な主体同士をつなぐなど、効果的なマッチングが求められるため、職
員が理解を深めるとともに、コーディネート力を高めていく必要がある。

■　協創を推進していくためには、課題を自分ごとで考え、活動する区民を増やしていく必要がある。
課　　　題

■　協創の具体的でわかりやすい事例を示し情報発信することにより、協創の理念を浸透させていく。
■　職員の協創に対する

足

理解を深め、多様な主

立

体同士をつなぐコーデ

区

ィネート力の向上を図るため、職員ワークシ

令

ョ

ップ等の研修を実施

和

していく。

■　多様な

４

主体が参加する場や機

年

会を広げ、協創プラッ

度

トフォームに参加する

施

主体を増やすことで、

策

協創による取組

みを推

評

進していく。
方　　　

価

針

担当課名未・協働協

調

創推進課（取りまとめ

書

）

電話番号03-38

(

80-5020 E-m

令

ail npo@cit

和

y.adachi.t

３

okyo.jp

　子ど

年

もの未来プラットフォ

度

ームにおいて、団体や

事

企業などの各主体が課

業

題を共有し、関係所管

実

と連携して協創の推

進

施

に取組んでいる。今後

)

さらに協創の浸透を図

1

るため、協創の仕組みや事例を発信し、多く
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4)
実　績　値 - - - 0 R6 300

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名【成果3】協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

定義等協創プラットフォームに参加している団体同士がつながることで事業に結びついた数
指
単　位事業 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 2 5

(5)
実　績　値 - - - 2 R6 17

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 12% -

指標名【活動3】協創プラットフォームに参加している団体数

定義等協創プラットフォームで行う交流会などに参加している団体数
指
単　位団体 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 80 80

(6)
実　績　値 - - - 36 R6 120

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 45% 30% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 4,240

人件費 26,256

総事業費 30,496

前年比(金額) 6,739

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】「協創」の仕組みを理解している区民の割合

定義等世論調査で「『協創』の仕組み」を「知っている」「聞いたことはある」と回答した区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 15 15 25 20 30

(1)
実　績　値 13 15 16 20 R6 45

達　成　率 86.7% 28.9% 100.0% 33.3% 64.0% 35.6% 100.0% 44.4% -

指標名【活動1】協創に関する外部への情報発信回数

定義等SNSや ホームページ、あだち広報などの広報媒体を活用した情報発信の回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 60

(2)
実　績　値 - - - 56 R6 80

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 112.0% 70.0% -

指標名【成果2】協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

定義等協創に関するワークショップの受講者アンケートにおいて理解度が深まったと回答した職員の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 100 100

(3)
実　績　値 - - - - R6 100

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

指標名【活動2】係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

定義等係長級職員を対象に実施する協創に関するワークショップの受講済み人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 75 75

(
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信を強化したことで、区民の協創の

認知度が高まったと考えられる。

指標（２）従来は区ホームページを中心に協創に関する情報発信

4

を行っていたが、ＳＮＳに加えＮＰＯ活動支

担

援センターが発行す

る

当

広報誌等の媒体を活用

部

することにより、目標

に

を達成することができ

お

た。また、区民向けに

け

発信した情報を職員向

る

けに情報を整理

し周知

評

することで、職員の協

価

創の理解度向上にも繋

（

がった。

指標（３）コ

部

ロナ禍の影響により、

長

ワークショップは実施

評

できなかった。令和４

価

年度の実施に向け、令

－

和２年度までに実施し

１

たワ

ークショップの内

次

容を検証し、協創の実

評

践につながるよう内容

価

の検討を進めるととも

）

に、他の研修の機会も

そ

捉えながら、職員の協

の

創への理解度を高めて

１

いく。

指標（４）コロ

1

ナ禍の影響により、係

)

長級を対象としたワー

施

クショップは実施でき

策

なかったが、新任、主

の

任・係長昇任の職層研

達

修

の機会を捉え、協創

成

の理解度を高める講義

状

を500人に対して行

況

った。

指標（５）コロ

と

ナ禍の影響により、オ

そ

ンライン中心のプラッ

の

トフォーム開催になり

原

、団体同士の交流促進

因

が難しく事業化につな

の

が

らなかった。

指標（

分

６）コロナ禍の影響に

析

より、食の支援のニー

指

ズが高まったことから

標

、子どもの未来プラッ

（

トフォーム（子ども食

１

堂・フード

パントリー

）

交流会）を中心に開催

目

したため、参加団体が

標

固定化し目標に達しな

を

かった。

2)達成状況

達

と原因分析を踏まえた

成

今後の方向性

　庁内に

す

おいては、各所管が保

る

有している団体などの

こ

協創に関する情報の集

と

約を行い、協創の具体

が

的な事例や身近な取り

で

組みを共

有し、その情

き

報を基に、区民、企業

た

・団体などに協創プラ

。

ットフォームへの参加

ホ

を誘導する。また、職

ー

員一人ひとりが、コー

ム

ディ

ネート力、渉外交

ペ

渉力を身につけ、協創

ー

の理念を基に業務を遂

ジ

行できるよう育成を進

、

める。

　庁外において

Ｓ

は、地域活動人材の育

Ｎ

成に加え、区で把握し

Ｓ

ていない協創プラット

、

フォームの顕在化を進

紙

め、各プラットフォー

媒

ム

の活性化や新たなプ

体

ラットフォームのサポ

を

ートを通して、地域課

通

題解決や新たな魅力の

じ

創出を実現する。

協創の事例発
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

大学連携推進事業 シティプロモ課10056 4,065 17,504 21,569 拡充 Ｂ

協働・協創推進事業 未・協働協創推進課22843 175 8,752 8,927改善・変更 Ａ

合計２事業 4,240 26,256 30,496

3)施施策の手段として位置付け
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施

dachi.toky

策

o.jp

　町会・自治

の

会をはじめ住区センタ

概

ーやＮＰＯ団体は、清

要

掃活動や防犯パトロー

柱

ルなど地域課題へも主

立

体的に取り組

んでおり

て

、協働・協創の最大の

1

パートナーである。今

1

後も、多様化・複雑化

【

した区民ニーズに応え

行

るため、地域課題

を自

財

主的・自発的に解決し

政

ていく地域の主体を支

】

援していく。

協働・協

区

創
の取組み

【目標】パ

民

ートナーシップで目標

の

を達成しよう

【ターゲ

活

ット】様々なパートナ

躍

ーシップの経験や資源

と

戦略を基にした、効果

ま

的な公的、官民、市民

ち

社会のパートナー
ＳＤ

の

Ｇｓが
シップを奨励・

活

推進する。
目指す目標

力

【関連する理由】町会

を

・自治会やＮＰＯ団体

支

等は、地域課題へ取り

え

組むにあたって最大の

る

パートナーである。
（

行

ターゲッ
【評価】団体

財

とは、緊密で友好的な

政

関係性を維持すること

施

ができた。
ト）との関

策

連及び評価

備　　　考

群名13多様な主体による協働・協創を進める

施策名13.2地域活動の活性化

■　地域で活躍する人材育成につながる地域活動の場と機会を提供し、町会・自治会、ＮＰＯ等各種団体の活動を活
性化します。

施策の方向
( 目 標 )

■　町会・自治会リーフレットの配布等での町会・自治会勧誘活動を行っていますが、単身・外国人世帯数が増えて
いるため、加入率は減少傾向にあります。

■　地域活動参加の契機とする講座や団体運営支援講座等の実施による新規団体設立や活動継続の支援により、ＮＰ
現　　　状

Ｏ活動支援センター登録団体数は微増しています。

■　介護予防や熱中症対策事業。多世代交流など、多様なプログラムの実施に努め、住区センターの利用率は数年安
定していましたが、令和元年度は新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少しました。

■　町会・自治会加入者を増やすため、勧誘活動を行う町会・自治会員の支援と、不動産関係団体への協力依頼等に
よる連携を深めていく必要があります。

■　ＮＰＯ活動の活性化を図りＮＰＯ団体の連携を促進するため、活動拠点としてのＮＰＯ活動支援センターの機能
や団体の支援を進めるための相談機能を強化していく必要があります。

課　　　題

■　地域活動の活性化に向けて、新しい生活様式との両立を図りつつ、住区センターの新規利用者の獲得やリピート
率を向上させる必要があります。

■　町会・自

足

治会加入勧誘活動支援

立

のため、区ホームペー

区

ジからの加入申込者と町会・自治会長を迅速

令

につなげると

ともに、

和

地域活動が活発に実施

４

されるようにサポート

年

し、新規加入者の増加

度

に努めていきます。

■

施

　アウトリーチやオン

策

ライン相談などの丁寧

評

な伴走支援を行うこと

価

で、団体の創設や活動

調

の継続・発展を推進し

書

、

登録団体の増加を図

(

っていきます。
方　　

令

　針

■　住区センター

和

における事業の実施数

３

を増やすことで、区民

年

の活動の場や機会を提

度

供し、住区センター利

事

用者の増

加を目指しま

業

す。

担当課名地域調整

実

課（取りまとめ）

電話

施

番号03-3880-

)

5864 E-mail

1

chiiki-chosei@city.a
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単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目　標　値標

目　標　値 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7
(5)
実　績　値 3.62 3.29 0.68 1.09 R6 3.8

達　成　率 98% 95% 89% 87% 18% 18% 29% 29% -

指標名【活動3】住区センター1が所あたりの年間事業回数

定義等全住区センターの事業数を住区センター数（48カ所）で割った数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 460

(6)
実　績　値 - - - 310 R6 632

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 49% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 2,933,272

人件費 892,377

総事業費 3,825,649

前年比(金額) 602,089

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】町会・自治会加入世帯率

定義等町会・自治会加入世帯÷住民基本台帳世帯数（各翌年度4月1日現在）
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 60 60 60 60 60

(1)
実　績　値 50.91 49.3 48.32 47.47 R6 60

達　成　率 85% 85% 82% 82% 81% 81% 79% 79% -

指標名【活動1】地域活性化事業助成件数

定義等地域活性化事業助成金の助成件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 5

(2)
実　績　値 5 3 4 3 R6 7

達　成　率 0% 71% 0% 43% 0% 57% 0% 43% -

指標名【成果2】足立区を良いまちにするために何か行動をした区民の割合（施策15-1の再掲）

定義等世論調査
指
単　位 % 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 31

(3)
実　績　値 - - - 30.5 R6 20

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 153% -

指標名【活動2】NPO活動支援センター登録団体数

定義等区民が組織するNPO、ボランティア等公益活動団体でNPO活動支援センターに登録、公開した団体数　
指
単　位団体 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 185 190 190 195 -

(4)
実　績　値 187 184 191 218 R6 200

達　成　率 101% 94% 97% 92% 101% 96% 112% 109% -

指標名【成果3】区民一人あたりの住区センター年間利用回数

定義等人口一人あたりの住区センター年間利用回数
指
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い

トリーチ相談の実施に

手

より、ＮＰＯ団体の新

不

設・継続

・発展を支援

足

することで、登録団体

に

の増加を図っていく。

よ

【成果３・活動３】　

る

定員制の導入や事業を

団

複数回に別けて分散実

体

施する等、新たな生活

の

様式を踏まえた実施方

解

法を推進し、子ど

もの

散

未来応援事業や介護予

や

防事業を積極的に実施

活

することで、新規利用

動

者の獲得を図っていく

の

。また、講座やイベン

停

ト等の既存事

業におい

滞

ても、新たな生活様式

に

との両立に努め、既存

よ

利用者の活動の場や機

り

会を維持していく。

施

、

設従業員に対しては、

住

定期的な研修や施設巡

民

回を実施しながら、新

の

型コロナウイルス感染

町

症に関する正しい知識

会

の定着を図って

いく。

・自治会活動への関心が低下している事が大きい。加えて新型コロナウイ

4

ルスの影響により活動自体が阻

害されたこと

担

も一因となっている。

当

【活動１】　新型コロ

部

ナウイルスの影響によ

に

り、町会・自治会が新

お

たな事業計画を立てに

け

くい状況にあったため

る

、申請件数が減少

し目

評

標値を下回った。

【成

価

果２】　団体や組織の

（

一員として積極的にま

部

ちに関わることにとど

長

まらず、家の前を掃く

評

、落ちていたゴミを拾

価

うなどまちの

ために行

－

う小さな行動を含めた

１

区民参画総量を示す数

次

値として新規に設定し

評

、目標値を上回った。

価

【活動２】　令和２年

）

度から団体登録期間を

そ

１年から２年に延長す

の

るとともに、フードパ

１

ントリー等コロナ禍で

1

の活動団体支援を

強化

)

したため新規登録団体

施

が３１団体となり、目

策

標値を大幅に上回った

の

。

【成果３】　定員制

達

や時間制等、新型コロ

成

ナウイルス感染症対策

状

を徹底しながら多様な

況

プログラムを実施し、

と

利用者の居場所確保

に

そ

努めたが、緊急事態宣

の

言等による開館時間の

原

短縮や利用自粛要請に

因

より、目標値を大幅に

の

下回った。

【活動３】

分

　令和３年度において

析

は、令和２年度からの

【

休館や利用の自粛など

成

を経て、新型コロナウ

果

イルス感染症への対策

１

を行い

ながら事業を実

】

施した。

2)達成状況と原因分析を踏まえた

町

今後の方向性

【成果１

会

】 町会・自治会への

・

加入世帯率向上に向け

自

ては、活動の活性化が

治

急務であり、活動事例

会

の紹介や講演会の他、

加

各種補助

事業のサポー

入

トを行う。また町会・

世

自治会無関心層に向け

帯

て区ＨＰやＳＮＳによ

率

り情報発信を行い、町

は

会・自治会への関心度

、

向上

、ひいては担い手

減

不足解消につなげてい

少

く。

【活動１】　ウイ

傾

ズコロナを想定した新

向

しい活動の情報収集お

に

よび情報提供を行いな

あ

がら、助成事業の丁寧

り

な説明を充実していく

、

ことで、申請数の増加

原

を図っていく。

【成果

因

２】　ＮＰＯ活動の体

と

験会や交流会などを開

し

催するとともに、子ど

て

も食堂や美化活動等の

は

生活に身近な地域貢献

、

活動の情報

を発信して

役

区民の行動変容を促す

員

ことで、「足立区を良

の

いまちにするために行

高

動する区民」の増加を

齢

図っていく。

【活動２

化

】　地域人材養成講座

、

の実施やＮＰＯセンタ

担

ーによる団体運営アウ
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

公益活動げんき応援事業 未・協働協創推進課3453 4,906 10,372 15,278 拡充 Ａ

ＮＰＯ活動支援センター運営事業 未・協働協創推進課3454 47,317 21,880 69,197 拡充 Ａ

表彰事務 総務課3459 6,462 17,504 23,966現状維持 Ａ

町会・自治会活動支援事務 地域調整課3557 100,831 42,010 142,841現状維持 Ａ

町会・自治会会館整備助成事業 地域調整課3558 8,712 1,750 10,462現状維持 Ａ

地域調整一般管理事務 地域調整課3559 5,406 19,124 24,530現状維持 Ｂ

被災者応急支援事務 地域調整課3564 687 1,750 2,437現状維持 Ｂ

美化推進事業 地域調整課3566 48,382 103,734 152,116改善・変更 Ａ

住区推進一般管理事務 住区推進課3576 3,195 24,506 27,701現状維持 Ａ

住区施設運営委託事務 住区推進課3580 1,918,301 85,073 2,003,374改善・変更 Ａ

住区施設維持補修事務 住区推進課3581 56,082 12,165 68,247現状維持 Ａ

住区施設大規模改修・開設事務 住区推進課3582 599,560 18,590 618,150現状維持 Ａ

地域集会所運営委託事務 住区推進課3583 7,517 438 7,955現状維持 Ｂ

協働・協創パートナー基金積立金 未・協働協創推進課6654 1,582 5,996 7,578 拡充 Ａ

募金事務 地域調整課10277 0 7,002 7,002現状維持 Ｃ

区民事務

3

所（地域調整・渉外）

)

地域調整課10297

施

0 446,352 44

施

6,352現状維持 Ａ

策

孤立ゼロプロジェクト

の

推進事業 地域調整課1

手

6392 124,33

段

2 74,131 198

と

,463 拡充 Ａ

合計１

し

７事業 2,933,2

て

72 892,377 3

位

,825,649

置付け
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施

業務改善に取組

　むよ

策

うに意識改革を進める

の

。

■　ＡＩやＲＰＡ（

概

定型業務の自動化）の

要

導入を積極的に進め、

柱

さらなる業務の効率化

立

を図る。

担当課名政策

て

経営課（取りまとめ）

1

電話番号03-388

1

0-5811 E-ma

【

il seisaku@

行

city.adach

財

i.tokyo.jp

政

　全庁をあげて多種多

】

様な主体による地域課

区

題の解決や新たな魅力

民

の発掘を進めるため、

の

先駆的な事業に取り組

活

む所

管への関与と支援

躍

を積極的に行っていく

と

。

協働・協創
の取組み

ま

■ 【目標】16平和と

ち

公平をすべての人に【

の

ターゲット】16.6

活

あらゆるレベルにおい

力

て、有効で説明責任の

を

ある透明性

の高い公共

支

機関を発展させる。【

え

関連する理由】行政評

る

価を実施し、事業や施

行

策の効果を客観的に高

財

め、業務を改善
ＳＤＧ

政

ｓが
していくことは、

施

区民に対する説明責任

策

を果たすことにつなが

群

る。【評価】わかりや

名

すい指標を用いて行政

1

評価を実
目指す目標

施

4

したことにより、事業

戦

や施策の実施効果を可

略

視化することができて

的

いる。
（ターゲッ■ 【

か

目標】17パートナー

つ

シップで目標を達成し

効

よう【ターゲット】1

果

7.17効果的な公的

的

・官民・市民社会のパ

な

ートナ
ト）との関

ーシ

行

ップを推進する【関連

政

する理由】区民評価委

運

員に区民からの公募に

営

よる委員を採用し、行

を

政評価を実施している

行

連及び評価
。【評価】

う

R4.4.1現在、1

施

6名の区民評価委員の

策

うち11名が公募によ

名

る委員となっており、

1

区民とのパートナシッ

4

プに

よるＰＤＣＡサイ

.

クルが確立できている

1

。

■指標１、２、４、

効

５、６は令和４年度評

果

価からの新規指標。

備

的

　　　考■指標６につ

か

いて、研修方式を大人

つ

数の座学から対象者を

効

絞ったワークショップ

率

形式に変更したため、

的

令和５年度か

ら最終目

な

標値を下方修正する（

区

→ 4R6＝1200人

政

※ 12080人　 人/

運

年）。

営の推進

■　ＩＣＴの活用により、業務の効率化と住民サービスの向上を一体的に実現することで、区政運営に対する区民満
　足度を向上させる。

■　行政評価を実施し、事業や施策の効果を客観的に測ることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる業務改善を
施策の方向　進める。

( 目 標 )

■　令和元年度の世論調査では57.3％の方が、「区政の透明化や区民サービスの向上などの行政改革の取組みに満足
　している」と回答している。

■　業務のシステム化や外部委託の活用により、常勤職員定数は昭和57年をピークに減少を続けてきましたが、令和
　元年度において前年度比で増加に転じた。

現　　　状■　区が実施した事業や施策について、区民公募委員と学識者で構成する「区民評価委員会」による評価を受けてい
　る。

■　既存のサービスの質を落とすことなく、新たな区民ニーズに応える人員と財源を生み出すために、これまで以上
　に業務手法の見直しを進める必要がある。

■　コロナ禍での「新しい生活様式」を踏まえ、区民等ができるかぎり来庁せずに安心・安全に行政手続きができる
　オンライン申請等を拡充する必要がある。

■　事業や施策の実施効果や改善効果を可視化するため、わかりやすい指標を用いてＰＤＣＡマネジメントサイクル
課　　　題

　を適切に展開する

足

必要がある。

■　行政

立

手続のオンライン申請

区

の推進やそのハードルとなる押印の廃止、キ

令

ャッシュレス決済を拡

和

充させることで、

　区

４

民の利便性を向上させ

年

る。

■ 「区民評価委員

度

会」による区民目線の

施

提言を事業や施策に反

策

映させることで、業務

評

の改善を促進するとと

価

もに、Ｅ

　ＢＰＭ（客

調

観的な根拠に基づく政

書

策立案）の考え方に基

(

づいた区政運営を行っ

令

ていく。

■　異分野連

和

携の「共通言語」であ

３

るＳＤＧｓを用いて、

年

部局を超えた横断的な

度

視点で、既存サービス

事

の向上や新た
方　　　

業

針
　なサービスを創出

実

していく。

■　行政評

施

価を通じて、庁内各課

)

や職員一人ひとりが業

1

務の手法や成果を意識し、自発的、持続的に
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合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 100 100

(4)
実　績　値 - - - 90 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 90% 90% -

指標名【活動2-1】EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

定義等区が実施するEBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 300 600

(5)
実　績　値 - - - 312 R6 1,200

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 104% 26% -

指標名【活動2-2】SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

定義等区が実施するSDGｓに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 300 240

(6)
実　績　値 - - - 120 R6 480

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 40% 25% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 8,183,031

人件費 3,253,982

総事業費 11,437,013

前年比(金額) △ 1, 979 , 913

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

定義等世論調査で「ICTを活用した業務の効率化や区民サービスの向上」に「満足」「やや満足」と回答した人の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 59 61

(1)
実　績　値 - - - 52 R6 65

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 88.1% 80.0% -

指標名【活動1】オンライン申請が可能な事務手続きの数

定義等区民等を対象とする事務手続きのうち、電子申請が可能な事務手続きの数（年度末時点における累計数）
指
単　位事務 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 200 250

(2)
実　績　値 - - 94 94 R6 694

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 14% 47% 14% -

指標名【成果2-1】区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全体評価）

定義等区民評価委員会が5点満点で評価した、重点プロジェクト事業の評価結果（全体評価）の平均点
指
単　位 点 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 4 4 4 4 4

(3)
実　績　値 4.11 4.18 - 3.85 R6 4.5

達　成　率 102.8% 91.3% 104.5% 92.9% 0.0% 0.0% 96.3% 85.6% -

指標名【成果2-2】EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改善の重要性を理解した職員の割合

定義等EBPMやSDGsに関する職員研修の受講者アンケートにおいて内容を理解したと認められる職員の割
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図

を図り、積極的にＰＲ

り

していくことで、区民

、

の満足度を高めていく

目

（Ｒ６年度まで毎年度

標

２％のアップを目指す

値

）。

【指標３、４、５

に

、６について】

区民評

対

価については、令和４

し

年度からＥＢＰＭの考

て

え方に基づき、活動と

約

成果の関係性をより論

９

理的に説明できるよう

割

評価調書を

改善した。

の

今後も区民評価委員か

実

らの提言を取り入れつ

績

つ、より適切な活動・

を

成果指標を設定するこ

達

とにより、ＰＤＣＡサ

成

イクル

の実効性を高め

し

ていく。

ＥＢＰＭ、Ｓ

た

ＤＧｓ研修については

。

、研修参加者のアンケ

【

ートをもとに分かりや

指

すい説明や身近な事例

標

紹介などを盛り込んだ

２

資料

作成を行うなど、

】

受講者の理解がより深

手

まるよう工夫し、ＥＢ

続

ＰＭに基づく区政運営

き

や横断的な事業実施に

を

よるサービスの向上、

オ

新たなサービスの創出

ン

を目指していく。研修

ラ

の実施形式については

イ

、ターゲットや目的に

ン

合わせ、大人数による

化

座学や小人数によ

るワ

す

ークショップなど柔軟

る

に対応していく。令

※

た

指標６については、研

め

修方式を大人数の座学

の

から対象者を絞ったワ

前

ークショップ形式に変

提

更したため、令和５年

と

度から最終目標

値を下

な

方修正する（Ｒ６＝１

る

→２００人４８０人　

押

※１２０人/年）。

印の廃止について全庁的な

4

調査と促進を行い、令和４年４月にオンライ

担

ン申請システムが本格

当

稼働したが、移行対象

部

手続きについて国のオ

に

ンライン化の動向を見

お

守る必要があったこと

け

、各所管でのオン

ライ

る

ン申請移行に伴う業務

評

フロー変更に時間を要

価

したこと、通年の申請

（

ではない手続きで、４

部

月１日時点では開始し

長

てなかったこ

となどの

評

理由により、開始時の

価

手続き数は目標の約半

－

数にとどまった。

【指

１

標３】重点プロジェク

次

ト事業の評価結果平均

評

点は、コロナ禍や視点

価

別評価点の変更（１点

）

刻みから0.5点刻み

そ

に変更）の影響

もあり

の

、平成31年度に比べ

１

て0.33点減少し、

1

目標値を下回った（令

)

和２年度は新型コロナ

施

ウイルス感染症のため

策

評価事業を絞った

ため

の

評価外）。

【指標４】

達

新規指標。ワークショ

成

ップ形式と動画視聴形

状

式の２種類の研修を実

況

施した。ＥＢＰＭ研修

と

については内容が難し

そ

かった

こともあり、理

の

解を深めたと答えた受

原

講者は約８割にとどま

因

った。一方、ＳＤＧｓ

の

研修については、職員

分

が日々の業務でＳＤＧ

析

ｓ

を活用できるよう「

【

自治体におけるＳＤＧ

指

ｓの活用」をテーマに

標

ワークショップを実施

１

し、ほとんどの受講者

】

がＳＤＧｓの手法を

業

新

務で活用したいと回答

規

した。

【指標５】新規

指

指標。新型コロナウイ

標

ルス感染症対策のため

。

、集合研修をとりやめ

オ

動画視聴研修に切替え

ン

たことで、目標数以上

ラ

の

職員が受講すること

イ

ができた。

【指標６】

ン

新規指標。目標設定時

申

（基本計画改定時）は

請

大人数で実施する座学

の

の研修を想定していた

拡

が、より理解を深めら

充

れるよ

う人数を絞り、

な

主任主事選考合格者を

ど

対象にワークショップ

に

形式で実施したため、

よ

目標値を大幅に下回っ

り

た。

2)達成状況と原

事

因分析を踏まえた今後

業

の方向性

【指標１、２

の

について】

職員向けマ

効

ニュアルの充実、利用

率

者満足度の高い事例の

化

共有等を行い関係所管

と

との連携を引続き図る

区

ことにより、オンライ

民

ン申請

が可能な手続き

サ

の拡大を加速させる（

ー

Ｒ６年度までに694

ビ

事務）。また、「ＲＰ

ス

Ａツールの本格稼働」

の

など、様々な分野でデ

向

ジタ

ル活用を促進し、

上

さらなる区民サービス

を

の向上と業務の効率化
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計４５事業 8,183,031 3,253,98211,437,013

3)施施策の手段として位置付け
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政策 経

9

課3598 1,959

,

164,984 166

8

,943現状維持 Ａ

審

4

査・決算事務 会計管理

5

室4011 68,14

8

1 35,008 103

,

,149現状維持 Ａ

出

7

納事務 会計管理室40

5

13 48,618 35

2

,008 83,626

営

1

現状維持 Ａ

一時借入金

0

等利子 会計管理室40

8

14 0 8,752 8,

,

752現状維持 Ａ

選挙

5

管理委員会運営事務 選

9

挙管理委員会事務
局

4

7

190 12,275 1

現

7,504 29,77

状

9現状維持 Ａ

選挙管理

維

委員会事務局運営事務

課

持

選挙管理委員会事務
局

Ａ

4191 997 20,

世

744 21,741現

論

状維持 Ｂ

明るい選挙推

調

進のための常時啓発事

査

務 選挙管理委員会事務

事

局
4192 1,577

業

17,504 19,0

区

81現状維持 Ｂ

監査事

政

務 監査事務局4194

3

情

7,666 54,13

報

2 61,798現状維

課

持 Ａ

監査事務局運営事

3

務 監査事務局4195

4

961 10,372 1

4

1,333現状維持 Ａ

5

議員報酬事務 区議会事

5

務局4196 621,

,

035 6,126 62

5

7,161現状維持 Ｂ

4

4

区議会運営事務 区議会

0

事務局4197 122

1

,820 88,836

4

211,656現状維

,

持 Ｂ

区議会事務局運営

0

事務 区議会事務局41

0

98 187 35,00

3

8 35,195現状維

1

持 Ｂ

区民事務所（各種

9

証明書の発行等） 地域

2

,

調整課10317 0 1

5

,018,768 1,

4

018,768改善・

3

変更 Ａ

区民事務所改修

改

・開設事業 地域調整課

善

14430 235,7

・

83 10,240 24

変

6,023現状維持 Ｂ

更

中長期在留者事務 戸籍

Ａ

住民課16699 25

5

区

0 20,744 20,

民

994現状維持 Ａ

個人

相

番号カード交付等事務

談

戸籍住民課21006

運

466,558 138

営

,688 605,24

事

6 拡充 Ａ

戸籍住民関係

業

一般管理事務 戸籍住民

区

課21059 151,

民

117 26,256 1

2

の

77,373現状維持

声

Ａ

エリアデザイン推進

相

事業 政策経営課219

談

47 26,299 23

課

,984 50,283

3

現状維持 Ａ

東京都議会

4

議員選挙事務 選挙管理

4

委員会事務
局

2272

7

6 210,567 21

2

,968 232,53

0

4

5現状維持 Ａ

衆議院議

,

員選挙・最高裁判所裁

9

判官国民審査事務 選挙

7

管理委員会事務
局

22

0

730 235,896

1

21,968 257,

8

864現状維持 Ａ

合計

,

４５事業 8,183,

4

031 3,253,9

7

8211,437,0

,

2

13

43,442現

別紙

3)

状

施策の手段として位置

維

付けられる事務事業の

一 6

持

評価結果
事務事業 施策

Ａ

への
事務事業名 事業費

情

人件費総事業費課長評

報

価 担当課コ ー ド 貢

シ

献度

ステムの構

8

築、改造事業 情報シス

2

テム課3448 503

1

,118 125,76

2

8 628,886 拡充

9

Ａ

電子計算組織管理運

,

営事務 情報システム課

0

3449 4,972,

0

168 82,794 5

8

,054,962現状

般 1

維持 Ａ

東京電子自治体

4

共同運営事務 情報シス

9

テム課3450 16,

,

063 4,376 20

6

,439 縮小 Ａ

総務一

9

般管理事務 総務課34

0

55 3,398 39,

現

384 42,782現

状

状維持 Ａ

特別区自治体

維

総合賠償責任保険費用

管 持

負担事務 総務課345

Ａ

6 15,680 2,1

行

88 17,868現状

政

維持 Ａ

各種協議会等分

評

担費用負担事務 総務課

価

3458 4,533 2

事

,188 6,721現

務

状維持 Ａ

文書管理事務

政

総務課3461 48,

策

805 39,384 8

理

経

8,189 拡充 Ａ

庁内

営

印刷事務 総務課346

課

2 43,358 7,6

3

16 50,974改善

4

・変更 Ａ

統計調査事務

2

総務課3463 559

6

17,504 18,0

2

63現状維持 Ｂ

基幹統

,

計事務 総務課3464

1

26,162 44,8

事

4

16 70,978現状

2

維持 Ａ

車両管理事務 総

2

務課3467 48,5

6

13 21,712 70

,

,225改善・変更 Ｂ

2

法規事務 総務課346

5

8 29,224 58,

6

992 88,216現

2

状維持 Ａ

秘書一般管理

8

事務 秘書課3469 5

務

,

60 26,256 26

3

,816現状維持 Ａ

区

9

長交際費 秘書課347

8

0 147 8,752 8

現

,899現状維持 Ｂ

契

状

約管理事務 契約課35

維

20 8,847 146

持

,512 155,35

Ａ

9改善・変更 Ｂ

区民事

コ

務所管理運営事務 地域

政

ー

調整課3561 46,

ル

888 34,879 8

セ

1,767現状維持 Ａ

ン

区民事務所維持補修事

タ

務 地域調整課3562

ー

2,164 8,752

事

10,916現状維持

業

Ｂ

戸籍整備事務 戸籍住

区

民課3571 6,04

民

2 259,952 26

策

の

5,994改善・変更

声

Ａ

住民基本台帳事務 戸

相

籍住民課3573 36

談

,456 319,57

課

6 356,032現状

3

維持 Ａ

住居表示事務 戸

4

籍住民課3574 4,

4

461 29,496 3

4

3,957 拡充 Ａ

国民

9

年金事務 高齢医療年金
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

向上を図るとともに管

策

理職試験に受験しやす

の

い環境を整えていく。

概

担当課名人事課（取り

要

まとめ）

電話番号03

柱

-3880-5831

立

E-mail jinj

て

i@city.ada

1

chi.tokyo.

1

jp

　職場研修（ＯＪ

【

Ｔ）は各所属、複線型

行

人事は専門性の高い職

財

員育成が必要な所属と

政

協働で取り組んでいる

】

。

協働・協創
の取組み

区

　職員として区民の方

民

と々の接遇を行うにあ

の

たり、性の多様性につ

活

いて、正しい理解と適

躍

切な接客・接遇のスキ

と

ルを

身に付け、ジェン

ま

ダーレス社会の実現を

ち

目指す。また、女性が

の

能力を十分に発揮して

活

活躍できるようにする

力

ため、あ
ＳＤＧｓが

ら

を

ゆるレベルの意思決定

支

において女性の平等な

え

参画とリーダーシップ

る

の機会の確保を目指す

行

。
目指す目標
（ターゲ

財

ッ
ト）との関
連及び評

政

価

備　　　考

施策群名14戦略的かつ効果的な行政運営を行う

施策名14.2戦略的な人事管理・組織運営の推進

■  職員の事故・ミスを防ぐために、ミス防止等各種研修を実施するとともに、組織的な改善活動を強化していく。
■  職員の健康維持増進に取組むために、健診結果に基づく個別指導等を実施し、職場環境の改善につなげていく。
■  管理・監督者総数に占める女性職員の割合を増やしていくために、女性の管理職選考受験の意欲向上を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■  公務員倫理研修の実施や、内部統制によるリスク管理の強化により、職員による不正の抑止や事故・ミスの低減
を図る。

■  職員が健康維持増進に取組むよう、糖尿病予防・血圧などの健康管理講演会や個別指導を実施する。
■  女性の管理職選考受験意欲の向上を図るため、女性管理職による「働き方講座」を実施する。

現　　　状

■  職員の懲戒処分や、重大な事故・ミスの発生により、区政の信頼を揺るがす事態となっているため、職員の倫理
意識の徹底を図るとともに、事故・ミスの再発防止に職員一丸となって徹底的に取組んでいく必要がある。

■  職員の健診結果において「要経過観察」となった職員に対して、「異常なし」の結果に改善するよう個別指導を
強化していく必要がある。

■  令和元年度における管理・監督者総数に占める女性割合は32.6％で、今後さらなる受験環境の整備を進めるとと
課　　　題

足

もに、女性係長の配置

立

が少ない部署への配置

区

を増やしていく必要がある。

■  全職員を対

令

象とした公務員倫理研

和

修や、研修推進員（各

４

課庶務担当係長）を対

年

象としたミス防止研修

度

などの各種

研修を継続

施

的に実施するとともに

策

、ミス防止研修におけ

評

る問題演習を通じて職

価

員の理解度を深め、行

調

動変容につなげ

ていく

書

。

■  職員の健康管理

(

について、健診結果に

令

基づく個別指導、健康

和

管理講演会の開催によ

３

り健康意識を高め、職

年

員の健

康維持増進に取

度

組む。
方　　　針■  

事

管理・監督者昇任への

業

不安を払拭するため、

実

女性管理職による「働

施

き方講座」の引き続き

)

の実施や係長級昇任研

1

修等を実施していき、女性の管理職選考意欲
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務担当係長等）における女性割合

定義等管理・監督者総数に占める女性割合と女性係長の配置が少ない部署(各部庶務担当係長等)における女性割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 32 33

(5)
実　績　値 - 32.6 31.3 30.2 R6 35

達　成　率 0% 0% 0% 93% 0% 89% 94% 86% -

指標名女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数

定義等女性管理職による「働き方講座」の実施、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 16 16

(6)
実　績　値 - 8 10 16 R6 16

達　成　率 0% 0% 0% 50% 0% 63% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 396,424

人件費 377,216

総事業費 773,640

前年比(金額) 10,189

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名事故・ミス・懲戒処分の件数

定義等 ※職員の事故・ミス・懲戒処分の件数　低減目標
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 125 115

(1)
実　績　値 - 146 138 154 R6 99

達　成　率 0% 0% 0% 68% 0% 72% 81% 64% -

指標名ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

定義等職員に対するミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 29 28

(2)
実　績　値 - 13 26 29 R6 32

達　成　率 0% 0% 0% 41% 0% 81% 100% 91% -

指標名健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

定義等健康診断の結果、要治療・要精密検査・経過観察等５種類のうち、異常なし・軽度異常と判定された職員の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 30 32

(3)
実　績　値 - 26.9 29 31.3 R6 29.5

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 98% 104% 106% -

指標名健診結果に基づく個別指導等実施回数

定義等健康診断の結果、経過観察・要精密検査・要治療と判定され支援を必要とする職員に個別に指導した回数
指
単　位 回 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 830 850

(4)
実　績　値 - 1,998 811 832 R6 2,200

達　成　率 0% 0% 0% 91% 0% 37% 100% 38% -

指標名管理・監督者の女性割合と女性係長の配置が少ない部署（各部庶
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。

ていく。

【指標６】

原

女性の昇任への不安は

因

、子育て・介護などの

と

事情によるものが大き

し

いため、劇的な改善を

て

図ることは難しいが、

郵

管理職の前段階

である

便

係長職への昇任につい

物

ては、前向きに考えら

等

れるように、講座、研

の

修等での働きかけを工

封

夫しながら不安払しょ

入

くに努めて

いく。

誤りによる個人情

報の漏洩や印刷物等の誤植が増えたことが挙げられる。

【指標２】

　令和元年度、２年

4

度と続いた職員の不祥事により失った区民か

担

らの信頼を取り戻すた

当

め、公務員倫理意識の

部

醸成を目指し、令和

３

に

年度は各職層に計画し

お

た研修に加えて、「利

け

害関係者等との接触に

る

関する心構え」を実施

評

した。

【指標３】

　健

価

康診断で「異常なし」

（

「軽度異常」と判定さ

部

れた職員が増え、目標

長

値を達成した。

【指標

評

４】

　新型コロナウイ

価

ルス感染症拡大の影響

－

により、令和２年度以

１

降、健康教室の開催時

次

に行っていた個別指導

評

を実施することができ

価

ていない状況のため令

）

和６年度の目標値から

そ

は乖離があるが、令和

の

３年度の目標値につい

１

ては達成した。

【指標

1

５】

　女性管理・監督

)

者のうち係長職の職員

施

数減少により前年度を

策

下回る実績値となった

の

。

【指標６】

　今まで

達

実施してきた管理職選

成

考受験対象者への講座

状

、研修での働きかけに

況

加えて、主任研修など

と

の早い段階から活躍し

そ

ている先

輩職員（係長

の

級含む）をロールモデ

原

ルとして身近に感じて

因

もらう機会を創った結

の

果、前年度から実績値

分

が増加した。

2)達成

析

状況と原因分析を踏ま

【

えた今後の方向性

【指

指

標１】

　令和３年度に

標

大きく増えてしまった

１

個人情報の漏洩及び印

】

刷物等の誤植の防止・抑制に重点を置いた対

事

策を進めていく。

【指

故

標２】

　令和４年４月

・

に改定した「足立区人

ミ

材育成基本方針」に新

ス

たに公務員倫理につい

・

ての記載をし、職員、

懲

管理監督者、人事部門

戒

と

して取り組むべき役

処

割を明記した。各研修

分

の場において、その内

の

容を職員に周知すると

件

ともに、「公務員倫理

数

意識」や「利害関係

者

に

等との接触に関する指

つ

針」の内容を浸透させ

い

るため、引き続き職層

て

研修において理解を深

は

めていく。

【指標３】

、

　健康診断の結果が「

目

要治療」「要精密検査

標

」となった職員に対し

値

、今後も積極的に受診

を

勧奨を行うことにより

達

、職員の健康増進

に努

成

めていく。

【指標４】

す

　新型コロナウイルス

る

感染症の感染状況に応

こ

じて、健康教室及び個

と

別指導を実施していく

が

。

【指標５】

　令和４

で

年度から係長職能力実

き

証方法が変更となるた

な

め、係長職として能力

か

発揮が期待できる職員

っ

が着実に昇任するよう

た

に制度運

営をおこなっ
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

特別区人事・厚生事務組合費用負担事務 人事課3471 82,060 875 82,935現状維持 Ｂ

人事管理事務 人事課3473 34,848 139,157 174,005現状維持 Ｂ

職員研修事業 人材育成課3475 27,817 54,789 82,606改善・変更 Ａ

東京都教職員互助組合費用負担事務 人事課3477 251 875 1,126現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合業務経理費用負担事務 人事課3478 30,769 11,992 42,761現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合事務従事職員給与費負担事務 人事課3479 45,856 2,626 48,482現状維持 Ｃ

職員寮の管理運営事務 人事課3481 1,251 6,126 7,377改善・変更 Ｃ

職員施設維持補修事務 人事課3482 422 3,501 3,923現状維持 Ｃ

足立区職員互助会費用助成事務 人事課3483 24,300 15,493 39,793改善・変更 Ｂ

東京都人材支援事業団費用交付事務 人事課3485 8 875 883現状維持 Ｃ

会計年度任用職員の報酬 人事課3488 0 27,131 27,131現状維持 Ｂ

給与関係事務 人事課3489 206 61,264 61,470現状維持 Ａ

職員の公務災害補償事務 人事課3515 287 2,188 2,475現状維持 Ｂ

地方公務員災害補償費用負担事務 人事課3517 52,926 7,439 60,365現状維持 Ｂ

職員の健康管理事務 人事課3518 91,497 17,504 109,001改善・変更 Ａ

職員の安全衛生教育事務 人事課3519 272 7,002 7,

3

274改善・変更 Ｂ

コ

)

ンプライアンス推進事

施

業 総務課8119 3,

施

546 8,752 12

策

,298現状維持 Ｂ

内

の

部統制事務 総務課21

手

905 0 8,752 8

段

,752現状維持 Ａ

人

と

権意識向上事務 人材育

し

成課22060 108

て

875 983現状維持

位

Ａ

合計１９事業 396

置

,424 377,21

付

6 773,640

け
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施

3880-5803 E

策

-mail city-

の

pro@city.a

概

dachi.toky

要

o.jp

　庁内各所管

柱

、区内企業、団体、鉄

立

道事業者、駅前大型商

て

業施設

協働・協創
の取

1

組み

【目標】

　17 

1

パートナーシップで目

【

標を達成しよう
ＳＤＧ

行

ｓが
【ターゲット】

目

財

指す目標
　効果的な公

政

的・官民・市民社会の

】

パートナーシップを推

区

進する
（ターゲッ

【関

民

連する理由】
ト）との

の

関
　区のイメージアッ

活

プを図るには、行政だ

躍

けでなく、区民、企業

と

、団体・組織等との連

ま

携による地域課題の解

ち

決やま
連及び評価

　ち

の

の魅力創出・発掘が不

活

可欠であるため。

備

力

　　　考

を支える行財政

施策群名15区のイメージを高め、選ばれるまちになる

施策名15.1魅力の発掘・創出とプラスイメージへの転換

　足立区の魅力の発掘に努めるとともに、その魅力を効果的に活用し、情報発信することで、足立区のイメージアッ

プを図る。

施策の方向
( 目 標 )

　区の重要施策の事業展開支援や、事業課が制作するポスターやチラシを「伝わる広報物」にするために、専管組織

による区職員等を対象としたワークショップや、日々の制作・デザイン支援に取組んできた。今ある資源を磨き、効

果的に発信する取組みを進めてきたが、今後も、創りあげた事業や成果を一過性で終わらせない、地域に根をおろし

た企画に育てていくことや、駅前商業施設や鉄道事業者等、多様な共同企画者との連携を強化し、区だけではできな
現　　　状

い新しいプロモーション戦略を進めていく必要がある。

■  区に注目が集まっている好機を捉え、これまで築き上げてきた多様な主体との「つながり」を生かしながら、マ
イナスイメージからの完全脱却とプラスイメージへの転換を図るプロモーションをさらに展開する必要がある。

■  高まってきた「区を誇りに思う気持ち」を「まちへの関わり」につなげ、「区民参画総量」を増やすことにより
、オール足立でイメージアップ戦略を進める必要がある。

課　　　題

■  ボトルネック的課題のさらなる改善や、新たな魅力の発掘・創造を進めるとともに、様々な

足

媒体を活用した戦略

的

立

な情報発信を質・量と

区

もに充実させることにより区内外からの評価

令

を高め、マイナスイメ

和

ージからプラスイメー

４

ジ

への転換を確かなも

年

のとする。

■  区民の

度

「共感・参加」につな

施

がる情報発信や、区民

策

が集い、活動やつなが

評

りが生まれる場の創出

価

に全庁が総力を
方　　

調

　針
あげて取組むこと

書

により、区を良くする

(

※ための行動（ ）に自

令

ら取組む区民を増やし

和

ていく。

※（ ）ここで

３

の「行動」とは、団体

年

や組織の一員として積

度

極的にまちに関わるこ

事

とにとどまらず、家の

業

前を掃く、落

ちていた

実

ごみを拾うなど、まち

施

のために行う小さな行

)

動も含む。

担当課名シ

1

ティプロモ課（取りまとめ）

電話番号03-
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- - 80 80
(5)
実　績　値 - - - 36 R6 120

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 45% 30% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 86,381

人件費 61,096

総事業費 147,477

前年比(金額) 54,365

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名足立区に「誇り」をもつ区民の割合

定義等世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 53 54 55 56 57

(1)
実　績　値 49.7 52.6 53.4 45.6 R6 60

達　成　率 94% 83% 97% 88% 97% 89% 81% 76% -

指標名足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

定義等世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 56

(2)
実　績　値 52.3 52.8 54 51.7 R6 60

達　成　率 0% 87% 0% 88% 0% 90% 0% 86% -

指標名 ⑤ - 4体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策 の再掲】

定義等世論調査
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 57 58 60 62 63

(3)
実　績　値 53.4 58.3 61.6 62.7 R6 65.6

達　成　率 94% 81% 101% 89% 103% 94% 101% 96% -

指標名「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

定義等区のイメージアップにつながる情報の日刊紙における掲載件数
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 160

(4)
実　績　値 247 195 175 155 R6 200

達　成　率 0% 124% 0% 98% 0% 88% 0% 78% -

指標名 ⑬ - 1協創プラットフォームに参加している団体数【施策 の再掲】

定義等協創プラットフォーム参加団体数
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 -
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に

Ⅴ字回復を目指す。

【

は

指標２】区政90周年

過

の様々な取組みなどを

去

通じて、よいまちにす

最

るために活躍する区民

高

や活動をサポート・紹

の

介しながら、まち

との

5

関わりがもたらすメリ

3

ット（住んでいる地域

.

の課題解決、QOL向

4

上など）を示すことで

％

、まちへの関心を高め

だ

ていく。

【指標３】今

っ

後も、コロナ禍の影響

た

を考慮しつつ、「見せ

が

る防犯」を意識した多

、

種多様な取組みを継続

令

して実施していく。

【

和

指標４】今後とも日々

3

の業務にあるニュース

年

性が高い情報を積極的

度

に収集・情報提供（記

調

事流し）していく。ま

査

た、区外のイメ

ージア

で

ップを図るため、We

は

b媒体を活用し情報を

4

拡散していく。

【指標

5

５】地域活動人材の育

.

成に加え、区で把握し

6

ていない協創プラット

％

フォームの顕在化を進

と

め、各プラットフォー

な

ムの活性化

や新たなプ

り

ラットフォームのサポ

、

ートを通して、地域課

7

題解決や新たな魅力の

.

創出を実現する。

8ポイントと大きく減少した。また、「愛着をもっ

4

ている」は、前回より2.2ポイントの減少

担

ながら

7割台半ば近く

当

の高い水準を維持して

部

いる。「人に勧めたい

に

」割合も6ポイント減

お

少し44.5％となり

け

、「誇り」「勧めたい

る

」とも、

【そう思わな

評

い】割合が10ポイン

価

ト以上増加した。原因

（

の一つとして、長引く

部

コロナ禍の影響が考え

長

られるが、今後の推移

評

を注視

していく必要が

価

ある。

【指標２】区民

－

参画総量を図る「足立

１

区をよいまちにするた

次

めの活動をしている人

評

に共感する（74.0

価

％）」「足立区をよい

）

まちに

するために何か

そ

したい（51.7％）

の

」区民の割合は、前回

１

に比べ、いずれも2～

1

4ポイント減少した。

)

1～2ポイントの増で

施

あるが、区

に対する気

策

持ちと同様に【そう思

の

わない】割合が増えた

達

。また、「よいまちに

成

するために実際に行動

状

した」割合（新調査項

況

目）は

、30.5％と

と

なった。指標１と同様

そ

、原因の一つとして、

の

コロナ禍による様々な

原

要因が重なり、まちや

因

他者への関心よりも優

の

先され

る事由があると

分

推測される。

【指標３

析

】刑法犯認知件数の減

【

少、街角防犯カメラの

指

設置促進、青パトの効

標

果的な運用、六町駅前

１

安全安心ステーション

】

「ろくま

る」の開設等

「

の様々な要因により、

足

前年比で1.1ポイン

立

ト増加し、目標を達成

区

するとともに、過去最

に

高を達成した。

【指標

誇

４】LGBT関連や小

り

児ﾜｸﾁﾝ接種など小

を

児ﾜｸﾁﾝ接種など先

も

行事例をタイムリーに

つ

提供し、新聞等に多く

区

掲載された。

【指標５

民

】コロナ禍の影響によ

の

り、食の支援のニーズ

割

が高まったことから、

合

子どもの未来プラット

」

フォーム（子ども食堂

は

・フード

パントリー交

、

流会）を中心に開催し

こ

たため、参加団体が固

こ

定化し目標に達しなか

数

った。

2)達成状況と

年

原因分析を踏まえた今

5

後の方向性

【指標１】

0

「誇り」「勧めたい」

％

に関しては、例年に比

前

べ数値の変動が大きい

後

ため、一過性とも考え

で

られるが、地域別・年

推

齢別の

回答を分析し対

移

策を講じるとともに、

し

区民に「届き」「伝わ

、

る」各種プロモーショ

令

ンや、区外からの評価

和

を高める取組みを進め

3

る

ことで、足立区の良

年

さや魅力に改めて目を

度

向ける機会を創出し、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

足立区観光交流協会助成事務 産業振興課3619 66,037 3,501 69,538現状維持 Ｂ

提携都市交流促進事業 産業振興課3620 0 875 875現状維持 Ｂ

シティプロモーション事業 シティプロモ課11273 20,344 56,720 77,064 拡充 Ａ

合計３事業 86,381 61,096 147,477

3)施施策の手段として位置付け
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施

や手

　法を駆使して積

策

極的に情報発信するこ

の

とで、区民が必要なと

概

きに必要とする情報を

要

入手できる環境を整え

柱

ていく。

■　報道広報

立

課・シティプロモーシ

て

ョン課主催のワークシ

1

ョップや日々の広報物

1

制作サポート等により

【

、情報発信に

　対する

行

職員の意識を高めると

財

ともに、企画力、デザ

政

イン力を向上させつつ

】

、課題把握と解決、検

区

証を繰り返しなが
方　

民

　　針
　ら、区政透明

の

度をさらに向上させて

活

いく。

担当課名報道広

躍

報課（取りまとめ）

電

と

話番号03-3880

ま

-5815 E-mai

ち

l kouhou@ci

の

ty.adachi.

活

tokyo.jp

　広

力

報（情報発信）におい

を

ては、広報紙やチラシ

支

・ポスター、ホームペ

え

ージ、ＳＮＳなどを通

る

じて、区のイメージア

行

ップに繋がる情報を発

財

信するとともに、区政

政

の課題解決に対する区

施

民参画情報や、地域で

策

活躍する人や団体等の

群

情報

を積極的に発信す

名

ることで、「自分も何

1

かやってみよう」とい

5

う区民を増やしていく

区

（行動変容を促す）。

の

また、シ

協働・協創テ

イ

ィプロモーション戦略

メ

のひとつである「つな

ー

ぐプロモーション」を

ジ

展開しながら、官民の

を

垣根を超えた連携によ

高

る

の取組み事業展開を

め

さらに積極的に進めて

、

いく。

　広聴（情報収

選

集）においては、協働

ば

・協創のひとつの形で

れ

ある世論調査や区政モ

る

ニター、区民の声や広

ま

聴ハガキ等

により区民

ち

ニーズを把握しながら

に

、エビデンスデータと

な

して施策展開や事業改

る

善に活かしていく。

【

施

目標】16平和と公正

策

をすべての人に【ター

名

ゲット】16.6あら

1

ゆるレベルにおいて、

5

有効で説明責任のある

.

透明性の

高い公共機関

2

を発展させる。【関連

効

する理由】区に関する

果

情報を積極的かつスピ

的

ーディーに発信してい

な

くことは、区
ＳＤＧｓ

情

が
政情報の透明化を高

報

めることにつながる。

発

【評価】区に関する情

信

報を選別することなく

と

、タイムリーかつ的確

区

に発信
目指す目標

する

政

ことで、区の情報発信

情

に関する満足度を向上

報

することができた。引

の

き続き、紙媒体・電子

透

媒体の双方を活用して

明

（ターゲッ
積極的な情

化

報発信を行っていく。

■

ト）との関
連及び評価

備　　　考

区政情報を透明化し区民との信頼関係を高めるために、様々な情報発信媒体を効果的かつ戦略的に活用して、区

　民の誰もが必要なときに必要な情報を得られる広報・広聴活動を展開する。

■　情報提供に関する区民満足度を向上させ、区が実施する各種事業の効果を高めるために、区の魅力や重点事業等
施策の方向　をタイムリーかつ的確に発信することの重要性を理解し、区民に「伝わり・届く」情報を積極的に発信することの

( 目 標 ) 　できる職員を育成する。

■　区にプラスの印象を与える情報とマイナスの印象を与える情報を、選別することなく積極的かつ迅速に発信する
　ことで、区政の透明度と区政への信頼を高めている。

■　継続した全庁の情報発信力強化の取組みにより、令和元年度の世論調査結果では「必要なときに必要とする情報
　が得られている」区民の割合が７割を超えている。

現　　　状■　令和元年度の「区民の声」の受付件数は2,372件（前年度比+433件/+22.3％）で、受付日から平均4.0日（土曜・
　日曜を含む）で回答している。

■　世論調査で「区の情報が得られない」と回答した理由に「情報が探しにくい」ことをあげる区民が多いため、区
　民の誰もが、欲しいと思う情報に迷わず早くたどり着けるように、情報の探しや

足

すさや見つけやすさを

立

向上させる

　必要があ

区

る。

■　世論調査結果において、インターネ

令

ット（ホームページ・

和

A-メール・SNS等

４

）が情報の入手手段と

年

して広報紙に

　次ぐ第

度

２位となり、電子媒体

施

による情報発信がこれ

策

まで以上に求められて

評

いる。
課　　　題■

価

紙媒体と電子媒体の双

調

方を効果的かつ戦略的

書

に組み合わせ、区の情

(

報をさらに「広く・早

令

く・正確に」伝えてい

和

　く必要がある。

■

３

チラシやポスター、ホ

年

ームページの記事など

度

、情報の内容が明確に

事

分かる見出しやレイア

業

ウトを工夫し、誰に　

実

　とっても見つけやす

施

い情報を発信するとと

)

もに、技術の進歩や区

1

民ニーズの変化を見極めながら、様々な媒体
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報道広報課・シティプロモーション課が主催するロジック研修やチラシ等の作成技術を学ぶワークショップ等の参加人数
指
単　位 人 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 1,300

(5)
実　績　値 230 400 286 293 R6 1,100

達　成　率 0% 21% 0% 36% 0% 26% 0% 27% -

指標名ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

定義等広報物等の制作支援、及び、各所管事業や民間企業・団体・区民活動のサポート・コーディネート件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 2,630

(6)
実　績　値 585 571 443 515 R6 3,000

達　成　率 0% 20% 0% 19% 0% 15% 0% 17% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 206,267

人件費 183,717

総事業費 389,984

前年比(金額) 284,789

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名区の情報提供に「満足している」区民の割合

定義等世論調査で区の「情報提供」に「満足」と答えた区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 78

(1)
実　績　値 62.1 65.3 76.1 76.9 R6 75

達　成　率 0% 83% 0% 87% 0% 101% 0% 103% -

指標名「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合

定義等世論調査で「必要なときに必要とする情報」が「得られない」区民の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 10

(2)
実　績　値 11.2 11.7 12.5 10.6 R6 8

達　成　率 0% 71% 0% 68% 0% 64% 0% 75% -

指標名ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数

定義等ツイッター・フェイスブックでの合計投稿件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 4,000

(3)
実　績　値 3,257 3,655 3,802 5,012 R6 4,000

達　成　率 0% 81% 0% 91% 0% 95% 0% 125% -

指標名「区民の声」の対応日数

定義等受付から回答までに要した日数の平均値（受付日を１日目とし土日も含める。）
指
単　位 日 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 6.5 6.3 5 5 5

(4)
実　績　値 6 4 5 5.9 R6 4

達　成　率 108% 67% 158% 100% 100% 80% 85% 68% -

指標名職員等を対象としたワークショップ等の参加延べ人数（累計）

定義等
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ロ

民間企業・団体・区民

ナ

活動のサポートでは、

ウ

活動は以前のように戻

イ

っていないが、コロナ

ル

禍

でもできることを提

ス

案するなどの支援を行

感

い、平成30年度から

染

継続して110件を上

症

回っている。

2)達成

の

状況と原因分析を踏ま

関

えた今後の方向性

【指

連

①標】
　区民が必要と

情

する時に正確な情報を

報

取得できる環境を整え

を

ることが満足度の向上

広

に繋がると考えられる

報

。区民にとって区政情

紙

報

の取得手段として根

や

付いている紙媒体を活

ホ

用して広くわかりやす

ー

く情報発信をしていく

ム

とともに、需要が高ま

ペ

っている電子媒体を

活

ー

用して早く正確な情報

ジ

発信を行っていく。

【

、

②指標】
　世論調査で

S

「探しにくい」と答え

N

た区民の割合を低減さ

S

せるためには、あだち

を

広報、ホームページ、

活

SNSなど、それぞれ

用

の媒体

でわかりやすく

し

情報発信を行っていく

て

ことが重要と考えられ

随

る。引き続き、紙媒体

時

・電子媒体の双方のメ

発

リットを活かしながら

信

、

正確な情報をタイム

し

リーに発信していく。

た

③【指標】

　各課広報

こ

担当者への研修や各課

と

の情報発信に関する課

や

題の確認・評価を継続

、

して行ってきたことで

オ

、各課の職員が情報発

リ

信の重

要性を理解し、

ン

積極的に情報発信する

ピ

ことができている。今

ッ

後も、研修等を継続し

ク

て実施し、より多くの

・

職員の情報発信に対す

パ

る

意識向上と目標件数

ラ

の維持・向上を目指し

リ

ていく。

④【指標】

ン

区民の声は国や都の動

ピ

向や報道等により、増

ッ

加する傾向にある。そ

ク

して声が多く寄せられ

の

る所管課は事業の繁忙

開

期であったり、

新規事

4

催

業を進める状況にある

に

など、業務多忙のさな

合

かにあり、回答期限を

わ

14日以内にすること

せ

で対応を図ることがで

て

きている。

　令和6年

特

度の目標値については

集

、声件数の増加状況を

を

みると、見直しを図る

実

必要性を感じる。

【指

施

⑤標】
　各課広報担当

し

者やインターネットリ

た

ーダーを対象とした研

こ

修等を実施し、多くの

と

職員がターゲットに合

な

わせたわかりやすい情

ど

報

発信について学ぶこ

、

とで、区民の誰にとっ

区

ても見つけやすい情報

民

発信ができることに繋

担

の

がると考えられる。今

関

後も継続して研修を

実

心

施し、内容のブラッシ

が

ュアップを目標に全庁

高

の情報発信力の底上げ

く

に取り組んでいく。

【

な

⑥指標】
　今後も積極

っ

的に広報物の作成支援

て

や事業のブラッシュア

い

ップ、各所管課と企業

当

る

や団体とのコーディネ

こ

ートなどを行っていく

と

。ま

た、コロナ禍で活

に

動を休止したり、疎遠

つ

となってしまったりし

い

た企業や区民、団体と

て

の関係を結び直すコー

タ

ディネートを積極的に

イ

行っていく。

ム

部

リーに発信したことが

に

成果の達成に繋がった

お

と考えられる。

【指標

け

② 】
　前年比1.9ポ

る

イント減少し、過去4

評

年間で最も目標値に近

価

づいた。新型コロナウ

（

イルス感染症の関連情

部

報を、広報紙やホーム

長

ペー

ジだけでなく、前

評

年度から導入した区公

価

式LINEアカウント

－

を活用して発信するな

１

ど、区民が必要とする

次

時に情報を取得できる

評

よう

に区が持つ情報発

価

信媒体を活用してきた

）

ことが「必要な時に必

そ

要とする情報が得られ

の

ない」と回答する区民

１

の割合減少に繋がった

1

と考えられる。

【指標

)

③ 】
　5,012件と

施

なり、平成30年度か

策

ら継続して増加してい

の

たが、令和6年度の目

達

標値を上回った。外部

成

講師を招いた研修の継

状

続実施に

より一定のス

況

キルを備えた職員が増

と

加したことやSNSで

そ

の発信に慣れた職員が

の

増加したことで、各課

原

の情報発信意識が向上

因

してい

ることが全庁の

の

発信件数の増加に繋が

分

ったと考えられる。

【

析

④指標】
　新型コロナ

【

ウイルス感染症拡大に

指

ともない、令和2年度

標

から区民の声の件数が

①

増大している。さらに

】

報道等により一つの課に声

が集中する状況が

前

あり、対応日数につい

年

ては、目標値を定めて

比

いるが、対応期限とし

0

て14日以内とした。

.

そのため令和3年度実

8

績

値は5.9日である

ポ

。

　結果としては目標

イ

値を達成することはで

ン

きなかったが、緊急性

ト

の高いもの(Ａ評価)

増

については、初期対応

と

及び三現主義を念頭に

な

速やかに対応すること

り

で、区民の信頼を得ら

、

れている。

⑤【指標】

前

　前年度に引き続き、

年

200名以上の職員が

度

研修を受講することが

か

できた。コロナ禍であ

ら

るため会場や実施にあ

引

たっての制限があっ

た

き

が、感染予防対策を十

続

分に講じて各課広報担

き

当者やインターネット

目

リーダーを対象とした

標

研修を実施できたこと

値

が達成率の向上

に繋が

を

ったと考えられる。

【

上

⑥指標】
　広報物等の

回

作成支援について、令

っ

和2年度に比べ各種企

た

画や事業をコロナ禍で

。

も実施または計画する

新

所管課が増え、前年度

型

に比

べ72件増加した

コ

。また、各所管事業や
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

「あだち広報」製作等運営事業 報道広報課3440 193,522 105,904 299,426現状維持 Ａ

情報公開・個人情報保護制度運営事務 区政情報課3442 4,991 26,256 31,247改善・変更 Ａ

区政資料室運営事業 区政情報課3443 3,841 21,973 25,814改善・変更 Ｂ

報道事務 報道広報課6855 3,913 29,584 33,497改善・変更 Ａ

合計４事業 206,267 183,717 389,984

3)施施策の手段として位置付け
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施

なげる健全な財政運営

策

を図っていく。
（ター

の

ゲッ
ト）との関
連及び

概

評価

備　　　考

要

柱立て11 【行財政】区民の活躍とまちの活力を支える行財政

施策群名16次世代につなげる健全な財政運営を行う

施策名16.1将来にわたり安定した財政運営の推進

　計画的な予算の編成・執行を図るとともに、適正な基金管理を行う。また、計画的な起債により、世代間の負担の

平準化を行う。

施策の方向
( 目 標 )

　令和３年度決算における公債費負担比率は令和２年度決算から0.1ポイント下がり、2．5ポイントと、引き続き適

正水準を維持している。実質収支比率については、財政調整交付金が景気動向により増加したほか、国の臨時給付金

等の歳入が歳出を大きく上回った結果、適正水準である5%を1.7%上回った。また、財政の弾力性を示す経常収支比率

については財政調整交付金や地方消費税交付金等の増と、人件費や補助費等の減により、令和２年度の83.2%から6.2
現　　　状

ポイント減少し、77.0%と、２年ぶりに適正水準の80%以内に改善したことから目標を達成した。

　財政調整交付金に大きく依存している区の財政構造は、景気変動の影響を受けやすいため、効率的な財政運営を行

っていく必要がある。また、学校施設を始めとする公共施設が一斉に更新時期を迎えていることから、工事規模や手

法の検討などによる経費の平準化を行う必要がある。

課　　　題

　将来にわたり限られた経費で最大限の効果を得るために、中長期的視点に立ち、より一層事業の選択と集中を進め

ることで、将来負担と財政収支

足

のバランスのとれた持

立

続可能な財政運営に取

区

組んでいく。

方　　　針

担当課名財政課（取

令

りまとめ）

電話番号0

和

3-3880-581

４

4 E-mail zai

年

sei@city.a

度

dachi.toky

施

o.jp

　一般事務事

策

業の区民評価を実施し

評

、翌年度以降の事業へ

価

反映を図っている。

協

調

働・協創
の取組み

　必

書

要に応じて区債発行に

(

よる資金調達を行い、

令

将来にわたり安定した

和

財政運営を目指すとい

３

う点において、SDG

年

sタ

ーゲット17.4

度

と関連している。
ＳＤ

事

Ｇｓが
　近年は、特別

業

区税や交付金等の収入

実

状況を鑑みて特別区債

施

の発行額を抑制し、後

)

年度負担の軽減につな

1

げている。
目指す目標

引き続き、次世代につ
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業費 16,468,700

人件費 96,363

総事業費 16,565,063

前年比(金額) 1,042,736

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名経常収支比率

定義等 ※経常経費充当一般財源等÷経常一般財源等×１００　低減目標
指
単　位％以下 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 80 80 80 80 80

(1)
実　績　値 76.4 77.5 83.2 77 R6 80

達　成　率 105% 105% 103% 103% 96% 96% 104% 104% -

指標名積立金現在高－地方債現在高（区民一人あたり）

定義等（年度末積立金現在高－年度末地方債現在高）÷翌年度の４月１日現在の住民基本台帳人口
指
単　位千円 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - - 0

(2)
実　績　値 180 205 218 225 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名実質収支比率

定義等 ※実質収支÷標準財政規模×100（適正水準３～５％）　低減目標
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5

(3)
実　績　値 4.7 4.5 5.1 6.7 R6 4.5

達　成　率 96% 96% 100% 100% 88% 88% 67% 67% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(4)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事
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等も増となった一方で、人件費や補

助費等は減となったことにより、数値が改善し目標値を達成した。

　指標（２）は、積立金現在高

4

は前年度と同規模を維持できたことに加え、

担

地方債現在高は、歳入

当

の増加が見込めたこと

部

により、

地方債の新規

に

発行を抑制できたこと

お

から、目標を達成でき

け

た。

　指標（３）は、

る

財政調整交付金が景気

評

動向により増加したほ

価

か、国の臨時給付金等

（

の歳入が歳出を大きく

部

上回った結果、目標を

長

達成できなかった。

2

評

)達成状況と原因分析

価

を踏まえた今後の方向

－

性

　令和３年度決算は

１

結果的に良好であった

次

が、過去最多となる新

評

型コロナウイルス感染

価

症の拡大や世界情勢の

）

先行きが不透明であ

り

そ

、区財政に及ぼす影響

の

が懸念される。また、

１

現在「中期財政計画」

1

を改定中であるが、特

)

に令和８年度からギャ

施

ラクシティなど

区有施

策

設の大規模改修が急激

の

に増加するとともに社

達

会保障費の増加も見込

成

まれており、将来的に

状

増大する歳出をどのよ

況

うに縮減・

平準化して

と

いくかが大きな課題と

そ

なっている。引き続き

の

持続可能な財政運営を

原

行うためには、これま

因

で以上に事業の目的や

の

効果を

再認識し、前例

分

に捉われない積極的な

析

事業の見直しや再構築を行う必要がある。そ

指

のため、「基本計画」

標

や「公共施設等総合管

（

理

計画」を念頭に置き

１

、トータルコストや事

）

業の全体像・将来像を

は

想定しながら各事業を

、

計画するとともに、ゼ

財

ロベースでの既存事

業

政

の精査、歳入増加及び

調

歳出削減に努める計画

整

的な予算編成を行って

交

いく。

付金が、原資となる都税収入の増加により増、地方消費税交付金
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予算編成事務 財政課3430 6,836 95,134 101,970現状維持 Ａ

公共施設建設資金積立基金積立金 財政課3431 8,302,926 88 8,303,014現状維持 Ａ

財政調整基金積立金 財政課3432 2,400,449 88 2,400,537現状維持 Ａ

減債基金積立金 財政課3433 6,974 88 7,062現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 財政課3435 5,441,576 175 5,441,751現状維持 Ａ

特別区債利子の支払 財政課3436 304,146 263 304,409現状維持 Ｂ

特別区債借入及び償還経費 財政課3437 49 263 312現状維持 Ｂ

予算超過または予算外支出の予備費 財政課3438 0 88 88現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 福祉管理課21617 1,243 88 1,331現状維持 Ｃ

防災減災対策整備基金積立金 財政課22377 4,501 88 4,589現状維持 Ａ

合計１０事業 16,468,700 96,36316,565,063

3)施施策の手段として位置付け
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施

協働・協創
の取組み

【

策

目標】17パートナー

の

シップで目標を達成し

概

よう【ターゲット】1

要

7.1課税及び徴税能

柱

力の向上のために国内

立

資源を動

員する。【関

て

連する理由】課税課や

1

４公金担当課において

1

、賦課、徴収能力の向

【

上に向けた様々な取組

行

みを行ってい
ＳＤＧｓ

財

が
る。【評価】アクシ

政

ョンプラン等に基づく

】

滞納対策により、徴収

区

強化に取組んだ。収納

民

率向上対策委員会にお

の

ける課
目指す目標

題共

活

有や、特別収納対策課

躍

における相談・支援等

と

により、徴収知識の庁

ま

内全体への蓄積を図っ

ち

た。複線型人事制度の

の

（ターゲッ
活用や各種

活

研修の実施により、賦

力

課、徴収に関するノウ

を

ハウの継承、技術の向

支

上を図った。
ト）との

え

関
連及び評価

※　達成

る

状況により、令和6年

行

度目標値から上方修正

財

【成果１、２、４】

備

政

　　　考

施策群名16次世代につなげる健全な財政運営を行う

施策名16.2自主財源の確保

■　４公金（特別区民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料）の適正な賦課及び厳正的確な滞納
　整理や納期内納付の推進により収納率を向上し、自主財源の充実を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　特別区民税の収納額は、平成29年度には約426億円だったが、令和元年度は約450億円と増加している。
■　様々な滞納整理の取組みにより税や保険料の収納率が向上し、23区順位は最下位を脱却した。
■　庁内組織である収納率向上対策委員会において、滞納整理のノウハウの共有や蓄積を行っているとともに、さら
　なる徴収強化のため特別収納対策課を新設した。

現　　　状

■　滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫及び取組みが必要である。
■　４公金を重複して滞納している場合であっても、それぞれの担当課が納付交渉等を行っているため、より効率的
　な滞納整理の取組みが必要である。

■　効果的な滞納整理を進めていくため、継続した職員育成と組織としての滞納整理ノウハウの向上が必要である。

課　　　題

■　納付方法を充実して利便性を高めていくとともに、租税教育などにより自主納付及び納期内納付に対する意識の
　高揚を図っていく。

■　税や保険料の重複滞納や高額滞納などの困難事案については、特別収納対策課において効率的

足

かつ効果的な滞納

　整

立

理を実施していくとと

区

もに、債権等処理判定委員会を運用し、非強

令

制徴収債権の圧縮にも

和

努めていく。

■　引き

４

続き、複線型人事制度

年

を活用した職員のスキ

度

ルアップに取組みなが

施

ら、組織におけるノウ

策

ハウの向上を図っ
方　

評

　　針
　ていく。

担当

価

課名納税課（取りまと

調

め）

電話番号03-3

書

880-5850 E-

(

mail nouzei

令

@city.adac

和

hi.tokyo.j

３

p

　納税課、国民健康

年

保険課、高齢医療・年

度

金課、介護保険課の４

事

公金担当課で収入確保

業

に向けた連携を深める

実

。

　また、関係15課

施

で構成する収納率向上

)

対策委員会において各

1

債権の徴収に関する情報共有を行っている。
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標名【成果５】特別収納対策課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等処理方針を決定した案件の割合

定義等方針決定した案件数÷移管事案数
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 50 50 50

(5)
実　績　値 - - 36 50 R6 60

達　成　率 0% 0% 0% 0% 72% 60% 100% 83% -

指標名【活動５】特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

定義等特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数
指
単　位 件 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - 200 200 280

(6)
実　績　値 - - 169 270 R6 465

達　成　率 0% 0% 0% 0% 85% 36% 135% 58% -

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 1,148,119

人件費 1,483,050

総事業費 2,631,169

前年比(金額) 29,666

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果１】特別区民税収納率

定義等収納金実収入額÷収納金調定金額
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 95.23 96.05 95.37 96.2 97.2

(1)
実　績　値 95.77 96.2 96.59 96.96 R6 97.68

達　成　率 101% 98% 100% 98% 101% 99% 101% 99% -

指標名【成果２】国民健康保険料収納率

定義等収納金実収入額÷収納金調定金額
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 69.95 72.89 67.52 75.99 81.04

(2)
実　績　値 70.96 75.99 77.33 79.83 R6 81.54

達　成　率 101% 87% 104% 93% 115% 95% 105% 98% -

指標名【成果３】後期高齢者医療保険料収納率

定義等収納金実収入額÷収納金調定金額
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 98.19 98.2 95.11 97.79 98.98

(3)
実　績　値 97.6 97.79 98.41 98.73 R6 99

達　成　率 99% 99% 100% 99% 103% 99% 101% 100% -

指標名【成果４】介護保険料収納率

定義等収納金実収入額÷収納金調定金額
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 92.92 94 94.65 96.08 96.51

(4)
実　績　値 93.86 94.55 95.5 96.26 R6 96.65

達　成　率 101% 97% 101% 98% 101% 99% 100% 100% -

指
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押え実績はコロナ禍前の水準に戻り

つつある。また、初期滞納者に対する勧奨等にも力を入れた結果、各公金の5月末実績はいずれも

4

前年度実績を上回り、目標につ

いても全ての

担

公金で達成することが

当

できた。

　【成果・活

部

動５】移管事案の方針

に

決定割合は、職員のス

お

キル向上やノウハウの

け

蓄積により令和2年度

る

より増加している。各

評

課か

ら移管を受ける事

価

案件数については、４

（

公金以外にも生活保護

部

費返還金の移管を開始

長

したため目標を達成す

評

ることができた。

2)

価

達成状況と原因分析を

－

踏まえた今後の方向性

１

　財産調査に加え、訪

次

問・来庁による納付交

評

渉の機会を増やして滞

価

納者の生活状況の把握

）

に努め、その後の滞納

そ

整理につなげてい

く。

の

資力を有する者に対し

１

ては積極的な差押え等

1

を実施する一方、新型

)

コロナウイルスの影響

施

等による納付困難者に

策

対しては引き

続き寄り

の

添った対応を行い、メ

達

リハリの効いた滞納整

成

理を実施していく。利

状

便性向上と納期内納付

況

の推進を図るため、令

と

和4年度

からPayP

そ

ayによるキャッシュ

の

レス決済を導入した。

原

　納税課、国民健康保

因

険課では滞納対策アク

の

ションプランを策定し

分

ている。納税課では令

析

和4年度から3か年の計画で第三次アクシ

ョ

【

ンプランに取組む予定

成

であり、現年分収納率

果

のさらなる向上に向け

１

て、納期内納付のため

～

のわかりやすい情報発

４

信や納付しやす

い環境

】

整備等に取組む。国民

コ

健康保険課では令和5

ロ

年度以降の基本方針確

ナ

立のため、第三次アク

禍

ションプランを令和4

に

年度中に策定

予定であ

お

る。

　各課では専門員

い

による徴収技術の活用

て

や複線型人事制度に基

も

づく専門職員の増加に

資

より、徴収体制が強化

力

されつつあり、今後よ

あ

り一層の人材育成を進

る

め、ノウハウの蓄積を

滞

図っていく。

納者に対しては差押え等を実施しており、差
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

課税事務 課税課3590 191,035 634,648 825,683改善・変更 Ａ

納税事務 納税課3592 295,483 543,209 838,692改善・変更 Ａ

介護保険料徴収事務 高・介護保険課4268 18,922 45,953 64,875 拡充 Ａ

国民健康保険料徴収事務 国民健康保険課10499 600,224 135,481 735,705改善・変更 Ａ

後期高齢者医療保険料徴収事務 高齢医療年金課21159 41,387 87,783 129,170現状維持 Ａ

収納対策事務 特別収納対策課22577 1,068 35,976 37,044改善・変更 Ａ

合計６事業 1,148,119 1,483,050 2,631,169

3)施施策の手段として位置付け
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施

画的な保全を着実に履

策

行することで、安全で

の

快適な施設環境を維持

概

し、長期的に見た維持

要

管理コストの縮減を

柱

目指す。
方　　　針■

立

　効率的で無駄のない

て

維持管理コストの支出

1

を実現する手段として

1

、公共施設の状況を一

【

元的かつ俯瞰的に分析

行

・

　保全する営繕所管

財

事業予算の適正執行に

政

努めるとともに、包括

】

施設管理委託の手法に

区

より高い費用対効果や

民

地域経

　済への好循環

の

が担保できるかどうか

活

、調査・研究していく

躍

。

担当課名資産管理課

と

（取りまとめ）

電話番

ま

号03-3880-5

ち

841 E-mail s

の

hisan@city

活

.adachi.to

力

kyo.jp

　定期借

を

地権により土地を賃貸

支

し、民設民営による保

え

育所や特養施設、障が

る

い者通所施設等の開設

行

を進めるなど、民

間活

財

力との協働・協創を具

政

現化している。

協働・

施

協創
の取組み

【目標】

策

11 包摂的で安全か

群

つ強靭（レジリエント

名

）で持続可能な都市及

1

び人間居住を実現する

6

。

【ターゲット】11

次

.7 2030年まで

世

に、女性、子ども、高

代

齢者及び障がい者を含

に

め、人々に安全で包摂

つ

的かつ利用が容
ＳＤＧ

な

ｓが
易な緑地や公共ス

げ

ペースへの普遍的アク

る

セスを提供する。
目指

健

す目標
【関連する理由

全

】公有財産の活用と長

な

寿命化の促進により、

財

住み続けられるまちづ

政

くりを構築する。
（タ

運

ーゲッ
【評価】低・未

営

利用財産の有効活用を

を

図るとともに、公共施

行

設のバリアフリー化を

う

進めることで、住み続

施

けられるま
ト）との関

策

ちづくりの推進を図っ

名

た。
連及び評価

備　　

1

　考

6.3公有財産の活用と長寿命化の促進

■　公有財産は、公共目的での利活用を図ることを第一としながらも、区として利活用が図れないものについては、
　「区有地等利活用基本方針」に基づき公益性の高い事業者への貸付・売却を進め、さらなる財源確保に努める。

■　長寿命化については「足立区公共施設等総合管理計画」や「個別計画」、「足立区中期財政計画」との整合を図
施策の方向　りながら推進し、長期的にみたコストの削減を目指す。

( 目 標 )

■　区として利活用が見込めない低・未利用の公有財産については、定期借地等による貸付や売却を進め、自主財源
　の確保に努めている。

■　行政財産の余裕部分についても、飲料等の自動販売機設置場所として競争入札により貸し付けるなど、安定的な
　歳入増への取組みを行っている。

現　　　状■　施設や設備の劣化に応じた優先順位づけを行い、計画的に保全することで、限られた財源を効率的に執行し、安
　全・良好な施設環境を保持している。

■　適正配置の進展により生じる学校跡地等の大規模財産については、地域特性に配慮しつつ、市場性など財産が持
　つ価値を最大限生かした活用を迅速かつ効果的に図っていく必要がある。

■　公共施設の維持更新に限られた財源で的確に対応していくためには、効率的な維持管理はもとより計画的な長寿
　命化の

足

促進により、維持更新

立

コストの縮減を強力に

区

推し進めることが不可欠である。

■　新型コ

令

ロナウイルス感染症の

和

影響により行財政運営

４

が厳しくなることが予

年

測される中において、

度

長期的視点に
課　　　

施

題
　立った計画保全を

策

進めるためには、より

評

一層高効率な財政運営

価

の舵取りが求められる

調

。

■　低・未利用状態

書

にある財産の調査・分

(

析を進め、サウンディ

令

ング型市場調査等の手

和

法を適宜導入しながら

３

財産特

　性（立地・市

年

場性・希少性等）に応

度

じた最適な利活用案を

事

検討し、迅速な活用を

業

実現する。

■　「足立

実

区公共施設等総合管理

施

計画」や「個別計画」

)

、「足立区中期財政計

1

画」に基づき、施設の劣化状況に応じ

　た計
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定義等改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 30 37

(5)
実　績　値 7 12 21 27 R6 49

達　成　率 0% 14% 0% 24% 0% 43% 90% 55% -

指標名

定義等
指
単　位 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費 4,664,646

人件費 602,420

総事業費 5,267,066

前年比(金額) △ 1, 781 , 549

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率
指標名【成果1】低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

定義等基本方針に示す利活用可能な公有財産のうち、活用方針及び活用開始時期を対外的に明確にした財産の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 25 41.4

(1)
実　績　値 - 10.7 15.4 25 R6 46.4

達　成　率 0% 0% 0% 23% 0% 33% 100% 54% -

指標名【成果2】個別計画（第１期）の履行率

定義等方向性が決定した施設数のうち、実際に工事等（設計含む）を行った施設数の割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 50 65

(2)
実　績　値 - - 37.93 50.57 R6 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 38% 101% 51% -

指標名【活動2-1】昇降機改修計画の進捗状況

定義等改修工事を実施したエレベーター台数の和を計画上の設置台数で除した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 38 44

(3)
実　績　値 18 23 26 35 R6 54

達　成　率 0% 33% 0% 43% 0% 48% 92% 65% -

指標名【活動2-2】高圧ケーブル更新計画の進捗状況

定義等改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指
単　位 ％ 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目　標　値標
目　標　値 - - - 39 41

(4)
実　績　値 30 34 38 41 R6 45

達　成　率 0% 67% 0% 76% 0% 84% 105% 91% -

指標名【活動2-3】自動火災報知設備等更新計画の進捗状況
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清

次が古い機器について

掃

は、保守物品の供

給停

事

止により故障対応が不

務

可能となる懸念がある

所

ため、引き続き計画的

江

な更新を実施し、安全

北

・安心な施設環境の維

清

持を図ってい

く。

掃作業所の売却等

低・未利用財産の利活用を推進したことにより、目標を達成した。

【指標２】令和３年３月に策定

4

した個別計画に基づき工事を進めた。今後は

担

、足立区公共施設等総

当

合管理計画（平成２９

部

年４月策

定）の見直し

に

時期にあたるため、改

お

定内容にについて検討

け

を進め、長寿命化に向

る

けた適正な維持管理を

評

推進していく必要があ

価

る。

【指標３】改修計

（

画年次の数年後に施設

部

更新・大規模改修工事

長

等を行うこととなった

評

施設については、施設

価

利用者への工事による

－

影響を考慮し、エレベ

１

ーター改修についても

次

順延することとしたた

評

め、実績値は当初目標

価

値を若干下回っている

）

。

【指標４】更新計画

そ

策定後に不具合が生じ

の

た施設の改修を前倒し

１

実施するとともに、大

1

規模改修に合わせ改修

)

を前倒し実施したた

め

施

、実績値は目標値を若

策

干上回っている。

【指

の

標５】更新計画策定後

達

に大規模改修等が検討

成

されることとなった施

状

設については、設置機

況

器の状況等を勘案し、

と

大規模改修工

事等の際

そ

に更新を実施すること

の

としたため、実績値は

原

目標値を若干下回って

因

いる。

2)達成状況と

の

原因分析を踏まえた今

分

後の方向性

【指標１】

析

「区有地等利活用基本

【

方針」に基づく低・未

指

利用財産の調査・分析

標

を計画的に進め、利活

１

用を加速していく。適

】

正配置

の進展に伴う学

長

校跡地や長期間未利用

年

状態の財産も複数ある

懸

ため、引き続き、利活

案

用方針の検討を進めて

と

いく。

【指標２】令和

な

４年度に改定を行う中

っ

期財政計画と整合性を

て

図り、実行可能な工事

い

計画として進めていく

た

。

【指標３】工事に伴

旧

う施設利用者への影響

千

を最小限に留めるため

寿

、施設更新・大規模改

第

修計画の変更等を勘案

五

し、随時計画の見直

し

小

を行うとともに、設置

学

年次が古く交換部品の

校

供給停止となるエレベ

の

ーターの順次更新を進

跡

め、エレベーター設備

地

の保全に努めて

いく。

活

【指標４】高圧ケーブ

用

ルの劣化による停電事

事

故防止のため、今後も

業

予防保全として更新を

者

進める。また、更新に

を

あたり高圧受電設

備が

決

不要となる低圧受電へ

定

の変更が可能な施設に

し

ついては切替えを推進

た

し、高圧受電設備の不

ほ

具合に伴う停電事故等

か

の解消を図っ

ていく。

、

【指標５】自動火災報

旧

知設備は施設利用者の

足

安全確保のための重要

立

な設備である。設置年
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費総事業費課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

区有財産管理事務 資産管理課3544 5,793 45,510 51,303現状維持 Ａ

区有財産取得・活用事務 資産管理課3545 185,644 78,768 264,412現状維持 Ａ

元利償還相当額等貸付金 資産管理課3547 94,574 22,755 117,329現状維持 Ａ

本庁舎改修事務 庁舎管理課3552 504,662 27,569 532,231現状維持 Ａ

庁舎管理事務 庁舎管理課3553 838,773 114,072 952,845現状維持 Ａ

庁舎維持補修事務 庁舎管理課3554 69,828 63,368 133,196現状維持 Ｂ

施設保全事務 中部地区建設課5169 19,586 42,132 61,718現状維持 Ａ

施設営繕事業 中部地区建設課19155 2,928,400 157,484 3,085,884現状維持 Ａ

施設営繕一般管理事務 中部地区建設課19341 17,386 50,762 68,148現状維持 Ａ

合計９事業 4,664,646 602,420 5,267,066

3)施施策の手段として位置付け
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